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令和5年度　第５次新庄市総合計画　施策体系（教育関係抜粋）

柱 施策 小施策 事務事業名 再掲
貢
献
度

優
先
度

評価
対象
外・・
・１

3 放課後子ども教室推進事業
0

4
要保護及び準要保護児童・生徒就学援助費及び
特別支援教育就学奨励費交付事業 1

1 学校経営指導 0

2 教育相談事業 ● 0

3 いじめ防止対策事業 0

1 授業改善事業 ● 0

2 学力等検査事業 0

3 国際理解教育・外国語教育推進事業 0

4 学校図書館図書整備事業 0

5 学校・家庭・地域の連携協働推進事業 0

6 情報教育推進事業 ◎ 0

7 教育研究所運営事業 △ 0

8 教育研究センター運営事業 1

1 学校教育体育・文化振興事業 0

2 学校保健対策事業 1

3 学校給食管理運営事業 ● 0

1 児童生徒の個別支援事業 0

2 巡回相談 ● 0

3 教育支援 0

1 小中一貫教育推進事業 ● 0

2 小中一貫教育校整備事業 0

1 学校のつばさ支援事業 ● △ 0

2 ふるさと学習推進事業 0

1 学年・学級経営充実事業 0

2 部活動指導員配置促進事業 0

1 学校教材備品整備事業 △ 0

2 学校施設整備・管理事業 ● ◎ 0

1 通学手段確保対策事業 0

2 安全安心通学プラン推進事業 ● 0

3 地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 0

1 生涯学習講座運営事業 0

2 図書館運営事業 0

3 生涯学習施設管理事業 ● ◎ 0

4 多様性社会理解促進事業 0

1 青少年ボランティア事業 ● 0

2 二十歳を祝う会開催事業 0

2 地域に根ざした
学校づくりの推
進

① 特色ある小中一
貫教育の推進

② 地域とともにある
学校づくりの推進

②

生涯にわたる学
習機会の提供

青少年教育の推
進

支援を必要とする
子どもと家庭への
支援

1 社会を主体的に
生き抜く力を育
む学校教育の推
進

3 安全安心な教育
環境の整備

①

②

③

④

心の教育の充実

生きる力を育む学
力の育成

児童・生徒の健康
と体力の向上

特別な配慮が必
要な児童・生徒へ
の支援体制の充
実

子育て家庭に寄り
添う支援の充実

③

学校施設の整備・
充実

登下校の安全安
心の確保

① 信頼される学校づ
くりの推進

2 子どもの教育・保
育環境の充実

② 子どもの居場所づく
りの推進

3

4

子育て
 
子どもの笑顔
があふれるま
ち

1

2 教育

いのち輝き
学びあうまち

生涯を通じて学
び合う学習環境
の充実

②

③

①

社会教育課

社会教育課

教育総務課

学校教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

教育総務課

教育総務課

教育総務課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

教育総務課

学校教育課

教育総務課

学校教育課

教育総務課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

教育総務課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

社会教育課

事業担当課
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令和5年度　第５次新庄市総合計画　施策体系（教育関係抜粋）

柱 施策 小施策 事務事業名 再掲
貢
献
度

優
先
度

評価
対象
外・・
・１

事業担当課

3 青少年育成推進員事業 0

4 新庄市青少年育成市民会議事業 0

5 社会を明るくする運動 △ 0

1 家庭教育推進事業 ● 0

2 読み聞かせ推進事業 0

1 学校運営協議会推進事業 0

2 地域学校協働活動推進事業 ● 0

⑤ 市民活動の育成・
支援

1 市民活動支援事業 ● 0

1 ふるさと歴史センター事業 0

2 新庄亀綾織伝承事業 0

3 民話普及事業 △ 0

4 新庄開府400年記念事業 ● ◎ 0

1 ふるさと歴史センター資料収集、保存、調査研究事業 0

2 文化財指定（保存・活用）事業 ● 0

3 旧農林省積雪地方農村経済調査所保存活用事業 0

1 子ども芸術学校事業 0

2 市民文化会館運営事業 ● 0

3 文化芸術活動推進事業 0

1 市民参加型スポーツイベント開催事業 0

2 スポーツ関係団体活動育成費補助金 0

3 総合型地域スポーツクラブ育成事業 0

4 新庄市総合体育大会委託事業 0

5 スポーツ指導者活用事業 0

7 体育施設管理運営事業【陸上競技場他10施設】 ● ◎ 0

8 山屋セミナーハウス管理事業 0

1 山形県駅伝競走大会新庄･最上チーム強化事業 △ 0

2 陸上競技長距離強化事業 ● 0

4 新庄市ふるさと創生人材確保事業

0

6 やまがた就労促進奨学金返還支援事業

0

4 地域公民館整備助成事業

0

4 産業

活力のあるま
ち

②

5

6

若年層の地元定着
に向けた支援

雇用の促進5

文化芸術の振興

活力あるスポー
ツ活動の推進

②

③

④

青少年教育の推
進

家庭教育の推進

地域と学校の連
携・協働の推進

①

②

③

①

②

伝統文化の継承
とふるさと意識の
醸成

文化財の保護と
継承

創造的文化芸術
活動の推進

生涯スポーツの
推進

競技スポーツの
振興

7 シティプロ
モーション

選ばれるまち

4

2 教育

いのち輝き
学びあうまち

生涯を通じて学
び合う学習環境
の充実

教育総務課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

2 移住・定住に向け
た支援の充実

① 若年者の就業支援

8 行政経営

将来にわたっ
て持続可能な
まち

教育総務課

社会教育課

1 地域づくり活動の
推進

① 地域課題に対応で
きる体制整備
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新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 1 担当部署

施策 2 作成者

小施策 ② 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 H22 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

362 355 419 575 1,707 0

特定財源 214 228 268 368 1,053 0

一般財源 148 127 151 207 654 0

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 0.24 0.28 0.32 0.37 0

会計年度職員 0 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 3 2 3 3 3 0 3

達成率 100% 67% 100% 100% 100% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 60.47 39.65 29.66 15.96 0 0 100

達成率 60.5% 39.7% 29.7% 16.0% 0.0% 0.0%

説明・出典

子ども教室開催地区数（学
区）

成果指標

指標名称

放課後子ども教室対象児童の
うち
参加した児童数（％）

参加者/対象児童数

大学生や地域の高齢者など様々な地域人材の参画を得ながら、平日の放課後や土曜日、夏休み等に、学校の教室や公民
館等において、多様な楽手・体験プログラムを実施する。（チラシ）

指導者たちの参画により、放課後の子どもたちが文化活動や軽スポーツといった多様な体験を経験できる場を提供する
ことができた。また、世代間交流にもつながり、子どもたちを地域社会の中で心豊かに育むことに資することができ
た。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

講師謝金（499）

内訳

特定財源の名称（金額）

学校・家庭・地域連携協働推進事業費
補助金（368,県）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

子供たちが放課後を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動ができるよう、地域住民等の参画を得て、子供たちに対
し、学習や体験・交流活動などを行う。

放課後子ども教室推進事業 1-2-②-3

第５次総合計画体系

子育て 社会教育課

子供の教育・保育環境の充実 東村　晋太朗

子どもの居場所づくりの推進 463

ソフト事業（任意）

10-05-01-0002社会教育総務事業費

10年以上

次世代育成支援対策推進法

小学校１～６学年までの児童



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 A

達成度 B

貢献度 A

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 拡充

R7 維持

R8 維持

理由

今後の方向性
・

その理由

「地域とともにある学校づくり、学校を核とした地域づくり」の核となる事業である。
スポーツや文化活動など地域住民との交流を通して子どもたちの健全な育成を図っている。
明倫学園放課後子ども教室等、プログラム拡充の意向がある。

放課後の居場所や学びを提供する機会として更に工夫をし全体に広げる必要がある。

放課後の居場所や学びを提供する機会として更に工夫をし全体に広げる必要がある。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

新たな指導者を見つける必要が
あるため。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

人件費以外の費用がほとんどか
からない為。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

一定数児童の参加があるため。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

放課後の学習と居場所を得る事
の出来る事業であるため。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

学校との連携が必要であるた
め。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

地域社会で活躍する大人と児童
の関わりを持つ機会となってい
るため。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

参加する児童が一定数いる為。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

放課後に家で一人で過ごす児童
の居場所になることのできる事
業であるため。

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 1 作成者

小施策 ① 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

0 0 0 0 0 0

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.5 0.4 0.35 0.35

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 25 45 45 45 45

達成率 56% 100% 100% 100% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 11 9 9 9 9

達成率 122.2% 100.0% 100.0% 100.0% 0 0

説明・出典

学校訪問指導日数（日）

教育長訪問回数、要請訪問回数

成果指標

指標名称

実施学校数

R3明倫学園開校により学校数減

定期的な学校訪問を通して運営上の課題を把握しながら、心の教育、道徳教育、自治活動について指導、助言する。
（指導・助言）

学校訪問を通して、運営上の課題を把握しながら、各校の実情に合わせた指導、助言を行うことができた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

各校で経営計画に従い、教育活動が行われている

学校経営指導 2-1-①-1

第５次総合計画体系

教育 学校教育課

社会を主体的に生き抜く力を育む学校教育の推進 月野　聡

心の教育の充実 444

ソフト事業（任意）

10-01-02-0001 職員給与費

10年以上

地方教育行政の組織及び運営に関する法律　第２１条

市内小中義務教育学校の教職員



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 A

達成度 B

貢献度 A

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

理由

今後の方向性
・

その理由

本市が掲げる教育の重点を共有し、各校の教育活動においてその実現を目指す。
全体の奉仕者として、綱紀保持に努めるとともに、働き方改革の具体的実行を促す。

Ｒ６年度の評価・検証を踏まえ、適切に指導・助言にあたる。

Ｒ７年度の評価・検証を踏まえ、適切に指導・助言にあたる。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

回数や実施方法は見直す余地は
ある。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

もともとコストをかけてはいな
い。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

ニーズに合わせた指導が必要で
ある。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

学校教育の充実のために直接事
業を行っている。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

義務教育学校への指導は行政が
主体となることが適当。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

学校経営のニーズは年々変化し
ていくので、時代に合わせた指
導が必要。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

義務教育を受けている子どもや
保護者にはニーズがある。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

学力の向上やいじめ問題、不登
校問題は年々対応への必要性が
大きくなっている。

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 1 作成者

小施策 ① 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

6,532 5,719 6,361 6,122 7,138 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 6,532 5,719 6,361 6,122 7,138

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.24 0.23 0.23 0.23

会計年度職員 - 2.4 2.4 2.4 2.4

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 130 138 138 138 130

達成率 100.0% 106.2% 106.2% 106.2% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 12 14 11 12 15

達成率 80.0% 93.3% 73.3% 80.0% 0.0% 0

説明・出典

教育相談室（適応指導教室等）で、不登校及び不登校傾向児童生徒が学校復帰につながるように、集団生活への適応力
及び社会的自立等を育成する

教育相談事業 2-1-①-2

第５次総合計画体系

教育 学校教育課

社会を主体的に生き抜く力を育む学校教育の推進 平賀　真人

心の教育の充実 448

ソフト事業（任意）

一般会計　10-01-03-0001学校教育指導事業費
　　　　　10-01-03-0004不登校適応教室指導事業費

10年以上

市内小中義務教育学校の児童生徒

指標名称

教育相談室で関わった児童生
徒数

・不登校及び不登校傾向児童生徒を支援するための適応指導教室の開設と運営
・教育、進路に対する相談、支援事業
・不登校児童生徒に対する家庭訪問
・別室登校の児童生徒への学習支援と教育相談等の実施
・オンライン悩み相談（令和６年度～）   （お知らせ：学校、児童生徒への周知）

 適応指導教室での指導を通して、学校復帰し、高校進学へつなげることができた。また、学校からの要請を受け、学
校訪問による別室登校生徒への学習支援を行うことができた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

教育相談員報酬等(5,819）
教科指導員・シャイニングクラス
講師謝金（240）
教育相談事業消耗品・体験学習食
糧費・備品（63）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

適応指導教室の開所日数

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 B

達成度 B

貢献度 B

代替性 C

費用面 B

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 方法改善

R8 維持

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

不登校の児童生徒が増加してい
るため、ニーズは増加してい
る。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

学校に通学できない児童生徒の
居場所となりえるフリースクー
ルのようなところが市内にはな
いため、重要な事業となってい
る。

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

学校に通学できない児童生徒の
居場所となりえるフリースクー
ルのようなところが市内にはな
いため、行政で行っていく必要
がある。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

児童生徒の将来的自立のために
必要。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

不登校や相談内容が多様になっ
ており、人的コストの削減はか
なり難しい。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

関りによって学校復帰や高校進
学につながっているため。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

学習を保障することによって学
校復帰後も授業に安心して参加
することができている。

理由

今後の方向性
・

その理由

不登校児童生徒の学校復帰を目指し、学習の遅れが復帰後の障害とならないよう、学習指導
を行う必要がある。また、不登校児童生徒とその保護者に寄り添い、根本にある課題を見つ
け出し、改善に向けた支援を行っていくことが重要である。

Ｒ６年度より開始した「オンライン悩み相談室」について、評価・検証し、児童生徒がより
活用しやすいものにしていく。
不登校や悩みを抱える児童生徒への支援は、本人の将来へと繋がる重要な事業である。

例年通り適切な支援体制を整えていくとともに、相談員及び教科指導員の人事について、見
通しを立てていく。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

通級を続けている児童生徒がい
るため、現在の手法の継続が妥
当である。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 1 作成者

小施策 ① 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

20 78 89 80 178 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 20 78 89 80 178

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.14 0.14 0.15 0.15

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 1 3 3 3 3

達成率 33.3% 100.0% 100.0% 100.0% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 新規 92 91 93 100

達成率 － 92.0% 91.0% 93.0% 0% 0%

説明・出典

学校において、いじめ防止に係る支援体制を整備し、関係機関等と連携していじめ問題に対応している

いじめ防止対策事業 ２－１－①ー３

第５次総合計画体系

教育 学校教育課

社会を主体的に生き抜く力を育む学校教育の推進 平賀　真人

心の教育の充実 448

ソフト事業（任意）

一般会計　10-01-03-0001学校教育指導事業費

10年以上

いじめ防止対策推進法、新庄市いじめ防止等対策推進条例

市内小中義務教育学校の教職員

指標名称

「学校に居場所がある」と答
えた児童生徒の割合

学校評価アンケート（児童生徒）

〇いじめ問題対策連絡協議会
　学校におけるいじめの防止等に関係する機関及び団体の連
  携、いじめ問題に関する施策の推進、連絡、調整を図る。
〇いじめ問題対策専門委員会
　市教育委員会の諮問に応じ、市及び学校におけるいじめ防止
  及び早期発見のための方策について審議する。　　　　（HP、広報紙：教育の日関連にて）

 いじめ問題対策連絡協議会といじめ問題対策専門委員会を参集型で開催した。協議した内容について、各関係機関や
学校で共有し、いじめへの適切な対応、いじめ防止の取り組みを行うことができた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

委員報酬　72
委員旅費　8

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

いじめ防止に向けた会議の開
催数（回）

いじめ問題対策連絡協議会,いじめ問題対策専門委員会

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 B

達成度 B

貢献度 B

代替性 C

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

保護者によるいじめの心配や友
達とのトラブルに関する相談は
増加している。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

新庄市いじめ防止基本方針の見
直しを行い、社会情勢に沿った
対応ができるように改定した。

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

家庭、学校だけでは解決できな
い問題があるため、行政の関与
が適当。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

日常的な取り組みが必要である
とともに、緊急性のある事案が
発生することが考えられるた
め。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

日常的な取り組みが必要である
とともに、緊急性のある事案が
発生することが考えられるため
現状の報酬を削減することはで
きないため。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

各校において、多様なニーズや
ケースがある中、成果指標が一
定の割合を保っているため。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

いじめが防止されることで安心
して学校生活が送れるようにな
るため、間接的に寄与してい
る。

理由

今後の方向性
・

その理由

いじめ問題対策連絡協議会は、関係機関の代表者が集まり、いじめの現状や課題について検
討し、それぞれの立場から改善を目指していく。
いじめ問題対策専門委員会は、重大事態発生時の第三者委員会となるため、設置が必要であ
り、本市のいじめの現状に対する指導助言も行う。

いじめの実態を正確に把握し、数の経年変化とともにその内容や傾向を見極め、各関係機関
が実態を共有していく。

前年度の評価・検証を行いながら、協議会及び専門委員会それぞれの役割を果たしていく。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

日常的な取り組みが必要である
とともに、緊急性のある事案が
発生することが考えられるため
現状の手法が妥当である。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 1 作成者

小施策 ② 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

0 1,017 1,017 945 1,100 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 0 1,017 1,017 945 1,100

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.4 0.35 0.35 0.35

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 9 18 17 18 18

達成率 50.0% 100.0% 94.4% 100.0% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 2 2 1 8 9

達成率 22.2% 22.2% 11.1% 88.9% 0% 0%

説明・出典

指導主事要請訪問回数

成果指標

指標名称

授業づくり、指導案づくりに
おける指導主事訪問回数

令和２年、３年から全面実施された学習指導要領の中で求められる子どもの資質、能力の育成につながる授業づくりや指導の在り方について
指導する。
・指導主事要請訪問での指導・助言
・指導主事等による授業づくり、指導案づくりの支援
・中学校区に３年間委嘱校として委嘱し、授業公開を行う
・英語、数学指導に優れた人をスーパーバイザーに依頼し、授業力向上を図る
・情報機器の整備とその情報環境（一人一台端末等）などを生かし読解力や情報活用力をつける     　（なし）

 授業改善の視点に沿って研修と実践に取り組み、探究型学習をとおして学力の育成を図る学校が増えた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

スーパーバイザー謝金　780
スーパーバイザー費用弁償　165

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

授業づくりについての理解が進み、生きる力を育む学力の育成を目指した指導が行われる。

授業改善事業 2-1-②-1

第５次総合計画体系

教育 学校教育課

社会を主体的に生き抜く力を育む学校教育の推進 平賀　真人

生きる力を育む学力の育成 448

ソフト事業（任意）

一般会計　10-01-03-0001学校教育指導事業費

10年以上

市内小中義務教育学校の教職員



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ B

公共性 A

優先度 A

達成度 B

貢献度 A

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 方法改善

R8 方法改善

理由

今後の方向性
・

その理由

各校の授業研究会に赴き、学力向上に向けた授業改善が進むよう必要な指導・助言を行う。
新規採用から２年目までの教員と面談し、悩みや課題など現在の状況を聞き、適切なアドバ
イスを行う。

Ｒ６年度の評価・検証を踏まえ、適切に指導・助言にあたる。全国学力学習状況調査やＮＲ
Ｔの結果を検証し、現状の課題を改善していく指導を行う。

Ｒ７年度の評価・検証を踏まえ、適切に指導・助言にあたる。全国学力学習状況調査やＮＲ
Ｔの結果を検証し、現状の課題を改善していく指導を行う。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

各校のニーズに合わせた支援が
できるように、方法を検討して
いく必要があるから。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

市の課題となっている教科につ
いて、授業力を高めていくには
必要。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

授業づくりの理解が進み、各校
で授業研究を意欲的に行ってい
る。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

日々の授業改善により、児童生
徒が意欲的に学びあい、生きる
力の育成につながっていくか
ら。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

各学校の設置者は市教育委員会
のため、関与は必須。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

各学校の授業改善により児童生
徒の生きる力をより育むことが
できるため、優先度は高い。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

若手教員が増えてきているた
め、授業づくりサポートのニー
ズは増えていくことが考えられ
るから。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

新規採用が増えたことで、年齢
構成が若くなってきているた
め、サポートは必要であるが、
日常の授業につながる支援の方
法は検討が必要であるから。

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 1 作成者

小施策 ② 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度　平成１７年度～)

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

3,020 3,674 3,563 3,107 3,832 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 3,020 3,674 3,563 3,107 3,832

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 0 0.07 0.2 0.2 0.2

会計年度職員 0 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 未実施 6 6 6 6

達成率 　　－ 100.0% 100.0% 100.0% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 未実施 51 50 48 53

達成率 　　－ 96.2% 94.3% 90.6% 0% 0%

説明・出典

検査結果の評価を指導法の改善に役立てることで、児童生徒の学力を伸ばす。

学力等検査事業 2-1-②-2

第５次総合計画体系

教育 学校教育課

社会を主体的に生き抜く力を育む学校教育の推進 平賀　真人

生きる力を育む学力の育成 448

ソフト事業（任意）

一般会計　10-02-03-0001小学校教育振興事業費
　　　　　10-03-02-0001中学校教育振興事業費
　　　　　10-04-02-0001義務教育学校教育振興事業費

10年以上

一般会計

市内小中義務教育学校の児童生徒（小学校１年生を除く）

指標名称

標準学力検査の偏差値平均
（国語・算数／数学）

NRT標準学力検査

学力検査及び知能検査を実施し、児童生徒の学力の到達度を客観的な尺度で評価する。
○学力検査　・小学校２･３年生　２教科（国語・算数）
　　　　　　・小学校４・５年生　４教科（国語・社会・算数・理科）
　　　　　　・小学校６年生　５教科（国語・社会・算数・理科・英語）
　　　　　　・中学校１・２・３年生　５教科（国語・数学・社会・理科・英語）
○知能検査　・小学校２・４・６年生、中学校２年生　　　　　　　　　（なし）

 各校でテストの結果を分析し、また、授業研究会等を通して授業づくり等の指導などを行ってきたことで、授業改善
の取り組みが図られた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

消耗品費　1,791
手数料　1,316

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

学力・知能検査の実施教科数

NRT標準学力検査

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ B

公共性 B

優先度 B

達成度 B

貢献度 B

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

各教科の習得状況を客観的に見
ることができるため。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

習得の状況をもとに、そのよう
な方法でバランスよく資質・能
力を育成していくか検討する必
要があるから。

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

市全体の課題を把握し、研修や
指導を行うためには、行政が主
体となることが必要。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

状況をつかむためには必要だか
ら。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

授業改善の効果を評価する指標
一つとなっているため。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

実施の目的について学校の理解
を得ながら、実施できているか
ら。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

状況をつかむことで、授業改善
につなげることができるから。

理由

今後の方向性
・

その理由

学力向上を目指していく中で、ＮＲＴ（学力検査・知能検査）の結果は、評価する上で根拠
となるものである。本市全体の現状と課題を把握するとともに、各校各学年の状況から授業
改善を図っていく。

Ｒ６年度の評価・検証を踏まえ、経年変化に着目し、課題を見極めて適切に指導・助言にあ
たる。

Ｒ７年度の評価・検証を踏まえ、経年変化に着目し、課題を見極めて適切に指導・助言にあ
たる。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

より効果的な活用のために、実
施時期を検討する余地はある。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 1 作成者

小施策 ② 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 H19 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

13,628 13,266 16,775 17,692 20,773 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 13,628 13,266 16,775 17,692 20,773

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.22 0.26 0.28 0.28

会計年度職員 - 3.6 3.61 3.2 3.2

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 562 527 669 720 800

達成率 70.3% 65.9% 83.6% 90.0% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 未実施 6 未実施 5 5

達成率 0 120% 0 100% 0 0

説明・出典

ALTの学校派遣回数

達成率は、年間200日として換算して算定

成果指標

指標名称

外国への興味関心のある児童
生徒の割合(全国との差)

全国学調より

・ＡＬＴ４名を小中義務教育学校に配置し、外国語活動及び英語学習において、ALTを活用した指導。
・義務教育９年間を見通した系統的な国際理解教育に係るカリキュラム開発。
・児童生徒と外国人との交流を通して、国際理解教育推進。
  （広報誌）

年間を通じたALTの配置により、児童生徒のコミュニケーション能力向上や国際交流の推進につながった。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

会計年度任用職員報酬（13,591）社
会保険料等（2,227）費用弁償
（331）負担金（1,470）英語事業
消耗品・謝金（73）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

国際理解教育を推進し、小中義務教育学校における国際交流体験やコミュニケーション能力の育成を目指す。

国際理解教育・外国語教育推進事業 2-1-②-3

第５次総合計画体系

教育 学校教育課

社会を主体的に生き抜く力を育む学校教育の推進 伊藤　光輝

生きる力を育む学力の育成 448

ソフト事業（任意）

10-01-03-0010　国際理解教育推進事業費 

10年以上

新庄市語学指導員等の任用等に関する規則

小中義務教育学校の児童生徒及び教職員



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 B

達成度 B

貢献度 A

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 方法改善

R8 方法改善

理由

今後の方向性
・

その理由

4人のALTを各校に配置し、英語力の向上や小中の英語接続の強化を図るとともに、児童生
徒に国際的な感覚を身につける機会を与え、国際感覚やその理解を育む。

JETを活用したＡＬＴの採用について、その利点とともに、他の可能性についても検討す
る。
ＡＬＴの担当校について、年度毎のＡＬＴ入れ替え状況（退職・新規）により検討してい
く。

ＡＬＴの活用を進める中で、4人体制についてその成果や課題を評価し、その後の体制を検
討していく。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

ALTの生活面における対応な
ど、学校配置に係る業務以外の
負担が大きい。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

報酬や通勤手当など、コスト削
減は難しい。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

児童生徒の英語教育に対する興
味関心が高水準にあるため。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

児童生徒が海外の文化に触れる
ことで、グローバル化が進む社
会に対応できる。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

ALTは市立学校に配置するた
め、行政が主体となる必要があ
る。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

児童生徒の国際理解教育の推進
のために必要。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

児童生徒の国際理解教育の推進
のためニーズは増大している。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

児童生徒の国際理解教育の推進
のためニーズは増大している。

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 1 作成者

小施策 ② 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 不明 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

6,002 6,000 6,000 6,000 6,000 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 6,002 6,000 6,000 6,000 6,000

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.08 0.08 0.11 0.11

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 116,590 118,902 121,053 124,108 131,590

達成率 88.6% 90.4% 92.0% 94.3% 0.0% 0.0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 65.1 60.5 68.6 63.7 70

達成率 93.0% 86.4% 98.0% 91.0% 0.0% 0.0%

説明・出典

蔵書数（冊）

購入数－廃棄数＝3，000冊/年

成果指標

指標名称

児童生徒年間一人平均貸出冊数
（冊）

各学校に均等割及び学級割で予算を配当し、計画的に図書の増冊を行う。
（なし）

 昨年度に引き続き、中学校への予算の傾斜配当を行い、蔵書の少ない学校に重点的に図書の増冊を行うことができ
た。しかし、各校とも計画的に図書の整備を進められている一方で年間平均貸出冊数が減少していることから、事業手
法について見直しの余地がある。
・R５年度達成率　小学校：154.95％　中学校：105.96％（義務教育学校は前期課程は小学校、後期課程は中学校
として計上）

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

図書購入費（6,000）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

学習指導要領に基づき、児童・生徒が言葉をもつ良さを認識し、言語感覚を養うため、読書への意欲向上を図る。

学校図書館図書整備事業 2-1-②-4

第５次総合計画体系

教育 教育総務課

社会を主体的に生き抜く力を育む学校教育の推進 千川原　香林

生きる力を育む学力の育成 447

教育総務課

10-2-2-0001-01小学校教育振興事業費、10-3-2-0001-01中学校教育振興事業費
10-4-2-0001-01義務教育学校教育振興事業費

10年以上

小中義務教育学校の児童・生徒



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ B

公共性 A

優先度 B

達成度 C

貢献度 A

代替性 B

費用面 B

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 方法改善

R8 方法改善

理由

今後の方向性
・

その理由

文科省の学校図書館の蔵書基準を達成するよう図書の整備を進める必要があるが、それとは別に、
児童生徒の読書冊数を増加させるため、図書館に行かなくても本を読むことができるデジタル図書
の導入も進めていく必要がある。そのため今後は、導入時のイニシャルコストは増加するが、紙媒
体とデジタル媒体のバランスによって、予算を減額する検討も可能となる。

文科省の学校図書館の蔵書基準を達成するよう図書の整備を進める必要があるが、それとは別に、
児童生徒の読書冊数を増加させるため、図書館に行かなくても本を読むことができるデジタル図書
の導入も進めていく必要がある。そのため今後は、導入時のイニシャルコストは増加するが、紙媒
体とデジタル媒体のバランスによって、予算を減額する検討も可能となる。

文科省の学校図書館の蔵書基準を達成するよう図書の整備を進める必要があるが、それとは別に、
児童生徒の読書冊数を増加させるため、図書館に行かなくても本を読むことができるデジタル図書
の導入も進めていく必要がある。そのため今後は、導入時のイニシャルコストは増加するが、紙媒
体とデジタル媒体のバランスによって、予算を減額する検討も可能となる。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

電子書籍の導入を行うことで読書への
意欲向上を図ることができないか等、
検討の必要がある。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

当市は読書活動の推進に力を入れてお
り、他市町村に比べて予算が多い。事
業手法とあわせてコスト削減も検討の
必要がある。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

蔵書数を計画的に増冊できている一方
で、平均貸出冊数が前年度に比べて下
がっている。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

第5次新庄市総合計画に記載の施策1の
うち、小施策②「生きる力を支える学
力の育成」の主な取組に「学校図書館
及び読書活動の推進」を掲げているこ
とから、直接的に寄与する。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

学校教育法第5条により、「学校の設
置者は、その設置する学校を管理し、
法令に特別の定のある場合を除いて
は、その学校の経費を負担する。」と
定められており、実施主体となること
が必須である。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

児童・生徒が意欲的に学ぶ環境を整備
するために必要であるが、優先度が高
いものではない。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

小中義務教育学校での年間平均貸出冊
数は60冊台であるが、小学校課程で
は、校内の年間平均貸出冊数が100冊
を超えている学校が半数以上であるこ
とからニーズは学校によって差がある
と考えられる。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

各学校で購入・廃棄を行い新しい書籍
を手に取ることができる環境づくりを
行っている。デジタル化を推進してい
る昨今では、学校でもタブレット等の
電子機器を使用する機会が増えている
ため、電子書籍の導入等を検討してい
る。

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 1 作成者

小施策 ② 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 H31 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

15,166 12,566 12,427 12,790 14,670 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 15,166 12,566 12,427 12,790 14,670

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 － 0.3 0.3 0.3 0.3

会計年度職員 － 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 11 9 9 9 9 9

達成率 122% 100% 100% 100% 100% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 未実施 79 72 75 85

達成率 0 92.9% 84.7% 88.2% 0 0

説明・出典

学校司書または協働活動支援
員の配置校数（校）

小中義務教育学校数（Ｒ3明倫学園開校により9校となる）

成果指標

指標名称

1日の中に読書に親しむ時間が
ある子どもの割合

全国学力学習状況調査

市内の小中義務教育学校に、学校司書または協働活動支援員を１名配置し、地域のボランティア等の協力も得ながら、
学校図書館の整備と機能の充実を図る。
（なし）

学校図書館の整備や機能の充実が図られ、児童生徒の読書への興味・意欲が維持された。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

謝金・報酬（12,244）、費用弁
償（429）、需用費（79）、保険
料（38）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

学校図書館の整備及び機能の充実を図り、読書好きな児童生徒を増やすとともに学力の向上を目指す。

学校・家庭・地域の連携協働推進事業 2-1-②-5

第５次総合計画体系

教育 学校教育課

社会を主体的に生き抜く力を育む学校教育の推進 三原　恵

生きる力を育む学力の育成 442

ソフト事業（任意）

10-01-03-0001学校教育指導事業

３年以上

学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金実施要綱（国）

市内小中義務教育学校の児童生徒及び地域住民



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 B

達成度 B

貢献度 A

代替性 C

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 方法改善

R8 方法改善

理由

今後の方向性
・

その理由

学校図書館における図書の貸出やその管理について、専門の担当を配置して業務を担う。Ｒ
７年度以降は、すべての協働活動支援員を学校司書として会計年度職員にするよう要請して
いく。

すべての学校に配置する図書館管理運営業務担当者は、学校司書（会計年度職員）とする。

Ｒ７年度に改訂された市読書活動推進計画に基づいて、各校における読書推進を進めてい
く。改訂内容について、具体的な説明と進め方を各校に指導していく。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

市立図書館の助言等を受けなが
ら、学校図書館の機能を維持・
向上させるため現在の事業手法
のまま進めていく。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

事業費は現状を維持しながら進
めていく。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

学校と連携しながら計画通り実
施できている。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

社会を主体的に生き抜く力を育
むことに直接関わる。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

学校図書館の機能を充実させ、
読書活動を進める上での支援は
実施は教育委員会が実施主体と
なることが適当である。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

児童生徒の読書への興味・意欲
が維持されるに必要である。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

学校図書館の機能を充実させる
ことで読書好きの児童生徒が増
えることから、学校からのニー
ズは高い。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

教育的ニーズの多様化により、
必要性は高まっている。

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 1 作成者

小施策 ② 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 R2 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

264,073 46,315 53,321 54,347 58,386 0

特定財源 140,783 1,320 0 0 0

一般財源 123,290 44,995 53,321 54,347 58,386

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 0.35 0.41 0.48 0.70

会計年度職員 0.00 0.00 0.00 0.00

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 2,574 2,574 2,574 2,574 2,574

達成率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 - 291 395 437 416

達成率 - 70.0% 95.0% 105.0% 0.0% 0.0%

説明・出典

児童生徒一人一台端末配備の維
持

配備台数（台）

成果指標

指標名称

一人一台端末（タブレット）の
活用状況（全校年間平均使用回
数）

（1日2回活用）×208日

・GIGAスクール構想に基づき整備したネットワーク及び端末環境の維持
・教職員1人1台の校務用PC配備環境の維持
・本体サーバー及び校内LANによる校務情報管理の徹底
・インターネット環境を活用した学校図書の効率的な管理
（なし）

タブレット端末を活用した情報教育を推進する目的で令和4年4月学校派遣を開始したICT支援員の尽力もあり、授業
における教員のスキルがさらに向上した。また、ICT支援員とメンテナンス業務受託業者での合同打ち合わせを行うな
ど、ソフト・ハードの両面から教育現場におけるさらなるICT活用推進に向けた体制を整備した。結果、タブレットの
使用回数は増加し、令和5年度は令和7年度目標を超える結果となった。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

コンピューター教育振興事業費（44,088千円）※うち、校務支
援システム賃借料1,951千円、管理運営事業費-通信運搬費
（5,243千円）、ICT支援員委託料（5,016千円）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

令和2年度に整備した児童・生徒一人一台端末の活用を図り、ICT教育を推進する。

情報教育推進事業 2-1-②-6

第５次総合計画体系

教育 教育総務課

社会を主体的に生き抜く力を育む学校教育の推進 柿﨑　恭平

生きる力を育む学力の育成 447

ソフト事業（任意）

10-02～04-02-0002小中義務教育学校コンピューター教育振興事業費、10-02～04-01-0003小中義務教育学校管
理運営事業費－通信運搬費、10-01-03-0001【学校教育課所管】学校教育指導事業費－ICT支援員委託料

３年以上

小中義務教育学校の児童・生徒及び教職員



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ A

公共性 A

優先度 A

達成度 B

貢献度 A

代替性 A

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 拡充

R8 拡充

理由

今後の方向性
・

その理由

大型モニターの各教室への配備率や、校務支援ソフトの導入、各種学習支援ソフトの導入な
ど、ＩＣＴ教育関連において県内でも低い水準にあるため、他の自治体と同等水準程度まで
には配備・導入を進めていく必要がある。

児童生徒の1人１台配備のタブレットが更新年度を迎えるため、タブレットの購入及び関連
するＩＣＴ環境の整備が必要である。

大型モニターの各教室への配備率や、校務支援ソフトの導入、各種学習支援ソフトの導入な
ど、ＩＣＴ教育関連において県内でも低い水準にあるため、他の自治体と同等水準程度まで
には配備・導入を進めていく必要がある。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

ハード・ソフトともに、新規の導入や
更新に関する計画を見直す。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

イニシャル、ランニングともにむしろ
コストの増大が懸念される。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

成果指標に対しての進捗は順調であ
り、令和5年度は目標値に到達した。
一方で、ハード・ソフトの不足を充足
させれば、さらなるICT教育の推進が
期待される。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

第5次新庄市総合計画66・67頁に記載の
施策のうち、小施策②「生きる力を支える
学力の育成」の主な取組に「ICTを活用し
た授業改善」が掲げられていることから、
直接的に寄与する。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

「学校教育の情報化の推進に関する法
律」第5条及び第6条により、実施主体
となることが必須である。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

住民（教職員）ニーズ・社会ニーズと
もに非常に高く、児童生徒の安全安心
に関わるものに次いで優先度は高い。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

ハード・ソフトともに台数や性能が不
足しているとの声が寄せられている。
県内他市町村と比較しても、例えば校
務支援ソフトが全校に整備されていな
いなど劣る面があり、ニーズは非常に
高い。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

GIGAスクール構想はもちろんのこ
と、学校教育以外の分野においてもデ
ジタル化を推進する社会情勢である。

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 1 作成者

小施策 ② 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

57 76 52 87 103 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 57 76 52 87 103

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 － 0.33 0.33 0.34 0.34

会計年度職員 － 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 16 22 23 22 23

達成率 70% 96% 100% 96% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 185 220 245 244 210

達成率 88.1% 104.8% 116.7% 116.2% 0 0

説明・出典

講座・研修会開催数

成果指標

指標名称

受講教職員数

教育の充実に関する調査研究並びに教員研修を具現化し、各校における教育計画の樹立と教員の資質向上及び教育実践
の活性化を図るために、職務や教育課題に対応した講座・研修を行う（各研修会）
（なし）

コロナ禍の中、感染対策を行いながら講座・研修会をほぼ実施することができた。また、講座によっては担当教員以外
の希望参加も見られ、より多くの教員に対して職務や教育課題に関する研修を行うことができ、様々な教育課題を解決
することができた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

印刷製本費（所報）　51

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

教職員が講座や研修で学んだ課題解決に向けた方法を共有し、諸課題の解決を図る。

教育研究所運営事業 2-1-②-7

第５次総合計画体系

教育 学校教育課

社会を主体的に生き抜く力を育む学校教育の推進 月野　聡

生きる力を育む学力の育成 444

ソフト事業（任意）

10-01-03-0001 学校教育指導事業費

10年以上

市内小中義務教育学校の教職員



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 A

達成度 A

貢献度 A

代替性 B

費用面 B

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 方法改善

R8 方法改善

理由

今後の方向性
・

その理由

教育における諸課題の解決や、教育課程のスムーズな遂行を目指し、教員が自ら企画し、研
修するものである。必要性の高い、また有効性のある研修としていく。

コロナ禍を経て、研修の持ち方が大きく変化し、働き方改革の面からも業務的に無理のない
ものへと変わってきた。それぞれの重要度や必要性を鋭意検証していく。

講座、研修会の必要性を鋭意検証していくとともに、必要なものについて、効果的な開催を
推し進めていく。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

受講者のニーズに対応できる各
種研修、講座を検討し、実施し
ていく必要がある。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

講師について検討する余地はあ
る。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

受講者数は目標を達成してい
る。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

学校教育の推進のために直接事
業を行っている。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

行政が事務局となることで教職
員の負担を軽減させることがで
きる。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

諸教育課題に合わせた研修を行
うことは必要である。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

教職員にとってのニーズはあ
る。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

教育時事に合わせた研修は必
要。

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 1 作成者

小施策 ③ 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

261 1,208 960 609 2,795 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 261 1,208 960 609 2,795

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.15 0.15 0.15 0.15

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 5 10 10 14 25

達成率 20.0% 40.0% 40.0% 56.0% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 5 3 3 4 7

達成率 71.4% 42.9% 42.9% 57.1% 0% 0%

説明・出典

支給個人団体数

小中義務教育学校申請分

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

ソフト事業（任意）

10-02-02-0001小学校教育振興事業費、10-03-02-0001中学校教育振興事業費、10-04-02-0001義務教育学校教育振興事業費

10年以上

学校各種大会出場奨励金交付要綱、学校各種大会出場助成金交付要綱

大会に出場する市内小中義務教育学校の児童生徒。

成果指標

学校教育体育・文化振興事業 2-1-③-1

第５次総合計画体系 社会を主体的に生き抜く力を育む学校教育の推進

学校教育課

児童・生徒の健康と体力の向上

伊藤　光輝

448

教育

大会出場に係る保護者の経済的支援を充実させ、学校教育における体育・文化活動の振興を図る。

特定財源の名称（金額）

指標名称

東北・全国大会出場学校数

全校（９校）の８割を目標とする

内訳

義務教育における学校教育活動の一環として東北大会以上に出場する場合に奨励金および出場経費の一部経費を補助す
る。（HP）

児童生徒の学校教育における体育・文化活動の振興と、大会出場の際の保護者の経済的支援につながった。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

奨励金（140）、助成金（469）

指標名称



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ B

公共性 B

優先度 B

達成度 B

貢献度 B

代替性 B

費用面 B

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 方法改善

R8 方法改善

支給個人団体数が増加している
ため。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

児童生徒の健康と体力の向上に
つながっているため。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

学校教育における体育・文化活
動の振興のため、行政が実施す
ることが妥当。

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

学校教育における体育・文化活
動の振興のために必要。

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

今後の方向性
・

その理由

中体連や中文連に係る東北大会以上の上位大会出場における個人負担の軽減を図るものであ
り、体育・文化活動の振興に必要なものである。

東北大会以上の上位大会への出場数や負担費用について調査し、部活動の地域移行における
変化を捉えて在り方を検討していく。

休日の部活動の地域移行が完全実施となり、クラブチームの参加など大会出場が大きく変化
していく。補助の在り方についても変えていく必要がある。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

部活動の地域移行後は社教の助
成を活用することになるが、地
域移行までは必要である。

部活動の地域移行後は社教の助
成を活用することになるが、地
域移行までは必要である。

理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

学校教育における体育・文化活
動の振興のため。物価高騰のた
め。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

学校教育における体育・文化活
動の振興のため。物価高騰のた
め。

評価項目 視点 評価の理由



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 1 作成者

小施策 ③ 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

85,915 97,353 121,263 143,047 146,775 0

特定財源 0 0 16,700 13,333 0

一般財源 85,915 97,353 104,563 129,714 146,775

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 5.37 4.33 4.33 4.33

会計年度職員 2.37 3.00 3.20 3.20

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 191 193 194 195 192

達成率 99.5% 100.5% 101.0% 101.6% 0.0% 0.0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 49 48 44 41 50

達成率 98.0% 96.0% 88.0% 82.0% 0.0% 0.0%

説明・出典

心身の健全な発達に資するとともに、正しい食習慣を形成する。また、地産地消を含めた食に関わる事柄への関心や食
への感謝の気持ち等を養う。

学校給食管理運営事業 2-1-③-3

第５次総合計画体系

教育 小松　真子

社会を主体的に生き抜く力を育む学校教育の推進 444

児童・生徒の健康と体力の向上

ソフト事業（任意）

10-02-03-0002小学校給食管理運営事業費
10-03-03-0002中学校給食管理運営事業費
10-04-03-0002義務教育学校給食管理運営事業費

10年以上

学校給食法、食育基本法

市内小中義務教育学校の児童生徒

指標名称

学校給食における県産・地場
産食材の使用割合

県産・地場産食材購入数量/総購入数量㎏

対象者に週５日、安心安全な給食を提供する
・献立検討会の実施
・地産地消ウィ－クの実施
・調理師等研修会の実施
・調理師等の検便
・補助事業の実施        （HP：補助事業関係）

臨時交付金を活用した物価高騰対策支援事業費補助金の交付により、児童生徒に摂取基準に基づく適正なカロリーと栄
養価を概ね満たした給食を提供できた。物価高騰により、県産・地場産食材よりも低廉な食材を使用したり、使用量を
減らした時期があり、県産・地場産食材の使用割合が減少となった。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

親子方式学校給食調理・配送業務委託
料　（81,213）、栄養士・調理師会
計年度任用職員等報酬（7,284）、負
担金・補助金（43,129）、消耗品・
修繕費・備品購入費ほか（11,421）

内訳
特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

給食提供日数

各校の提供日数/学校数

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ A

公共性 A

優先度 A

達成度 B

貢献度 A

代替性 C

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 方法改善

R8 方法改善

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

児童・生徒の健康と体力の向上
に寄与し、住人ニーズは高い。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

物価等の社会情勢を反映し、児
童生徒に摂取基準に基づく適正
なカロリーと栄養価を満たした
給食の提供をする。

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

法令で規定されている。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

優先度は高い。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

学校給食摂取基準に即した学校
給食を提供するため、計画通り
に事業を進めることが適当であ
る。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

物価高騰により、県産・地場産
食材よりも低廉な食材を使用し
たり、使用料を減らした時期が
あり、県産・地場産食材の使用
割合が減少となったが概ね成果
が上がっている。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

給食の提供による健全な体の育
成により、児童・生徒の健康と
体力の向上に寄与する。

理由

今後の方向性
・

その理由

物価高騰による給食食材費の高騰等、学校給食費の値上げが必要な状況となり、保護者の負
担が増すこととなる。そのような中における「第1子から第3子以降への給食費援助」は重
要なものとなった。必要な栄養を摂取できる安心安全な給食を提供していかなければならな
い。

全国的に学校給食の無償化が進んでいるなか、これに関する国の方針にも注視し、補助金の
在り方を本市の政策面と合わせて検討していく必要がある。給食費の公会計化に繋げてい
く。

物価高騰や必要数の確保が難しい状況から、地場産食材の活用があまり進まない。関係機関
と連携し、活用に向けて協議していく。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

学校給食摂取基準に即した学校
給食を提供するため、計画通り
に事業を進めることが適当であ
る。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 1 作成者

小施策 ④ 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

36,756 39,509 41,815 44,859 57,340 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 36,756 39,509 41,815 44,859 57,340

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.35 0.35 0.35 0.35

会計年度職員 - 20.64 20.64 24 24

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 24 24 24 24 24

達成率 － － － － － －

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 11 9 9 9 9 9

達成率 122.2% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0

説明・出典

個別学習指導員等配置数
（人）

成果指標

指標名称

個別指導計画等を活用した学
習を実施した学校数

小中義務教育学校数（Ｒ3明倫学園開校により9校となる）

支援を必要とする児童生徒が在籍する小中義務教育学校に個別学習指導員等を配置し、個々の教育的ニーズに応じた
学習を行う。
(なし）

個別学習指導員の配置により、一人一人の教育的ニーズに応じた学習に取り組むことができた。併せて、安全安心な
学級教育環境の維持が図られた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

報酬・手当（44,855）消耗品費
（4）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

特別な支援が必要な児童生徒を含む個々の学習と、学級全体の学習活動が充実している。

児童生徒の個別支援事業 2-1-④-1

第５次総合計画体系

教育 学校教育課

社会を主体的に生き抜く力を育む学校教育の推進 三原　恵

特別な配慮が必要な児童・生徒への支援体制の充
実

442

ソフト事業（任意）

10-01-03-0008 児童生徒個別支援事業費

10年以上

小中義務教育学校において、特別な支援が必要な児童生徒



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 A

達成度 B

貢献度 A

代替性 C

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

理由

今後の方向性
・

その理由

児童生徒数が減少の一途を辿るなか、特別な支援を必要とする児童生徒は増加している。
特に小学校低学年にいては、その内容も多様化しており、担任以外の指導員を必要として
いる。学校現場からは指導員の更なる拡充を求められている。

特別な支援を要する児童生徒の特徴に発達障がいがあり、医療や福祉の協力や支援が不可
欠となっている。関係機関との連携を強化することも合わせて行っていく。

特別な支援を必要とする児童生徒の在籍、就学について、保護者の理解を得ながら進めて
いく方法を、関係機関と協議し、進めていく。
本市の教育の重点の一つである「特別支援教育の充実」に関する事業として継続してい
く。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

一人一人の教育的ニーズに応じ
た学習に取り組むには現在の事
業手法のまま進めていく。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

事業費は現状を維持しながら進
めていく。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

学校と連携しながら計画通り実
施できている。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

社会を主体的に生き抜く力を育
むことに直接関わる。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

学校生活や学習を行う上での支
援は実施は教育委員会が実施主
体となることが適当である。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

児童生徒や、その児童生徒が在
籍する学級への教育的支援を行
うために必要である。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

特別な配慮を要する児童生徒の
増加に加え、その内容も多様化
していることから、学校からの
ニーズは高い。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

教育的ニーズの多様化により、
必要性は高まっている。

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 1 作成者

小施策 ④ 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

490 546 510 479 440 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 490 546 510 479 440

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.22 0.19 0.18 0.18

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 18 15 15 13 15

達成率 120.0% 100.0% 100.0% 86.7% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 11 9 9 9 9

達成率 122.2% 100.0% 100.0% 100.0% 0 0

説明・出典

巡回相談数
(合理的配慮についての助言・
指導)

小学校・義務教育学校各２回、中学校各１回

成果指標

指標名称

巡回相談実施学校数

大学教授等、専門家による巡回相談を行い、特別な配慮が必要な生徒の把握や合理的な配慮についての助言指導を行
う。また、どのような配慮が必要か客観的な判断の資料とするために、個別検査につなぐ指導をする。
（なし）

コロナウイルス感染症への対策を行いながら、市立学校への巡回相談を予定通り実施することができた。また、各学校
で特に配慮が必要であったり、どのような対応をしたら良いか悩んでいる児童生徒について、事例をもとに具体的な助
言指導も行うことができた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

特別支援教育専門委員謝金　360
費用弁償　119

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

特別な配慮が必要な児童生徒が把握され、合理的な配慮のもと指導されている

巡回相談 2-1-④-2

第５次総合計画体系

教育 学校教育課

社会を主体的に生き抜く力を育む学校教育の推進 月野　聡

特別な配慮が必要な児童・生徒への支援体制の充
実

444

ソフト事業（任意）

10-01-03-0001 学校教育指導事業費

10年以上

市内小中義務教育学校の児童生徒



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 A

達成度 A

貢献度 A

代替性 B

費用面 B

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 方法改善

理由

今後の方向性
・

その理由

巡回指導を依頼している専門家が、大学教授から短期大学学長に変わられたことで、費用の
面や指導回数で変更を求められた。中学校の巡回指導を廃止したり、小学校の訪問回数を減
らすなどして対応し、維持していく。

本市の教育の重点の一つである「特別支援教育の充実」に関する事業である。
巡回指導に伴う個別検査について、その資格を持つ現職の教員に無償で依頼している現在の
在り方で今後も続けていけるのか、関係機関で検討していく。

現在巡回指導を依頼している専門家について、今後長期にわたり依頼できるものではなく、
行く行くは他の専門家や、他の方法で支援の必要な児童生徒の見極めを行っていかなければ
ならない。このことについて、協議をしていく。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

巡回相談の回数や持ち方につい
て、専門家と検討をしていく。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

専門家を依頼する際のコスト等
を含め、情報収集していく。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

指導助言を受けたことを、学習
環境の整備等に役立てている。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

社会を主体的に生き抜く力を育
むことに直接関わる。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

巡回を行う講師と市内全校と幼
稚園保育所との日程調整が必要
となるため、教育委員会で行う
ことが適当である。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

児童生徒の実態の把握と、学校
の指導体制を向上させるために
必要である。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

特別支援が必要な児童生徒の数
は増えており、教職員と児童生
徒を中心にニーズは高い。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

教育的ニーズの多様化により、
必要性は高まっている。

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 1 作成者

小施策 ④ 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

20 20 1,853 1,980 0 0

特定財源 0 0 0 0

一般財源 20 20 1,853 1,980

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 － 0.16 0.17 0.2 0.2

会計年度職員 － 0 0.8. 0.8 0.8

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 4 5 5 5 5

達成率 80.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 5 5 5 5 5

達成率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0 0

説明・出典

教育支援委員会、研修会の開
催数

推進委員会、支援委員会、ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ研修

成果指標

指標名称

関係機関等数

教育支援委員会や特別支援教育に関する研修会等を実施し、児童生徒の実態に応じた支援の充実を図る。（研修会）
特別支援教育センターを設置し、特別支援指導員による個別検査・面談、学校支援や幼保等との連携による適正就学支
援等を行い、特別支援教育の充実を図る。（推進委員会、担当者会）

関係機関と連携を図りながら、個に応じた支援や切れ目ない支援について方向性を確認することで、一人一人の教育的
ニーズに応じた指導が増えてきた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

委員謝金（20）
特別支援指導員報酬等(1,954）
費用弁償（研修）（6）

内訳

,

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

一人一人の教育的ニーズに応じた合理的な配慮のもと指導している。

教育支援 2-1-④-3

第５次総合計画体系

教育 学校教育課

社会を主体的に生き抜く力を育む学校教育の推進 月野　聡

特別な配慮が必要な児童・生徒への支援体制の充
実

444

ソフト事業（任意）

10-01-03-0001 学校教育指導事業費

10年以上

市内小中義務教育学校の教職員



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 A

達成度 A

貢献度 A

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 方法改善

R8 方法改善

理由

今後の方向性
・

その理由

本市の教育の重点の一つである「特別支援教育の充実」に関する事業である。教育支援委員
会では、医師2名を専門的見地から委員に任命し、特別な支援を必要とする児童生徒の就学
や在籍についてアドバイスをいただいている。学校だけでは判断できないものである。

特別支援教育を充実させていくためには、幼児期における支援やその判断が必要であり、学
校教育課のみにおける事業とせず、福祉との連携協力が必要となり、事務レベルでの検討を
進めていく。

本市における特別支援教育について、幼児・児童・生徒それぞれの段階において、変わらぬ
支援が計画的に行われるよう、一貫した支援センターの設立が必要となる。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

研修の持ち方や内容については
検討する余地はある。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

事業費は現状を維持しながら検
討を進めていく。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

委員会や研修会と連携しながら
計画通り実施できている。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

社会を主体的に生き抜く力を育
むことに直接関わる。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

適正就学に向けた教育支援委員
会の実施は教育委員会が実施主
体となることが適当である。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

特別支援教育の充実のために必
要。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

特別支援が必要な児童生徒の数
は増えており、教職員と児童生
徒を中心にニーズは高い。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

教育的ニーズの多様化により、
必要性は高まっている。

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 2 作成者

小施策 ① 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

1,771 173 319 203 369 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 1,771 173 319 203 369

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.41 0.4 0.4 0.4

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 15 30 30 29 20

達成率 75% 150% 150% 145% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 4.6 28 67 67 30

達成率 15.3% 93.3% 223.3% 223.3% 0 0

説明・出典

小中が連携した授業、児童生徒の活動が計画的に行われている。

小中一貫教育推進事業 2-2-①-1

第５次総合計画体系

教育 学校教育課

地域に根ざした学校づくりの推進 月野　聡

特色ある小中一貫教育の推進 444

ソフト事業（任意）

10-01-05-0001 小中一貫教育推進費

10年以上

市内小中義務教育学校の児童生徒、教職員

指標名称

児童生徒の交流、小中が連携
した授業・教材づくり、教職
員の研修等の回数

年間を通して日常的に連携しているもの

９年間のカリキュラムを作成し、そのカリキュラムをもとに教育活動を行い、児童生徒の資質能力を育成する。
小中一貫教育全国連絡協議会等で得た情報を発信していく。
小中一貫教育推進協議会（市教委主催　年1回開催）で情報共有するとともに、課題を協議していく。
（回覧：小中一貫通信）

令和３年度から設定した市教研日（４時間授業日）を活用しながら、各中学校区で研修や会議を実施することができ、
小中が連携した活動を計画的に行うことができた。また、義務教育学校では、各校の特色を生かし、児童生徒の交流
や、小中学校教員の間での授業・教材づくり等を日常的に行うことができた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

委員報酬等　36
旅費　44
消耗品等　93
負担金　30

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

研修・会議数

小中一貫教育推進協議会、各中学校区研修会等

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 A

達成度 B

貢献度 A

代替性 B

費用面 B

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

教職員と、教育を受ける児童生
徒にニーズはある。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

９年間を通した学習指導、生徒
指導による児童生徒の育成は社
会情勢を捉えている。

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

教育課程において小中一貫を推
し進める日を設定するのは教育
委員会主体ですべき内容であ
る。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

学校運営や学力向上の土台とな
る事業のため、優先度は高い。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

現状を維持しながら改善を進め
ていく。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

各校で市教研の日を活用し、小
中一貫を進めている。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

特色ある小中一貫教育の推進に
直接関わる。

理由

今後の方向性
・

その理由

小中一貫教育は本市の教育の本丸である。各学校区が主体的に地域の学校として小中一貫教
育について協議し、地域の参画したものになるよう小中一貫協議会を進めていく。

本市の小中一貫教育は、全国的に見ても先進的に推進してきた。全国的に注目され、県内外
から多くの視察が訪れている。先進地域として培ってきたものを発信していく必要がある。

萩野学園と明倫学園は、義務教育学校として先進的に開校し、教育を進めてきた。明倫学園
の公開授業研究会の年にあたり、両校の義務教育学校としての成果と課題をまとめ、発信す
るとともに、本市の小中一貫教育について、小中連携型学校の成果と課題も合わせて発信す
る。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

市教研の日のより効果的な活用
方法を模索していく。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 2 作成者

小施策 ① 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 H29 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

1,208,731 1,260,931 379,482 608,988 0 0

特定財源 1,100,156 1,122,222 329,300 543,200

一般財源 108,575 138,709 50,182 65,788

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 1.3 1.2 1.1 0 0

会計年度職員 0 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 5 9 6 4 3

達成率 167% 300% 200% 133% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 0 0 0 1 1

達成率 0% 0% 0% 100% 0 0

説明・出典

グラウンド等の外構工事を進め、令和５年度までの整備事業完了を目指す。

小中一貫教育校整備事業 2-2-①-2

第５次総合計画体系

教育 教育総務課

地域に根ざした学校づくりの推進 齋藤一成

特色ある小中一貫教育の推進 446

施設等整備事業

10-04-04-0001明倫学園建設事業

３年以上

明倫学園義務教育学校

指標名称

明倫学園の完成

令和元年度　校舎棟建築工事着手
令和２年度　体育館棟建築工事着手
令和３年度　校舎棟建築工事完了
　　　　　　体育館棟建築工事完了
令和４年度　グラウンド整備工事着手
　　　　　　建物周辺外構工事着手（広報誌、市ＨＰ等で周知）

令和５年度　グラウンド整備工事完了
　　　　　　建物周辺外構工事完了

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

グラウンド整備工事379,378
建物周辺外構工事171,233

内訳

特定財源の名称（金額）

（国）学校施設環境改善交付金20，200
（市債）義務教育学校建設事業債523，

000

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

定例教育委員会での情報提供

定期的に進捗を報告する（協議会含む）

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ A

公共性 A

優先度 A

達成度 A

貢献度 A

代替性 B

費用面 B

課長評価欄 年度 方向性

R6

R7

R8

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

小中一貫教育の推進と、既存施
設の老朽化より、ニーズは高
い。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

新庄市立学校施設整備計画に基
づき、計画的に事業を推進して
いる。

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

学校教育法第２条の規定によ
り、行政が主体となることが適
当。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

児童生徒の教育環境を整備し、
既存施設の維持管理費を圧縮す
るため、優先度は高い。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

学校の統廃合や学校区の再編な
どで、コストを削減する余地が
ある。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

明倫学園建設に関する全ての工
事が完了した。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

各中学校区の実情を加味しての
計画的な施設一体型義務教育学
校の整備を行っている。

理由

今後の方向性
・

その理由

明倫学園の校舎建築等整備事業については、令和５年度までに明倫学園に関する全ての工事が完了したため。
今後、平成２９年度に策定した学校施設整備計画において中学校区ごとに施設整備の方向性は示しているもの
の、少子化にともなう児童生徒数の推移や社会的な情勢における学校の役割、将来的な財政負担などを鑑みな
がら大規模な整備が必要となっていく新庄・日新・八向の中学校区における計画の再考を図っていく必要があ
る。

学校施設整備計画の見直し作業実施

学校施設整備計画の見直し作業実施

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

学校の統廃合や学校区の再編な
どで、学校施設整備計画の見直
しが可能となる。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 2 作成者

小施策 ② 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

4,365 4,000 4,000 4,000 4,000 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 4,365 4,000 4,000 4,000 4,000

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.13 0.13 0.13 0.13

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 5 5 5 5 5 5

達成率 100% 100% 100% 100% 100% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 11 9 9 9 9 9

達成率 122.2% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0

説明・出典

各中学校区の推進委員会数

成果指標

指標名称

特色ある学校づくりのための活
動実施校数

小中義務教育学校数（Ｒ3明倫学園開校により9校となる）

小中義務教育学校における特色ある教育活動を具現化するため、中学校区ごとに組織している「特色ある学校づくり推進委
員会」で検討し、地域学習における講師依頼や現地研修、発表物の作成など、あらゆる活動を行っている。
教育の日及びコスモス教育週間を設定し、市民の教育への関心を高めるための事業を「教育の日実行委員会」を組織し、発
表の場を設けている。　(教育の日…市報、HP、回覧まはた全戸配布）

学校においては、保護者への情報提供を行い学校教育活動の周知に努めるとともに、保護者や地域住民の協力を得ながら
様々な活動を実施することができた。教育の日では、活動写真の展示や、児童生徒が３年ぶりに発表会を行うことで市民の
教育への関心を高めることにつなげた。併せて、ポスターやチラシの展示、啓発物品の配布などを通じて、事業の啓発に努
めた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

委託料（4,000）
　内訳　学校づくり （3,770）
            教育の日 　   （230）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

地域と連携した特色ある学校をつくり、児童生徒の生きる力を育成する。また、市民が子どもたちの成長を見守り、人間性
や社会性を豊かに育むことができるようにする。

学校のつばさ支援事業 2-2-②-1

第５次総合計画体系

教育 学校教育課

地域に根ざした学校づくりの推進 三原　恵

地域とともにある学校づくりの推進 442

ソフト事業（任意）

10-01-03-0001学校教育指導事業費

10年以上

小中義務教育学校の児童生徒、保護者及び地域住民



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 A

達成度 B

貢献度 A

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 方法改善

R8 方法改善

理由

今後の方向性
・

その理由

特色ある学校づくりのなかで、地域とともにある学校を目指し、様々な取り組みを各校において
行っている。このような中で、本事業は各校より高い評価を得ており、予算の増額も求められて
いる。また、教育の日及びコスモス週間においては、市民の教育に対する意識を高める機会と
なっている。

教育の日における記念行事の在り方は、これまでの継承から新たなものへの転換も検討していく
必要がある。ふるさと学習発表に関しても、発信相手やそれに対する評価の在り方などは、さら
に検討が必要である。

地域にある学校として、どれほど地域資源を活用した学校教育が行われているか、評価していく
必要がある。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

「教育の日」における活動発表
等の周知方法の見直しについて
は検討が必要。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

事業費は現状を維持しながら進
めていく。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

学校と連携しながら計画通り実
施できている。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

地域に根ざした学校づくりを進
めていくことに直接関わる。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

学校生活における活動や教育の
日における活動発表は実施は教
育委員会が実施主体となること
が適当である。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

特色ある学校づくりのための活
動や教育の日に活動学習への支
援を行うために必要である。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

地域と連携しながら特色のある
学校づくりを行うことから学校
からのニーズは高い。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

地域と連携して活動を行う上
で、必要性は高まっている。

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 2 作成者

小施策 ② 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

0 0 0 0 0 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.03 0.03 0.03 0.03

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 11 9 9 9 9

達成率 122.2% 30.0% 100.0% 100.0% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 75.8 90.4 84.6 90.7 90

達成率 84.2% 100.4% 94.0% 100.8% 0% 0%

説明・出典

児童生徒が地域に関心を持ち、ふるさと「新庄」への愛着が育まれている

ふるさと学習推進事業 2-2-②-2

第５次総合計画体系

教育 学校教育課

地域に根ざした学校づくりの推進 平賀　真人

地域とともにある学校づくりの推進 448

ソフト事業（任意）

10-01-02-0002  職員給与費

小中義務教育学校の児童生徒

指標名称

新庄や自分の住んでいる地域
が好きだと答えた児童生徒の
割合

学校評価アンケート

新庄・最上地域の自然・文化・歴史について体験的かつ探究的に学ぶ「ふるさと学習」を計画的に実施する。「ふるさ
と学習発表会」で学習の成果を市民に発信する。
（教育の日：市報、HP、全戸配布、回覧）

 ふるさと学習の計画を立て、発達段階に応じたねらいを持って学習することで、「新庄や自分の住んでいる地域が好
きだ」という児童生徒が全国や県平均より多い。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

ふるさと学習の全体計画作成
数

小中義務教育学校数（Ｒ3明倫学園開校により9校となる）

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 A

達成度 A

貢献度 A

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

地域の伝統文化の継承が難しく
なっているため、ふるさと学習
のニーズは大きい。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

地域に開かれた学校として教育
活動を行っていくためにも、地
域で学んでいくことは必要。

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

民間で成り立つ業務ではないた
め、行政が主体になることが必
要。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

児童生徒が将来的にも新庄とつ
ながっていたいという気持ちを
育むためにも優先度は高い。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

各学校でも少ない予算で教育活
動を進めているため、これ以上
コストを削減することはできな
い。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

自分の地域が好きという割合が
全国や県と比べても高いため。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

地域の中にある教材（人材）を
地域の学校が使うことで、自分
の地域が好きという気持ちを育
むことができるため。

理由

今後の方向性
・

その理由

本事業は、本市教育の重点の一つ「ふるさと学習の推進」である。少子化が進む今だからこ
そ、次代を担う児童生徒一人ひとりが、ふるさと新庄に思いを馳せ、探究し、実行すること
で自己有用感を持ち、将来の自分の居場所を見つけていくものである。

行政や産業など、あらゆる関係機関がふるさと学習の学びに携わっていけるよう、連携を
図って協力を求めていく必要がある。

ふるさと学習の発信の機会を整備していく。各学年の発達に応じた発信の在り方を検討して
いく。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

発達段階に応じた探究活動の成
果発表や提言の場を提供するこ
とで、他の施策と関連させて事
業を進めることができるから。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 3 作成者

小施策 ① 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

1,581 1,536 1,537 1,502 1,560 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 1,581 1,536 1,537 1,502 1,560

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.1 0.1 0.1 0.1

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 22 18 18 18 18

達成率 122.2% 100.0% 100.0% 100.0% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 11 9 9 9 9

達成率 122.2% 100.0% 100.0% 100.0% 0 0

説明・出典

児童生徒の実態に応じた学年学級経営が行われている。

学年・学級経営充実事業 2-3-①-1

第５次総合計画体系

教育 学校教育課

安全安心な教育環境の整備 月野　聡

信頼される学校づくりの推進 444

ソフト事業（任意）

一般会計 10-02-02-0001、10-03-02-0001、10-04-02-0001

10年以上

市内小中義務教育学校の教職員

指標名称

実施校数

R3明倫学園開校のため学校数２校分減

クラス全体の意欲や満足度などが客観的にわかる学級集団心理検査を実施し、集団の状態に応じた学級経営を検討し、
実行する。（ない）

年２回の学級集団心理検査を活用し、学級の状態を把握しながら学級経営を行うことができた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

消耗品費　664
手数料　838

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

Hyper-QUの実施数

R3明倫学園開校のため学校数２校分減

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 B

達成度 B

貢献度 B

代替性 B

費用面 B

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 方法改善

R8 方法改善

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

義務教育を受けている子どもや
保護者にはニーズがある。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

子どもの状態や集団の状態の把
握は必要性が高い。

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

子どもの状態や集団の状態の把
握は必要性が高いので、市全体
で行っていく。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

客観的な集団の把握のために必
要。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

現在の心理検査に代わるものは
ないが、あれば見直す余地はあ
る。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

データを学級経営に生かしてい
る。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

安全安心な教育環境整備のため
に直接かかわっている。

理由

今後の方向性
・

その理由

学級における児童生徒の状況を客観的に見るために「Ｑ-Ｕ」を活用している。表面には出
てこない内面の精神的部分を捉え、支援や指導に活かしていくものである。

各校におけるＱ-Ｕ結果の活用状況を把握し、より効果的な実践となるよう検討していく必
要がある。各校における専門的研修についても検討する。

各校における活用の状況には差がある状況にある。Ｈｙｐｅｒ Ｑ-Ｕの活用について評価
し、最善の策を検討し講じていく必要がある。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

現在の心理検査に代わるものは
ないが、あれば見直す余地はあ
る。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 3 作成者

小施策 ① 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 H30 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

1,295 1,696 1,703 1,587 1,779 0

特定財源 856 1,120 1,114 1,032 1,120

一般財源 439 576 589 555 659

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.11 0.11 0.07 0.12

会計年度職員 - 0.5 0.56 0.6 0.6

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 5 5 5 7 6 5

達成率 100.0% 100.0% 100.0% 140.0% 120.0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 796 1039 1041 955 1050

達成率 75.8% 99.0% 99.1% 91.0% 0% 0%

説明・出典

部活指導員配置数

成果指標

指標名称

部活動指導削減時間数

部活動指導員の指導時間数(目標値210ｈ*5人)

部活動指導員が顧問として部活動指導を行うことにより、顧問教員の指導時間を削減出来るため、市内各校へ部活動指
導員を配置する。（なし）

顧問教員の部活動指導での負担が軽減され、児童生徒にに向き合う時間が確保された。また、部活動指導員の専門的な
指導により部活動が充実した。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

報酬（1,531）、費弁（56）

内訳

特定財源の名称（金額）

部活動指導員配置促進事業費補助
金(1,120)

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

教職員の働き方改革が推進され、教職員が児童生徒に向き合う時間が確保できる。

部活動指導員配置促進事業 2-3-①-2

第５次総合計画体系

教育 学校教育課

安全安心な教育環境の整備 伊藤　光輝

信頼される学校づくりの推進 448

補助金・負担金事業（ソフト事業）

10-01-03-0001　学校教育指導事業費

３年以上
新庄市部活動指導員設置要綱/令和2年度部活動指導員配置促進事業補助金交
付要綱

部活動指導をする市内中義務教育学校の教職員



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ A

公共性 A

優先度 A

達成度 B

貢献度 A

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 方法改善

理由

今後の方向性
・

その理由

平日及び休日の部活動における指導は、教員の負担軽減に繋がり、働き方改革として有効な
ものとなっており、事業拡大が求められている。

休日の部活動がＲ６から完全廃止となり、地域移行によっては不用になるが、移行には時間
がかかるため維持。

休日の部活動の地域移行完全実施され、前年度までとの違いが明らかになる。これに伴い、
部活動指導員の休日の活用について、国及び県の考え方に注視する。その上で本市の考え方
を示す。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

競技にとらわれない活用方法が
できると、負担が軽減される教
職員が増える。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

報酬や通勤手当など、コスト削
減は難しい。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

年度途中での部活動指導員の変
更があったが、概ね達成できて
いる。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

安心安全な教育環境の整備に寄
与する。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

学校教育の一環として部活動を
しているため、行政が実施する
ことが妥当。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

教職員の労働環境の整備のため
に必要。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

専門性の高い指導を提供するた
めに必要。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

教職員の負担軽減と部活動の地
域移行推進のために必要。

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 3 作成者

小施策 ② 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

6,777 6,276 6,286 6,204 6,330 0

特定財源 436 487 485 499 525

一般財源 6,341 5,789 5,801 5,705 5,805

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.26 0.26 0.16 0.11

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 480 480 480 480 480

達成率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 2706 2505 2617 2661 3000

達成率 90.2% 83.5% 87.2% 88.7% 0.0% 0.0%

説明・出典

一学校当たりの教材備品配当
額

当初予算時点での配当額

成果指標

指標名称

児童生徒１名当たりの備品購
入額

投入資源①／児童生徒数

・各小中義務教育学校に予算を配当し、整備を行う。
・理科備品については、国の補助事業を活用し、理科教育設備整備年次計画をもとに、毎年小学校（義務教育学校前期
課程を含む）２校、中学校（義務教育学校後期課程を含む）１校に理科に関する教材備品を整備する。
（なし）

教材や備品の整備により、児童生徒の学習環境が充実した。理科備品については、国の基準・指針に沿う形で整備を進
めることができた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

備品購入費（5,705）

内訳

特定財源の名称（金額）

国）理科設備整備費等補助金
（499）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

教材や備品等の計画的な整備を進め、学習環境の充実を図る。

学校教材備品整備事業 2-3-②-1

第５次総合計画体系

教育 教育総務課

安心安全な教育環境の整備 千川原　香林

学校施設の整備・充実 447

ソフト事業（任意）

10-02-02-0001-01小学校教育振興事業費、10-03-02-0001-01中学校教育振興事業費、10-04-
02-0001-01義務教育学校教育振興事業費

10年以上

小中義務教育学校の児童・生徒



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ

公共性 A

優先度 A

達成度 C

貢献度 B

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

理由

今後の方向性
・

その理由

老朽化した教材備品の更新を行いながら、時代に即した新しい教材備品を整備しているが、
特に理科備品については国の基準・指針に対しかなりの隔たりがあるが、計画的に整備を
行っていく。

老朽化した教材備品の更新を行いながら、時代に即した新しい教材備品を整備しているが、
特に理科備品については国の基準・指針に対しかなりの隔たりがあるが、計画的に整備を
行っていく。

老朽化した教材備品の更新を行いながら、時代に即した新しい教材備品を整備しているが、
特に理科備品については国の基準・指針に対しかなりの隔たりがあるが、計画的に整備を
行っていく。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

学校によって整備状況が異なる
ため、国の補助金の利用方法
や、各校への予算の配当方法等
を見直す余地があると言える。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

備品の破損・故障により更新が
必要な物品があるため、整備を
行うためにはコスト削減の余地
はない。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

成果指標に対し進捗が遅くなっ
ているが、計画的に整備を行う
ことができている。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

第5次新庄市総合計画に記載の
施策３のうち、小施策②「学校
施設及び設備の整備・充実」の
主な取組の「学校施設及び設備
の整備・充実」に寄与する。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

学校教育法第5条により、「学
校の設置者は、その設置する学
校を管理し、法令に特別の定の
ある場合を除いては、その学校
の経費を負担する。」と定めら
れており、実施主体となること
が必須である。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

学校で授業を実施するうえで、
教材備品の整備は必要不可欠で
ある。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

学校で授業を実施するうえで、
教材備品の整備は必要不可欠で
ある。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

評価にそぐわない

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 3 作成者

小施策 ② 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

28,077 43,800 55,621 65,115 68,906 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 28,077 43,800 55,621 65,115 68,906

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 3.73 3.67 3.36 3.91

会計年度職員 - 7 7 7 7

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 81 75 84 66 70

達成率 116% 107% 120% 94% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 0.97 0.971 1.07 1.2 1

達成率 1 1 1 1 0 0

説明・出典

計画修繕予算要求件数

成果指標

指標名称

修繕実施率（％）

実績件数÷予算措置修繕件数

安全・安心な学校施設を維持するための保守点検、異常や危険があれば修繕･改修を行う。また、大規模な工事が必要
なものについては、年次計画により整備を行う。
（なし）

各学校施設が老朽化していく状況ではあるが、学校側と連携し、早期発見、早期対応を行う事で安心安全な学校施設と
して維持できた。また、エアコンの設置、トイレの洋式化、照明のLED化を行い、児童生徒の学習環境を整えること
が出来た。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

小学校修繕費42,230／中学校修
繕費19,684／義務教育学校修繕
費3,015

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

安全安心な施設環境を整備、維持する。老朽危険施設の改築、改修をするとともに、周囲の環境整備を行い、地域の憩
いの場としても利用される施設整備を行う。

学校施設整備・管理事業 2-3-②-2

第５次総合計画体系

教育 教育総務課

安全安心な教育環境の整備 栗田浩

学校施設の整備・充実 449

施設等整備事業

10-2-1-0003-01小学校管理運営事業費、10-3-1-0003-01中学校管理運営事業費
10-4-1-0003-01義務教育学校管理運営事業費

10年以上

小中義務教育学校施設・設備



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ

公共性 A

優先度 A

達成度 B

貢献度 A

代替性 C

費用面 B

課長評価欄 年度 方向性

R6 拡充

R7 拡充

R8 拡充

理由

今後の方向性
・

その理由

各学校施設が老朽化していく状況下で、「安全安心な教育環境の整備・維持」「施設の長寿
命化」を進めるにあたり、コストは増加せざるを得ない状況である。

各学校施設が老朽化していく状況下で、「安全安心な教育環境の整備・維持」「施設の長寿
命化」を進めるにあたり、コストは増加せざるを得ない状況である。

各学校施設が老朽化していく状況下で、「安全安心な教育環境の整備・維持」「施設の長寿
命化」を進めるにあたり、コストは増加せざるを得ない状況である。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

緊急的・計画的に修繕・工事を
進めており、事業手法を見直す
余地はない。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

学校区の再編・統廃合により新
たな義務教育学校を整備するこ
とで、修繕費を大幅に削減でき
る。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

突発的な緊急修繕は即時対応し
ており、大規模な修繕・工事に
ついては年次計画を立てて修繕
を行っているが、施設の老朽化
により修繕箇所が年々増加して
いる。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

総合計画施策③「安全安心な教
育環境の整備」小施策②「学校
施設の整備・充実」に寄与す
る。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

学校教育法で規定された学校設
置者である行政が修繕・工事を
行うことが必須である。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

総合計画にある「施設一体型義
務教育学校の整備」を行うにあ
たり、学校区の再編・統合の方
向性が定まるまでは、老朽化し
た学校施設を修繕しながら維持
する必要性があるため、優先度
は高い。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

児童生徒の安全安心な教育環境
を維持していくため、緊急・計
画的に修繕を行い、学校施設の
適正な維持管理が必要である。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

評価にそぐわない

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 3 作成者

小施策 ③ 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 H10 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

56,882 39,521 40,399 78,776 58,657 0

特定財源 10,907 0 0 7,220 3,750

一般財源 45,975 39,521 40,399 71,556 54,907

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.32 0.32 0.61 0.65

会計年度職員 - 5.40 5.40 5.40 5.40

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 2 2 2 2 3

達成率 66.7% 66.7% 66.7% 66.7% 0.0% 0.0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 0 0 0 0 0

達成率 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

説明・出典

遠距離通学となっている児童・生徒に、スクールバスの運行を行い、通学手段の確保を図る。また、通学以外の空き時
間及び長期休業中の有効活用を図り、校外学習・大会等での移動手段を確保する。

通学手段確保対策事業 2-3-③-1

第５次総合計画体系

教育 教育総務課

安全安心な教育環境の整備 柿﨑　恭平

登下校の安全安心の確保 447

ソフト事業（任意）

10-01-02-0005通学手段確保対策事業費

10年以上

分校及び小規模校の廃止に伴い、本校及び統合校に遠距離通学となった児童。また、通学条件を総合的に勘案し、通学
環境が厳しい地区にある児童・生徒。
通学以外（校外学習等）の活用では全校児童・生徒が対象。

指標名称

スクールバス運行中の交通事故
発生件数

11台のスクールバス及び1台の通学用バスが運行に支障をきたさないよう、定期点検及び整備等を実施。また登校時
においては、登校時間が小学生及び中学生が同じ時間帯となり、一緒の車両に乗車できない為、一部の路線の運行業務
を委託（萩野学園区）する。さらに、安全運転の為のスクールバス運転手への啓蒙・研修を十分に行う。
（なし）

安全意識や運転技術の向上のための研修会を定期的に実施したことで、令和5年度も運行中の事故を皆無とすることが
できた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

会計年度任用職員報酬・手当（23,496千
円）、自動車購入費（15,072千円）

内訳

特定財源の名称（金額）

【国費】へき地児童生徒援助費等
補助金（7,220千円）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

運転手に対する安全研修の実施
回数

年度初め　及び　警察等での研修

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ A

公共性 A

優先度 A

達成度 A

貢献度 A

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

児童生徒数の推移から、今後も小中学
校の統廃合が必要になると考えられ、
ニーズも増大する。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

昨今の異常気象による熱中症対策の観
点から、遠距離通学が求められる児童
生徒のリスク低減の一助となってい
る。

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

公立小中義務教育学校の通学に係るも
のであるため、学校設置者である行政
が実施主体になることが適当である。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

仮に休廃止した場合、代替手段となり
得る路線バス等の公共交通では全ての
スクールバス運行を賄うことは不可能
である。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

児童生徒数の減少により小中学校の統
廃合がなされれば、新たにスクールバ
スを配備する必要が生じるため、むし
ろコスト増が懸念される。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

交通事故の発生は無く、児童生徒の安
全な移動手段として十分な成果が出て
いる。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

第5次新庄市総合計画70・71頁に記
載の施策のうち、小施策③「登下校の
安全安心の確保」の主な取組に「遠距
離児童生徒の通学手段の確保」が掲げ
られていることから、直接的に寄与す
る。

理由

今後の方向性
・

その理由

運転手の高齢化への対応と新たな人員の確保が喫緊の課題となっているため、コストの増加
を抑えながら、外部委託することはできないか、検討作業を進めている。

運転手の高齢化への対応と新たな人員の確保が喫緊の課題となっているため、コストの増加
を抑えながら、外部委託することはできないか、検討作業を進めている。

運転手の高齢化への対応と新たな人員の確保が喫緊の課題となっているため、コストの増加
を抑えながら、外部委託することはできないか、検討作業を進めている。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

車両管理・運行管理・運行のほぼ全て
を直営で行っているが、一部業務を外
部委託することにより見直す余地があ
る。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 3 作成者

小施策 ③ 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 H19 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

0 0 0 0 0 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.22 0.29 0.45 0.45

会計年度職員 - 0.00 0.00 0.00 0.00

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 97 109 109 113 107

達成率 90.65% 101.87% 101.87% 105.61% 0.00% 0.00%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 3 2 0 3 0

達成率 - - - - - -

説明・出典

安全な通学手段の確保方法について関係機関との調整を図るとともに、通学路の点検や危険箇所の把握に努め、防犯・
交通安全対策に万全を期す。

安全安心通学プラン推進事業 2-3-③-2

第５次総合計画体系

教育 教育総務課

安全安心な教育環境の整備 柿﨑　恭平

登下校の安全安心の確保 447

ソフト事業（任意）

職員給与費（事業費は人件費のみ）

10年以上

小中義務教育学校に通学する児童生徒

指標名称

通学中の児童生徒交通事故発生
件数

学校教育課調べ

『「新庄っ子」の安全安心通学プラン』に基づき必要な事項を調査検討し、統廃合により遠距離通学になった学校の児
童生徒にはスクールバスを、交通の便が悪く通学条件が厳しい地域から通学する児童生徒には通学バスを配備し運行す
る。また、関係機関と連携し通学路の安全点検や危険箇所の改善を図る。
（なし）

　地域住民や学校の要望等を踏まえ、運行ルートや乗車定員の整理・見直しを図り、防犯上の安全対策も含めた安全安
心なスクールバスの運行体制を構築した。また、冬季間の除雪状況改善等については、関係課と連携のうえ即座に対応
し、安全安心な通学環境を確保した。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

スクールバス等利用地区数（委
託バス・路線バス含む）

教育総務課調べ

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 A

達成度 B

貢献度 A

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

児童生徒の通学における安全安心の根
底となる事業であるため、ニーズは高
い。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

毎年の通学路の安全点検を通して危険
個所の改善を図っている。

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

スクールバスの距離基準や通学バスの
運行地区の設定など、公平性を担保す
る必要があるため、行政が実施主体に
なることが適当である。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

通学手段確保対策事業との関連が深
く、仮に休廃止した場合はスクールバ
ス等の運行基準が曖昧になるなど、多
大な影響が出る。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

そもそも人件費以外のコストがかかっ
ていないため。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

令和3年度時点で令和7年度目標を達成
しているが、スクールバス距離基準の
さらなる緩和を求める声がある。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

第5次新庄市総合計画70・71頁に記
載の施策のうち、小施策③「登下校の
安全安心の確保」の主な取組に「関係
機関と連携した通学路の安全点検等の
実施」が掲げられていることから、直
接的に寄与する。

理由

今後の方向性
・

その理由

安全・安心通学プランについて、現行の距離基準を基本としつつ、児童生徒の推移、地域の
要望、社会情勢などを総合的に勘案し、さらに見直しを図っていく必要がある。

安全・安心通学プランについて、現行の距離基準を基本としつつ、児童生徒の推移、地域の
要望、社会情勢などを総合的に勘案し、さらに見直しを図っていく必要がある。

安全・安心通学プランについて、現行の距離基準を基本としつつ、児童生徒の推移、地域の
要望、社会情勢などを総合的に勘案し、さらに見直しを図っていく必要がある。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

公平性を担保しつつ、スクールバスの
距離基準を見直すなどの余地がある。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 3 作成者

小施策 ③ 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

545 491 492 492 539 0

特定財源 296 294 293 293 294

一般財源 249 197 199 199 245

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 0.02 0.02 0.02 0.02

会計年度職員

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 未実施 5 9 12 12

達成率 ##### 41.7% 75.0% 100.0% 0% 0%

説明

児童生徒が安全に登下校できる。

地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 2-3-③-3

第５次総合計画体系

教育 学校教育課

安全安心な教育環境の整備 平賀　真人

登下校の安全安心の確保 448

ソフト事業（任意）

10-01-03-0001  学校教育指導事業費

山形県地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業実施要領

市内小中義務教育学校の児童生徒

２名の安全指導員により登下校時に交通安全の巡回指導を行うとともに、不審者からの声掛け事案や、クマ出没など、
突発的な事件及び事故に対する安全確保に向けた活動を行う。また、通学路の安全点検を行う。

 交通事故防止だけでなく、声がけ事案や害獣情報等があった場合にも迅速に対応している。定期的な巡回や各校の見
守り隊との情報交換を密にすることにより、安全な登下校が図られた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

学校安全体制整備事業指導員謝金
485
消耗品　5
保険料　2

内訳

特定財源の名称（金額）

令和5年度山形県地域ぐるみの学校
安全体制整備推進事業費補助金
293

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

関係機関との連携回数



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 50 46 46 46 50

達成率 100.0% 92.0% 92.0% 92.0% 0% 0%

説明・出典

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ

公共性 B

優先度 A

達成度 A

貢献度 B

代替性 C

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

指標名称

安全指導員の見守り活動日数

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

クマの出没が増えてきているた
め、見守りのニーズは高まって
いる。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

交通安全だけではなく、クマの
出没時も迅速に対応しているた
め。

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

国や県で登下校の安全確保につ
いて力を入れているので、国や
県の補助を十分に活用して行政
が実施することが適当である。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

児童生徒の登下校の安全を守る
観点から優先度は非常に高い。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

今後、クマの出没が増えること
で、活動日の増加が考えられる
ので、コスト削減を行う余地は
ない。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

登下校中の重大な事故が発生し
ていないことから、成果が上
がっていると考えられる。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

登下校は学校の管理下内である
ので、安心安全な学校生活につ
ながるため。

成果指標

理由

今後の方向性
・

その理由

児童生徒の安全な登下校を目指すもので、地域の見守りにおけるリーダ的な存在として実績
を上げているものである。緊急時にいち早く行動できる立場として、現場、学校、通学路等
に赴き、安全対策を講じているものである。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

現在も関係機関と連携して活動
しており、効果が表れているた
め見直す余地はない。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

R7 維持

R8 維持

今後の方向性
・

その理由

本市の見守り隊連絡会において、活動の内容や方法を地域の方々と検討しているが、開催回
数をさらに増やす必要があるかなど、検討の余地がある。

スクールガードリーダーの業務が、児童生徒の見守りに終わらず、地域の安全やこどもの安
全をつくり出す地域住民との橋渡しになるよう、話し合いの機会を設けていくよう検討す
る。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 4 作成者

小施策 ① 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 S58 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

0 0 0 0 0 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.12 0.12 0.23 0.23

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 0 2 6 5 3

達成率 0% 67% 200% 167% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 0 14 106 71 50

達成率 0.0% 28.0% 212.0% 142.0% 0.0% 0.0%

説明・出典

市民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的とする。

生涯学習講座運営事業 2-4-①-1

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

生涯を通じて学び合う学習環境の充実 武田 信也

生涯にわたる学習機会の提供 461

ソフト事業（任意）

10-05-03-0001地区公民館運営事業費

10年以上

社会教育法、新庄市公民館設置及び管理に関する条例

市民

指標名称

講座参加者数

指定管理施設以外の各施設における若者・子育て世代、高齢者など世代のニーズに合った教育、学術及び文化に関する
各種の事業の開催（広報、ホームページ、チラシ、口コミ等）

明治安田生命の協力により、健康増進講座を開催した。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

講座開催回数

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ A

公共性 C

優先度 B

達成度 B

貢献度 B

代替性 C

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

高齢者が多い参加者に沿った内
容となる

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

高齢者が多い参加者が関心を持
つ健康に関する内容に特化して
いる

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

明治安田生命が実施する事業で
あるため

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

市民の生涯学習活動の活性化の
ために必要。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

明治安田生命が実施する事業
で、無料であるため

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

すでに目標は達成しているが、
より増加させていきたい。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

市民の生涯学習活動の活性化の
ために事業を実施している。

理由

今後の方向性
・

その理由

明治安田生命で実施する事業については基本的に継続。その他の実施事業者を模索してい
く。

明治安田生命で実施する事業については基本的に継続。その他の実施事業者を模索してい
く。

明治安田生命で実施する事業については基本的に継続。その他の実施事業者を模索してい
く。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

明治安田生命が実施する事業で
あるため



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 4 作成者

小施策 ① 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 S63 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

45,227 48,513 51,388 52,221 91,882 0

特定財源 0 15 302 1 10

一般財源 45,227 48,498 51,086 52,220 91,872

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.22 0.12 0.18 0.27

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 252 299 300 300 258 カレンダーによる

達成率 0% 0% 0% 0% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 259,252 286,273 332,754 294,359 275,000

達成率 94% 104% 121% 107% 0 0

説明・出典

開館日数

来館日数

成果指標

指標名称

利用者数

来館者数＋オンライン蔵書目録利用者数

来館者には公平かつ平等な図書館サービスを行うとともに、非来館者サービスとして、インターネット蔵書検索及び予
約の受付や、ＳＮＳでの図書館情報の提供、移動図書館巡回による地域格差のない図書館サービスを実施した。

市民の読書活動を推進し、多様な情報・資料の収集及び提供することで、地域に根差した市民文化の創造に寄与するこ
とができた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

指定管理委託料（49,115）
測量設計業務委託料（1,562）

内訳

特定財源の名称（金額）

郷土資料叢書等頒布代（1）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

図書、記録その他必要な資料を収集し、整理し、保存して、一般公衆の利用に供し、その教養、調査研究、レクリエー
ション等に資することを目的とする。

図書館運営事業 2-4-①-2

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

生涯を通じて学び合う学習環境の充実 有江　徹

生涯にわたる学習機会の提供 461

施設維持管理（補修）事業

10-05-04-0002図書館管理運営事業費

10年以上

図書館法、新庄市立図書館条例

市民



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ B

公共性 C

優先度 A

達成度 A

貢献度 A

代替性 B

費用面 B

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 拡充

R8 拡充

理由

今後の方向性
・

その理由

市民に対して、適切な読書環境を提供する。
（読み聞かせ、移動図書館など）

デジタル社会に対応した読書環境の整備など、多様なニーズに対応できるよう検討する。
また、施設設備を省エネタイプへ改修し、ライフサイクルコストを下げる必要がある。

デジタル社会に対応した読書環境を整備する。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

デジタル社会に対応した読書環
境の整備することで、非来館型
サービスや読書のバリアフリー
など多様なニーズに対応でき
る。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

省エネ対応の施設設備への更新
によりランニングコストを抑え
ることが可能である。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

ニーズの高い施設となっている
ため

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

生涯を通して学びあう学習環境
の充実に直接的に寄与してい
る。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

指定管理者制度を活用した事業
運営を行っている。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

住民の生涯学習の確保のために
必要。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

「地域の知の拠点」として、子
どもから大人など多様な利用者
や住民の学習活動を支えている
施設としてニーズが高い。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

デジタル社会に対応した読書環
境の整備が求められている。

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 4 作成者

小施策 ① 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 S58 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

128,349 217,218 209,912 181,098 258,501 0

特定財源 1,692 12,088 19,018 1,008 3,184

一般財源 126,657 205,130 190,894 180,090 255,317

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 1.15 1.15 0.48 0.32

会計年度職員 - 3.8 3.8 3.2 3.2

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 8971 4546 20687 11493 6652 11600

達成率 77% 39% 178% 99% 57% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 110836 110207 133083 157118 220000

達成率 50% 50% 60% 71% 0% 0%

説明・出典

安全で市民が使いやすい施設

生涯学習施設管理事業 2-4-①-3

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

生涯を通じて学び合う学習環境の充実 有江　徹

生涯にわたる学習機会の提供 461

施設維持管理（補修）事業
10-05-02,03,08,09,10-0002市民プラザ、地区公民館、ふるさと歴史センター、
雪の里情報館、わくわく新庄運営事業費

10年以上
新庄市生涯学習センター設置及び管理に関する条例、新庄市公民館設置及び管理に関する条例、新庄市都市公園条例、新庄市山車会館及び新庄
市歴史民俗資料館の管理及び使用に関する規則、新庄市雪の里情報館設置及び管理に関する条例,

市民

指標名称

施設利用者数

施設利用者数

指定管理者との連携による安全管理、施設の計画的修繕、施設の多目的化、統廃合の推進
(施設長会議を開催し、施設の安全管理等について説明し、また、施設長からの意見等を聴取しながら周知を図った。)

施設の適切な管理・修繕等により、市民（利用者）に生涯学習の場を提供できた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

指定管理委託料（86,593）
会計年度任用職員報酬（11,238）
施設管理業務委託料（11,639

内訳

特定財源の名称（金額）

使用料(270)
雑収入(738)

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

修繕金額（単位：千円）

修繕費

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ B

公共性 C

優先度 A

達成度 B

貢献度 A

代替性 B

費用面 B

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 拡充

R8 拡充

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

地域住民にとって、最も身近な
学習拠点となっており、多くの
市民が利用しており、ニーズが
高い。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

利用者が安全に安心して利用で
きるよう管理をしているが、施
設全体的な老朽化が同時期とな
り、優先順位をつけながら対応
せざるを得ない。

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

公共サービスに民間活力を導入
するケースが増えている。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

利用者の安全性を担保する必要
がるため、優先度は高い。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

省エネ対応の施設設備への更新
によりランニングコストを抑え
ることが可能である。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

保守点検等を実施しながら、必
要な修繕等を優先順位をつけな
がら適切に実施している。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

施設の安全性を確保しながら、
利用者の学習環境の場を提供し
ている。

理由

今後の方向性
・

その理由

多様な社会ニーズに対応した学習機会の提供。利用者に対して、安全で利用しやすい学習環
境を提供する。

施設設備を省エネタイプへ改修し、ライフサイクルコストを下げる必要がある。

施設設備を省エネタイプへ改修し、ライフサイクルコストを下げる必要がある。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

PPPなど建物管理に民間活力を
導入する事例がある。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 4 作成者

小施策 ① 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

0 164 519 187 255 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 0 34 519 187 255

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 － 0.37 0.58 0.63 0.17

会計年度職員 － 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 21 28 25 24 21

達成率 100% 133% 119% 114% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 36 78 8 27 35

達成率 103% 223% 23% 77% 0% 0%

説明・出典

すべての生活の中で、市民一人ひとりが人種、信条、性別などにかかわらず、相互に人格と個性を尊重しあいながら多様
な生き方を選択し、それぞれが認め合う社会の実現を目指すことを目的とする。

多様性社会理解促進事業 2-4-①-4

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

生涯を通じて学び合う学習環境の充実 峯田　亜沙美

生涯にわたる学習機会の提供 462

ソフト事業（任意）

10-05-01-0002社会教育総務事業費

10年以上

・市民
・在住外国人

指標名称

参加者数、講座参加者数

上記教室、講座への参加者数

・日本語教室や交流会を開催する。（チラシ等による周知）
・男女共同参画に関する広報活動や各種講座の開催。（市報等による周知）
・生理用品配布事業の実施。（特に無し）
※日本語教室の人件費以外の事業費については、生涯学習施設管理事業の指定管理委託料に含まれる（165千円指定管
理料に含む）。

多様性社会の理解促進のため、関係機関と連携して事業を実施した。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

扶助費（生理用品配布）
（151）、消耗品費（36）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

教室開催回数、講座開催回数

日本語教室開催数／男女共同参画講座開催数

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 B

達成度 B

貢献度 B

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 拡充

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

　若年層を中心に、現状の社会
の在り方について、関心が高
まっているため。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

　固定的な性別役割分担や習
慣・しきたりは未だに残ってお
り、継続的な取り組みが必要が
ある。

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

　地域住民への意識啓発が主な
事業内容であるため。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

　一過性の取組ではなく、長期
的、継続的な取り組み必要であ
るため。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

　予算及び人員について妥当で
あるため。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

　計画を策定し、順次現状把握
等に努めているため。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

　多様な社会の実現に向け寄与
する事業であるため。

理由

今後の方向性
・

その理由

県及び関係機関と連携して事業を実施し、多様性社会の理解を促進する。

計画改定にそなえ、関係各課とともに事業の効果検証を実施し、取り組みの見直しの契機とす
る。

計画の見直し年として、性別に関わりなく個性を発揮することができる社会づくりのための取
り組みを進めるよう見直し作業を行う。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

　自治体との情報交換などを継
続する必要があるため。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 4 作成者

小施策 ② 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

124 159 144 143 198 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 124 159 144 143 198

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.37 0.43 0.48 0.37

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 25 39 37 37 40

達成率 63% 98% 93% 93% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 11 10 6 6 15

達成率 1 1 0 0 0 0

説明・出典

ボランティア活動回数

成果指標

指標名称

活動指標の内、主体的に企画
実施した活動回数

しずく定例会、ボランティア団体が実施した自主企画実施数

ボランティア活動の体験機会を提供し、活動の支援を行う
□実施体制
・高校生ボランティアサークル「しずく」（チラシでの広報・市報・サークルメンバーの自主企画）
・青少年登録制ボランティア「しずくR」（チラシでの広報・市報）
・中学生ボランティア「しずくJr」（チラシでの広報・市報）
・青年ボランティアサークル「oldrop」（なし）

kitokitoMARCHEや高萩市・新庄市児童交流事業の運営ボランティアのような多世代との関わりのあるボランティア
活動を継続して実施することで、多様な意見・価値観を得られ、将来の自身の在り方を創造できた。年齢層問わず活動
の幅を広げることは、自身の行動の幅を拡張させる一助となり、主体性の向上を図るきっかけとなっている。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

消耗品費（115）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

市内の青少年に対し、ボランティア活動の情報を提供し、地域活動への参加の場を設けるなど、青少年の自らの成長及
び社会貢献意識の高揚を図り、公益的な活動に主体的に関わる青少年を増やすことを目的とする。

青少年ボランティア事業 2-4-②-1

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

生涯を通じて学び合う学習環境の充実 東村　晋太朗

青少年教育の推進 463

ソフト事業（任意）

10-05-01-0002社会教育総務事業費

10年以上

中高生・青年



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 A

達成度 B

貢献度 A

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 拡充

R7 維持

R8 維持

理由

今後の方向性
・

その理由

コロナ禍で関りを失ってしまった団体とボランティア等、新たな関係構築の作業を行い活動
の幅を広げていく必要がある。

地域の活動や大人から学ぶ機会を中高生に提供し、活動の中から主体的な取り組みを支援ｓ
ることで、地域への愛着や関心を高め、次世代の担い手となる人材を育成する。

地域の活動や大人から学ぶ機会を中高生に提供し、活動の中から主体的な取り組みを支援ｓ
ることで、地域への愛着や関心を高め、次世代の担い手となる人材を育成する。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

SNSなどの活用や参加者との連
絡方法を検討する必要があるた
め。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

活動するための必要最低限の予
算組をいしているため。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

毎年一定数のボランティア参加
者がおり、中高生を卒業した後
も関りをもって活動をしてくれ
る生徒がいるため。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

生涯学習をする為のきっかけづ
くりになっている事業であるた
め。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

中学校・高校との連携などを必
要とされるため。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

中高生ボランティアで活動した
経験が将来的に生きてくること
が期待できるため。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

大学入試での評価の中にボラン
ティア経験が求められることが
多くなり、それを理由にボラン
ティアに参加をする生徒が増え
ているため。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

大学入試での評価の中にボラン
ティア経験が求められることが
多くなっているため。

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 4 作成者

小施策 ② 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

103 177 1,032 112 155 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 103 177 1,032 112 155

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.17 0.23 0.07 0.27

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 0 0 57.2 64.2 70

達成率 0.0% 0.0% 81.7% 91.7% 0.0% 0.0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 - - 100 100 90

達成率 - - 111% 111% 0% 0%

説明・出典

２０歳を迎えた若者の人生の節目を祝福するとともに、社会人としての自覚を促し、さらにふるさと新庄への愛着を深
め、交流、関係人口の拡大を目的とする。

二十歳を祝う会開催事業 2-4-②-2

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

生涯を通じて学び合う学習環境の充実 峯田　亜沙美

青少年教育の推進 462

ソフト事業（任意）

10-5-1-0004二十歳を祝う会開催事業費

10年以上

①新庄在住および新庄市内の中学校を卒業した、二十歳を迎える年代の方
②上記年代の方で、実行委員を担ってくれる方

指標名称

実行委員のアンケート結果
（％）

経験できて大変よかった、よかったと答えた人の割合

① 「二十歳を祝う会」を開催する
② 対象者有志による実行委員会を組織し、式典の企画及び開催の中心になってもらう
(該当者にはがきで案内をし、さらに広報、ホームページで周知）

抗原検査キット購入費などの新型コロナウイルス感染症対策を行い、開催した。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

実行委員会負担金（50）、消耗品
費（31）、通信運搬費（31）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

式典参加率（％）

参加者／対象者

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ B

公共性 B

優先度 B

達成度 B

貢献度 B

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

人口減少に伴い、対象人数も減
少しているため。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

各自治体の実施方法なども検証
して事業を検討する必要がある
ため。

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

事業費が限られているため。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

期間の限られた事業であるが、
式典の経験などが将来的に活か
されることが期待されるため。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

必要最低限の予算で実施してい
るため。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

式典を適時実施しているため。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

青少年教育の推進に寄与してい
るため。

理由

今後の方向性
・

その理由

通常開催に向けて準備を進めるとともに、地元回帰のきっかけとなるよう効果的な事業実施
に向けた検証を行う。

通常開催に向けて準備を進めるとともに、地元回帰のきっかけとなるよう効果的な事業実施
に向けた検証を行う。

通常開催に向けて準備を進めるとともに、地元回帰のきっかけとなるよう効果的な事業実施
に向けた検証を行う。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

市全体として対象者を激励・祝
福する手法を検討するため。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 4 作成者

小施策 ② 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

110 121 99 108 154 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 110 121 99 108 154

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.37 0.43 0.38 0.33

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 1 1 2 4 5

達成率 20% 20% 40% 80% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 11 5 26 42 100

達成率 11% 5% 26% 42% 0% 0%

説明・出典

体験事業実施回数

成果指標

指標名称

体験事業参加者数

イベント参加者児童（保護者、ボランティア、事務局等含めない）

青少年育成推進員による各種体験事業を提供する
【主な体験事業】
・高萩市・新庄市児童交流事業（チラシの配布）
・チャレンジ体験パーク（田植え、稲刈り体験など）（チラシの配布）
・各種イベントでのワークショップの開催（なし）
　※資源は会費収入による（青少年育成市民会議と同様）

多くの方に参加していただくことができた。参加者が体験活動を通して社会活動（ボランティア活動など）に関心を持
つ機会となった。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

報償費（90）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

地域で実施している活動の体験機会などの青少年健全育成活動を通して、青少年の健やかな育成に繋げることを目的と
する。

青少年育成推進員事業 2-4-②-3

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

生涯を通じて学び合う学習環境の充実 東村　晋太朗

青少年教育の推進 463

ソフト事業（任意）

10-5-1-0002社会教育総務事業費

10年以上

新庄市青少年育成推進員設置要綱

青少年、青少年育成推進員



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ B

公共性 B

優先度 B

達成度 B

貢献度 A

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 拡充

R8 維持

理由

今後の方向性
・

その理由

事業メニューの充実により、参加者等の関わりは増加している。推進員が減少傾向にあり担
い手育成が課題としてある。

推進員について、事業を継承する人員拡大を図る必要がある。

小・中・高の関わりを促すメニューとして、継続した取り組みが必要である。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

推進員の人数を増やすことが必
要であるため。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

予算の大半が報償費であるた
め。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

青少年が社会活動を行う為の
きっかけとなる企画を行ってい
るため。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

青少年育成推進員、企画に参加
した児童とその保護者が学習を
する機会となっているため。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

他市との協力や青少年育成市民
会議との連携が必要であるた
め。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

推進員になった本人の生涯学習
の場でもあり、企画に参加をし
た児童・保護者の学習の場でも
あるため。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

青少年育成推進員の参加が一定
数あり、企画に参加する児童の
数を一定数あるため。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

歴史や文化を親子で学ぶ企画が
多くあるため。

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 4 作成者

小施策 ② 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

12 11 9 9 12 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 12 11 9 9 12

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.32 0.32 0.33 0.27

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 12 14 14 16 22

達成率 55% 64% 64% 73% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 746 561 714 754 1360

達成率 55% 41% 53% 55% 0% 0%

説明・出典

青少年健全育成の各種事業、研修等への参加を通して、次代を担う青少年の健全な育成を図ることを目的とする。

新庄市青少年育成市民会議事業 2-4-②-4

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

生涯を通じて学び合う学習環境の充実 峯田　亜沙美

青少年教育の推進 462

ソフト事業（任意）

10-05-01-0002社会教育総務事業費

10年以上

市民

指標名称

事業参加者数

各種施少年育成健全事業の実施
○青少年健全育成事業（高萩市児童交流、「だがしや楽校」の開催、青少年による社会参加活動支援など※青少年育成
推進員が実動）
○地域における社会環境づくり（あいさつ運動、地域青少年健全女性事業など）
○非行防止と環境浄化活動の推進（街頭指導、社会を明るくする運動への支援など）
※資源については、会費収入による（R4予算：収入1,867,000円／支出1,867,000円）
（広報誌、各学校を通し周知）

幅広い分野の事業を行うことで、青少年活動の円滑な推進に寄与した。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

負担金（県青少年育成県民会議会
費）（9）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

事業実施回数

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 B

達成度 B

貢献度 B

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

地域における青少年の活動を支
援しており、今後の担い手とな
ることが期待されるため。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

各事業への補助を行うなど、団
体の自主的な活動を支援してい
るため。

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

事業に係る予算が限られている
ため。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

長期的な取り組みにより、人材
の育成に寄与すると考えられる
ため。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

各世帯からの会費によって運営
しているため。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

関係機関と連携して実施してい
るため。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

青少年の健全育成に寄与してい
るため。

理由

今後の方向性
・

その理由

若者の主体的な取り組みを支援し、次世代の担い手となる人材を育成する。幅広い分野の事
業を行うことで、青少年活動の円滑な推進に寄与する。効果的な事業実施となるよう、内容
について検証を行いながら事業を進める。

若者の主体的な取り組みを支援し、次世代の担い手となる人材を育成する。幅広い分野の事
業を行うことで、青少年活動の円滑な推進に寄与する。効果的な事業実施となるよう、内容
について検証を行いながら事業を進める。

若者の主体的な取り組みを支援し、次世代の担い手となる人材を育成する。幅広い分野の事
業を行うことで、青少年活動の円滑な推進に寄与する。効果的な事業実施となるよう、内容
について検証を行いながら事業を進める。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

人口減少により会費収入が減少
しており、今後はより効果的な
事業の検討していく必要がある
ため。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 4 作成者

小施策 ② 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

0 0 0 0 0 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.17 0.27 0.23 0.17

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 10 12 13 14 12

達成率 83% 100% 108% 117% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 90 157 207 277 150

達成率 60% 105% 138% 185% 0% 0%

説明・出典

市民が、犯罪や非行の防止と立ち直りについて理解を深め、それぞれの立場において力を合せ、明るい地域社会を、築
くことを目的とする。

社会を明るくする運動 2-4-②-5

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

生涯を通じて学び合う学習環境の充実 峯田　亜沙美

青少年教育の推進 462

ソフト事業（任意）

10-05-01-0002社会教育総務事業費

10年以上

市民

指標名称

活動参加者数

・保護司会、更生保護女性会を中心とした、社会を明るくする運動新庄市推進委員会の設置
・推進委員会による非行防止や更生保護に関する広報活動や市報での運動の事業周知等の実施

※財源は構成団体からの負担金及び繰越金（R5：収入322,698円）

未就学児を対象とした事業を実施したことで、参加者数の増加に寄与した。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

実施活動種類数

推進委員会、市報掲載、看板設置、あいさつ運動、広報活動など

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 B

達成度 B

貢献度 B

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

青少年の非行防止に寄与するこ
とにより、青少年教育の推進が
図られるため。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

青年層だけでなく、就学前の児
童にも啓発を実施しているた
め。

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

関係団体を補助する役割が求め
られるため。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

各種の取り組みにより、非行防
止などに寄与すると考えられる
ため。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

団体からの助成金によって運営
しているため。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

関係機関と連携して、学校や保
育園・幼稚園の児童生徒に対し
事業を実施しているため。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

青少年の健全育成に寄与してい
るため。

理由

今後の方向性
・

その理由

未就学児を対象とした事業を加えた。関係団体間の連携を強化し、事務局との連絡体制を重
視。犯罪や非行の防止とともに、犯罪や非行をした人たちの更生について理解を深める活動
を継続する。

未就学児を対象とした事業を加えた。関係団体間の連携を強化し、事務局との連絡体制を重
視。犯罪や非行の防止とともに、犯罪や非行をした人たちの更生について理解を深める活動
を継続する。

未就学児を対象とした事業を加えた。関係団体間の連携を強化し、事務局との連絡体制を重
視。犯罪や非行の防止とともに、犯罪や非行をした人たちの更生について理解を深める活動
を継続する。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

関係団体との調整により事業を
実施しているため。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 4 作成者

小施策 ③ 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

106 108 132 263 441

特定財源 70 71 87 174 294

一般財源 36 37 45 89 147

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.27 0.38 0.28 0.32

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 6 5 7 14 18

達成率 33.3% 27.8% 38.9% 77.8% 0.0% 0.0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 178 239 932 460 550

達成率 32.4% 43.5% 169.5% 83.6% 0.0% 0.0%

説明・出典

保護者への学習機会の拡充を行うことで、子育てへの安心感を醸成し、家庭の教育力を高める。

家庭教育推進事業 2-4-③-1

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

生涯を通じて学び合う学習環境の充実 小内　尚史

家庭教育の推進 463

ソフト事業（任意）

10-05-01-0002社会教育総務事業費

10年以上

幼児、児童生徒の保護者

指標名称

参加者（人）

小中学校及び義務教育学校の児童生徒の保護者等を対象とした講演会、保育所等の幼児・保護者等を対象としたふれあ
い体験講座を開催する。
（周知方法：小中学校及び義務教育学校並びに保育所等の保護者へチラシ等の配布）

家庭教育に関する講座や親子の体験的な活動等の開催を通して、多くの保護者に家庭教育について考える機会を提供す
ることができた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

講師謝金：212千円
消耗品費：  51千円

内訳

特定財源の名称（金額）

令和５年度山形県学校・家庭・地
域連携協働推進事業費補助金

（県）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

講座の開催（回）

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ A

公共性 A

優先度 B

達成度 B

貢献度 A

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

講座の開催回数が増加傾向にあ
り、家庭教育の充実及び支援が
求められているため。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

社会状況を鑑みつつ、子どもの
発達段階に合わせた内容の事業
となっているため。

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

県補助金対象事業であり、今後
も実施主体となることが必須で
あるため。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

継続的な家庭教育の充実及び支
援が必要であるため。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

補助対象額内で実施している状
況にあり、開催回数増加を図る
うえではコスト削減が難しいた
め。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

開催回数について前年比２倍と
なっており、成果指標に近い実
績値となっているため。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

家庭教育について直接的に充実
及び支援を果たしているため。

理由

今後の方向性
・

その理由

核家族化や共働き、ひとり親などの増加により家庭教育の充実及び支援の場が求められてお
り継続する必要がある。既に実施している学校等は継続しつつ、未実施の学校等について
は、実施に向けた働きかけを行う必要がある。

核家族化や共働き、ひとり親などの増加により家庭教育の充実及び支援の場が求められてお
り継続する必要がある。既に実施している学校等は継続しつつ、未実施の学校等について
は、実施に向けた働きかけを行う必要がある。

核家族化や共働き、ひとり親などの増加により家庭教育の充実及び支援の場が求められてお
り継続する必要がある。既に実施している学校等は継続しつつ、未実施の学校等について
は、実施に向けた働きかけを行う必要がある。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

開催回数増加に向けた働きかけ
等を行う必要があるため。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 4 作成者

小施策 ③ 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

0 0 0 0 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.17 0.23 0.23 0.22

会計年度職員 - 0.00 0.00 0.00 0.00

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 380 174 382 354 380

達成率 100.0% 45.8% 100.5% 93.2% 0.0% 0.0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 72 54 70 72 110

達成率 65.5% 49.1% 63.6% 65.5% 0.0% 0.0%

説明・出典

ブックスタート配布数（冊）

令和７年度の出生児予想数×２冊

成果指標

指標名称

えほんパーク、おはなし会参
加者数

ブックスタート事業、読み聞かせ連絡協議会との連携
※人件費以外の事業費については、生涯学習施設管理事業の指定管理委託料に含まれる。積算金額：315千円
（周知方法：広報誌・チラシ配布・ＳＮＳ・ホームページ）

新型コロナウイルスの感染症法上の区分変更に伴い、対面による読み聞かせ活動が可能となったため、一部事業につい
てはコロナ禍以前の形で再開しながら、子どもたちの感受性育成や読書活動の推進に寄与した。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

（※指定管理委託料に含む）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

市内の小中学校及び義務教育学校、家庭、地域、その他の関係機関と連携しながら、読み聞かせを通して、地域の子ど
もの豊かな読書環境の構築を目指す。

読み聞かせ推進事業 2-4-③-2

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

生涯を通じて学び合う学習環境の充実 小内　尚史

家庭教育の推進 463

ソフト事業（任意）

10-05-04-0002図書館管理運営事業費

10年以上

児童、幼児



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ A

公共性 C

優先度 B

達成度 B

貢献度 A

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

理由

今後の方向性
・

その理由

家庭と地域における読み聞かせ・読書活動の推進に寄与している。
今後も読み聞かせ活動の担い手の確保に関する取組みを進める必要がある。

家庭と地域における読み聞かせ・読書活動の推進に寄与している。
今後も読み聞かせ活動の担い手の確保に関する取組みを進める必要がある。

家庭と地域における読み聞かせ・読書活動の推進に寄与している。
今後も読み聞かせ活動の担い手の確保に関する取組みを進める必要がある。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

今後も指定管理者及び読み聞か
せサークルにて継続して実施す
るため。なお、読み聞かせ活動
の担い手確保が課題である。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

主には指定管理者にて実施して
おり、適正な人員及び費用で実
施されているため。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

前年比で横ばい状態となってい
るため。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

各読み聞かせサークルの活動
は、家庭と地域における読み聞
かせ・読書活動の推進へ寄与し
ているため。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

読み聞かせ活動の担い手の確保
が当面の課題であるが、各読み
聞かせサークルにおいても募集
活動等を行えるため。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

読み聞かせを通じて豊かな心の
醸成を図るために継続的な取組
みが必要であるため。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

継続的な実施によって定例化し
ており、えほんぱーく等の参加
者数については横ばい状態と
なっているため。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

国及び県の読書活動推進計画に
則り、読み聞かせを通して子ど
もの感受性の育成及び読書活動
の推進に大いに寄与しているた
め。

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 4 作成者

小施策 ④ 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 H28 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

682 709 1,115 979 1,019 0

特定財源 144 11 65 0 0

一般財源 538 698 1,050 979 1,019

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.24 0.5 0.43 0.43

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 1 2 9 9 9

達成率 11% 22% 100% 100% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 4 6 29 29 36

達成率 11% 17% 81% 81% 0% 0%

説明・出典

学校運営協議会設置数

市内の小中学校数

成果指標

指標名称

学校運営協議会の実施回数

書面開催を含む

学校運営協議会を各校に設置し、各校に係る学校経営や教育課程の方針や、前年度運営実績報告等を承認する。
（学校だより等で周知）

新庄市立学校全校において、学校運営協議会制度を導入することができた。また、全校の学校運営協議会に市担当者と
地域学校協働活動推進員が出席するなどして調整等を行うことにより、学校運営協議会と地域学校協働活動の連携を進
めることができた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

委員報酬（944千円）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

保護者及び地域の住民がその地域の学校の運営に積極的に参画することにより、地域住民の意向を学校の運営に的確に
反映し、一層地域に開かれた信頼される学校づくりを実現することを目的とする。

学校運営協議会推進事業 2-4-④-1

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

生涯を通じて学び合う学習環境の充実 武田信也

地域と学校の連携・協働の推進 461

ソフト事業（任意）

10-05-01-0002社会教育総務事業費

３年以上

地方教育行政の組織及び運営に関する法律、新庄市立学校運営協議会規則

地域住民



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 A

達成度 A

貢献度 A

代替性 A

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 拡充

R8 維持

理由

今後の方向性
・

その理由

山形県学校・家庭・地域の連携協働推進事業費補助金の内示圧縮があったため、ほぼ委員報
酬のみの対応となる。

常勤のCSディレクターの新たな配置と、委員研修会の開催を復活をしたい。

前年度新設のCSディレクターの動きの活発化と、地域学校活動推進員との連携強化を図り
たい。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

財源が許せば常勤のCSディレ
クターの新たな配置と、委員研
修会の復活をしたい。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

人件費であることから現在でぎ
りぎりの状況

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

市内全９校に設置してから、４
回開催が２校、３回開催が７校
で恒常化しつつある。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

地域とともにある学校づくりの
推進を実践している。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

学校運営協議会に係る学校側へ
の指導・援助が必要

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

コミュニティスクールは必須

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

コミュニティスクールがまだ地
域に浸透しきれていない

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

コミュニティスクール設置が全
国的な動きとなっている

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 4 作成者

小施策 ④ 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

953 971 934 2,336 5,511 0

特定財源 492 624 603 1,567 3,625

一般財源 461 347 331 769 1,886

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.32 0.53 0.53 0.48

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 3 6 5 5 6 5

達成率 60% 120% 100% 100% 120% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 1 1 1 1 1 5

達成率 20% 20% 20% 20% 20% 0%

説明・出典

地域と学校が連携・協働して、子ども達を育む意識をもつ。

地域学校協働活動推進事業 2-4-④-2

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

生涯を通じて学び合う学習環境の充実 舟生麻莉子

地域と学校の連携・協働の推進 462

ソフト事業（任意）

10-05-01-0002社会教育総務事業費

３年以上

社会教育法

市民

指標名称

地域学校協働本部の設置数

・地域学校協働活動推進員が「学校を核とした地域づくり」のため学校と地域が一体となって推進していくために支援
している。(学校だより等）

各学校と推進員がつながり、学校のニーズに応じた地域学校協働活動を提供することができた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

謝金（5,046）、消耗品（282）

内訳

特定財源の名称（金額）

学校・家庭・地域連携協働推進事
業費補助金（1,886）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

地域学校協働活動推進員委嘱
数

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 B

達成度 B

貢献度 A

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

地域住民と学校が連携して子ど
もたちを育む環境は、一定度の
ニーズがあると思われる。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

教職員の負担軽減や地域全体で
子どもたちを育む環境をつくる
ことは社会情勢を踏まえた事業
となっている。

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

最終的には地域と学校が連携し
ていく形が理想だが、現在はま
だ移行段階であり、行政の関与
を必要とする。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

地域と学校の連携は必要不可欠
であり、現時点では休廃止等は
すべきでない。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

地域学校協働活動推進員の活動
を減らすことはできない。現在
は学校と地域の関係性を作り上
げることが必要。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

地域学校協働活動推進員も若干
の増減はあるものの現状を維持
している。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

地域に根ざした学校づくりや地
域学校協働活動の推進のために
事業を行っている。

理由

今後の方向性
・

その理由

地域と学校を結ぶコーディネートを役目としながら、更なる地域人材の発掘や、学校運営協
議会との連携を図る。

中学校区に1人は地域学校協働活動推進員が配置できるように人材の確保に努める。

学校運営協議会との連携を密にし、協議会委員にも地域学校協働活動に参加を促し、地域と
学校の連携に努める。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

地域学校協働活動推進員の人数
を増やす等、地域と学校を結ぶ
人材の発掘が必要。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 4 作成者

小施策 ⑤ 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

0 32 32 32 56 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 0 32 32 32 56

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.47 0.13 0.13 0.21

会計年度職員 - 0.00 0.00 0.00 0.00

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 1126 1336 1412 1360 1580

達成率 71.3% 84.6% 89.4% 86.1% 0.0% 0.0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 172 149 141 152 175

達成率 98.3% 85.1% 80.6% 86.9% 0.0% 0.0%

説明・出典

社会教育に関して公共性のある適切な事業を行う団体を社会教育団体に認定し、自主性を尊重しつつ育成助長するとと
もに社会教育の振興発展を図ることを目的とする。

市民活動支援事業 2-4-⑤-1

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

生涯を通じて学び合う学習環境の充実 小内　尚史

市民活動の育成・支援 463

ソフト事業（任意）

10-05-01-0002社会教育総務費、10-05-02-0002市民プラザ管理事業費

10年以上

社会貢献活動を目的とする市民、団体。

指標名称

社会教育関係団体数

・社会教育関係団体への施設の使用料減免を通して活動の活性化を図る。
・機材の提供など自主的な活動の支援・相談。
・山形大学エリアキャンパスもがみフィールドラーニング受入れ団体の支援。
※ぷらっとの運営費は指定管理料に含む。
（周知方法：窓口案内・ホームページ）

社会教育関係団体の会員の高齢化に伴う解散はあるものの、新型コロナウイルスの感染症法上の区分変更に伴う活動再
開等の要因から、新規登録団体数は前年比で増加傾向にある。
ぷらっと利用者については、前年比で減少しているが、大半の利用者は印刷を目的としたものであり、市民活動に関す
る支援を目的とした利用者数は更に減少傾向にある。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

山大ＦＬ指導者謝金：32千円
大学生ボランティア交通費：24千円

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

ぷらっと利用者数

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ A

公共性 A

優先度 B

達成度 B

貢献度 A

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

社会教育関係団体認定件数は増
加しており、一定の住民ニーズ
があるため。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

各種社会教育関係活動の場の確
保及び活動支援において、大い
に寄与するものであるため。

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

社会教育関係団体の認定及び減
免等については各種要綱に則っ
て取り扱う必要があるため。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

市民活動に対する継続的な支援
事業の実施が必要であるため。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

最小限のコストで実施している
ため。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

ぷらっと利用者数は減少傾向で
あるものの、社会教育関係団体
の認定件数が増加しているた
め。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

市民活動や地域活動等に対する
直接的な支援を果たしているた
め。

理由

今後の方向性
・

その理由

社会教育関係団体の認定等によって市民活動の支援が果たされている。
更なる利用者の増加に向けた周知を行うとともに、実情に応じた対応が必要である。

社会教育関係団体の認定等によって市民活動の支援が果たされている。
更なる利用者の増加に向けた周知を行うとともに、実情に応じた対応が必要である。

社会教育関係団体の認定等によって市民活動の支援が果たされている。
更なる利用者の増加に向けた周知を行うとともに、実情に応じた対応が必要である。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

社会教育関係団体認定申請及び
減免申請や、ぷらっと利用の促
進を図るために、事業の周知方
法等について検討する余地があ
るため。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 5 作成者

小施策 ① 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 昭和５８年 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

3,943 4,194 6,070 7,554 6,697 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 3,943 4,194 6,070 7,554 6,697

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.57 0.52 0.33 0.45

会計年度職員 - 0 0 0 0.9

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 9 11 12 13 12

達成率 75% 92% 100% 108% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 48.2 56.1 - - 55

達成率 1 1 - - 0 0

説明・出典

企画展等事業数（件）

講座や体験事業も含む

成果指標

指標名称

「伝統文化が受け継がれてい
る」と回答した市民の割合

出典：市民アンケート

○常設展の開催
　名誉市民特別記念室・雪国民俗館・お祭りホール
○企画展の充実
　テーマを決め定期的に実施（5～6回程度）
○その他自主事業
　地域の歴史文化を学ぶ講座や体験事業を実施
○利用者のニーズに対応した調査や情報提供（チラシやホームページ等での周知）

年11回の企画展、新庄藩校明倫堂講座、手技伝承講座の開催により、市民及び観光客に対し、本市の歴史・文化にふ
れる機会を提供した。企画展の実施にあたっては、当館収蔵品のほか他館の資料を借用し、展示内容の充実に努めた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

印刷製本費（1,077）、委託料
（2,411）、賃借料（3,630）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

常設展や企画展の開催を通し、市民のふるさと意識の醸成と本市の芸術文化の振興を図る。また、地域内外への魅力を
発信し、交流人口の拡大や観光振興につなげる。

ふるさと歴史センター事業 2-5-①-1

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

文化芸術の振興 伊藤　洋一

伝統文化の継承とふるさと意識の醸成 22-2188

ソフト事業（任意）

10-5-8-0006　ふるさと歴史センター事業費

10年以上

新庄市山車会館及び新庄市歴史民俗資料館の管理及び使用に関する規則

市民及び観光客



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 A

達成度 B

貢献度 A

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 拡充

R7 維持

R8 維持

理由

今後の方向性
・

その理由

次年度の新庄開府400年に向けて、企画展や講座の充実を図ると共に、本番年への準備の
年とする。

新庄開府400年を契機として、さらなる市民のふるさと意識の醸成と本市の芸術文化の振
興を図っていく。

新庄開府400年を契機として、さらなる市民のふるさと意識の醸成と本市の芸術文化の振
興を図っていく。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

より効果的な手法について、研
究していく必要がある。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

必要最小限の予算で実施してい
る。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

指標を達成しており、成果が上
がっている。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

文化芸術の振興に寄与する事業
である。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

伝統文化の継承とふるさと意識
の醸成につながる事業であり、
行政が実施主体になることが適
当である。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

文化芸術の振興に寄与する事業
であり、観光資源でもあり優先
度は高い。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

入館者数はコロナ禍前ほどでは
ないが、徐々に戻りつつある。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

年度ごとに、趣向を凝らした企
画展や講座を開催し、本市の芸
術文化の振興に寄与している。

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 5 作成者

小施策 ① 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

4,002 9,073 14,223 11,200 15,031 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 4,002 9,073 14,223 11,200 15,031

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.1 0.1 0.33 0.2

会計年度職員 - 1.8 2.7 0 2.4

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 260 245 249 245 250

達成率 104% 98% 100% 98% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 48.2 56.1 - - 55

達成率 1 1 - - 0 0

説明・出典

市指定無形民俗文化財である「新庄亀綾織」の伝承と産業振興を図る。

新庄亀綾織伝承事業 2-5-①-2

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

文化芸術の振興 伊藤　洋一

伝統文化の継承とふるさと意識の醸成 22-2188

補助金・負担金事業（ソフト事業）

10-5-6-0001　文化財保護管理事業費

10年以上

新庄市補助金等交付規則・新庄亀綾織伝承協会運営事業費補助金交付要綱

新庄亀綾織伝承協会

指標名称

「伝統文化が受け継がれてい
る」と回答した市民の割合

出典：市民アンケート

新庄亀綾織伝承協会の事業推進に係る支援
○伝承協会事業
　・後継者育成（地域おこし協力隊を活用）
　・普及、情報発信（機織り体験の実施、SNSの活用等）
　・調査、研究（情報収集、視察）
　・商品開発、販路拡大（関連事業者との連携等）

　地域おこし協力隊制度の事業費を活用し、新庄亀綾織伝承協会への委託することで、市民向けの事業費を通し、新庄
亀綾織の伝承技術、伝承協会の取組み等を紹介することができた。また、同じ事業費を活用し、伝統工芸の技術につい
て記録・保存し、地域内外へ情報発信する媒体として冊子を制作することにより、技術伝承に係る貴重な資料とするこ
とができた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

新庄亀綾織伝承協会運営事業補助
金（300）、地域おこし協力隊経
費（10,900）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

新庄亀綾織伝承協会活動日数
（日）

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ B

公共性 C

優先度 B

達成度 C

貢献度 B

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

市指定無形民俗文化財を伝承し
ていくことは、地域住民にとっ
て必要である。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

産業振興に係る部分では、希少
性に特化した販売戦略を描いて
いるが、実施できていない。

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

伝承協会による「新庄亀綾織」
の伝承と産業振興が望ましい
が、行政の支援を必要とする状
況である。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

文化財の保存活用と継承の観点
から、今後も支援は必要であ
る。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

必要最小限の予算で実施してい
る。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

指標は達成しているが、産業振
興を図るまでには至っていな
い。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

「新庄亀綾織」の伝承と産業振
興を図ることは、文化財の保存
活用と継承に寄与する。

理由

今後の方向性
・

その理由

新庄亀綾織の伝承には、労力を補う収益は見込めない状況にある。地域固有の伝承すべき機
織り物として一定程度の行政の関与が必要である。

新庄亀綾織の伝承には、労力を補う収益は見込めない状況にある。地域固有の伝承すべき機
織り物として一定程度の行政の関与が必要である。

新庄亀綾織の伝承には、労力を補う収益は見込めない状況にある。地域固有の伝承すべき機
織り物として一定程度の行政の関与が必要である。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

より効果的な手法について、研
究していく必要がある。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 5 作成者

小施策 ① 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 S61 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

334 346 364 367 397 0

特定財源 150 125 125 125 125

一般財源 184 221 239 242 272

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 － 0.27 0.27 0.33 0.2

会計年度職員 － 0 0 0 0.35

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 39 35 41 42 47

達成率 83% 74% 87% 89% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 48.2 56.1 - - 52

達成率 93% 108% - - 0% 0%

説明・出典

“民話のふるさと・新庄”の確立
民話の語り手の育成
民話の学習機会の拡充

民話普及事業 2-5-①-3

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

文化芸術の振興 川田　健介

伝統文化の継承とふるさと意識の醸成 22-2188

ソフト事業（任意）

10-05-08-0006　ふるさと歴史センター事業費

10年以上

地域内外の民話愛好者
市内児童生徒
新庄民話の会

指標名称

「伝統文化が受け継がれてい
る」と回答した市民の割合

出典：市民アンケート

新庄民話の会との協働による各取り組み
・ふるさと歴史センターでの公開口演（語りの部屋事業）（なし）
・みちのく民話まつり（夏語り・秋語り）の開催（市報、市ホームページ、SNS）
・伝統芸能育成事業（昔語り子ども塾・新庄こども語りまつり）の実施・開催（市報、市ホームページ、SNS）

新庄民話の会との連携により、継続して地域内外における民話の普及と、それらを通した人材の育成と地域振興につな
げることができた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

語り手謝金（117）
負担金（250）

内訳

特定財源の名称（金額）

県）市町村総合交付金（125）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

民話語りの開催回数

民話まつり開催回数＋語りの日開催回数

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ B

公共性 B

優先度 B

達成度 B

貢献度 B

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

継続的な事業実施により、みち
のく民話まつりは市民のみなら
ず県外からの参加も多く、参加
者数はコロナ禍明けで微増傾向
にあるため。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

伝統文化の継承とふるさと意識
の醸成のために、大人から児
童・生徒まで幅広い世代を対象
に事業を実施しているため。

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

民話の普及活動は新庄民話の会
が主体的に取り組んでいるもの
の、会員の高齢化、減少の課題
があり、事業継続のためには引
き続き行政の関与は必要であ
る。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

語り手の育成など継続した取組
みが必要であるため。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

市町村総合交付金を活用し、最
低限の予算で実施しているた
め。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

活動指標は増加しており、成果
指標は達成しているが、新しい
語り手の育成については成果は
十分ではない。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

民話の伝承を通じて、方言や先
人の教訓など広義の伝統文化の
継承に寄与している。

理由

今後の方向性
・

その理由

より効果的な手法を検討しながら、新庄民話の会と連携し、民話の普及を通じた本市の歴
史・文化の継承を進めていく。

より効果的な手法を検討しながら、新庄民話の会と連携し、民話の普及を通じた本市の歴
史・文化の継承を進めていく。

より効果的な手法を検討しながら、新庄民話の会と連携し、民話の普及を通じた本市の歴
史・文化の継承を進めていく。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

口演以外にも効果的な方法を検
討する余地はある。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 5 作成者

小施策 ① 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 R3 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

0 195 2,686 1,500 14,000 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 0 195 2,686 1,500 14,000

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.1 0.4 0.33 0.87

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 - 2 2 3 5

達成率 - 40% 40% 60% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 48.2 56.1 - - 52

達成率 93% 108% - - 0 0

説明・出典

新庄藩祖戸沢政盛公の新庄城入城400年を契機に、市全体の歴史・文化資源等の価値を再認識し、市民の心を一つに
し、ふるさと意識醸成の機会とする。

新庄開府400年記念事業 2-5-①-4

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

文化芸術の振興 舟生麻莉子

伝統文化の継承とふるさと意識の醸成 462

ソフト事業（任意）

10-5-01-0002社会教育総務事業費

３年以上

市民

指標名称

「伝統文化が受け継がれてい
る」と回答した市民の割合
（％）

出典：市民アンケート

・歴史や文化を生かしたまちづくりの在り方を検討する歴史まちづくりシンポジウムの開催
・ふるさと学習、歴史探訪、企画展の実施
・歴史遺産ガイドブックの作成等
（専用HPの更新、広報誌、のぼり旗設置、出前講座）

歴史まちづくりシンポジウムや今村翔吾氏との新庄城二の丸跡の発掘調査等、歴史や文化に触れる機会を創出し、ふる
さと意識の醸成を図ることができた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

負担金　1,500

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

事業実施件数（件）

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ B

公共性 B

優先度 B

達成度 C

貢献度 A

代替性 A

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 拡充

R8 休廃止

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

周年記念の事業であり、市民が
活躍する場や学ぶ機会を提供し
ており、一定数の市民の参加が
ある。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

本事業がシビックプライドを醸
成する機会となり、将来的には
転出抑制や地域活性化に繋げて
いきたい。

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

周年記念の事業のため、行政が
主体となり市民を巻き込む形で
実施すべき。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

周年記念の事業のため、代替で
きるような事業ではない。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

事業実施にあたりコストの削減
は行えない。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

記念事業だが市民への周知は図
られていない。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

伝統文化の継承とふるさと意識
の醸成は、本事業の目的でもあ
る。

理由

今後の方向性
・

その理由

来年度の本番年に向け、プレ事業を実施しつつ、市全体で盛り上がることができるよう事業
の周知を図る必要がある。

開府400年の本番年のため、集大成となるような事業を行う。また、当該年度で終わるの
ではなく、次年度以降も受け継がれるような事業とする。

開府400年記念事業の振り返りを行い、引き継がれた内容など、本事業の効果を検証す
る。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

記念事業の周知徹底や継続した
事業の展開等、将来を見据えて
事業内容を再検討する。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 5 作成者

小施策 ② 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

1,619 1,834 1,901 2,074 2,674 0

特定財源 0 0 0 0

一般財源 1,619 1,834 1,901 2,074 2,674

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.12 0.13 0.38 0.15

会計年度職員 - 0.9 0.9 0 0.5

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 105156 107270 107544 107553 108000

達成率 97% 99% 100% 100% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 59 66 66 69 64

達成率 1 1 1 1 0 0

説明・出典

貴重な歴史資料を保存・活用することにより、施設の専門性・学習機能を向上させるとともに、観光振興の面において
も、来館者の増につなげる。

ふるさと歴史センター資料収集、保存、調査研究事業 2-5-②-1

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

文化芸術の振興 伊藤　洋一

文化財の保護と継承 22-2188

ソフト事業（任意）
10-5-8-0002ふるさと歴史センター管理事業費、
10-5-8-0006ふるさと歴史センター事業費

10年以上

新庄市山車会館及び新庄市歴史民俗資料館の管理及び使用に関する規則

収蔵資料及び利用者（学生～研究者）

指標名称

文化財指定・登録件数（件）
累計

歴史資料や収蔵品の適正な管理（検索体制の確保）
◯新規寄贈・寄託資料の受入れ
◯未整理資料・収蔵品の整理
　・収蔵資料数
　・収蔵箇所
　・収蔵資料の内容

　歴史資料も含め、新規収蔵品について、関係者・各団体の協力を得ながら整理を行い、施設が持つ文化・芸術的機能
を高めることができた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

会計年度任用職員報酬・手当
（2,044）、古文書整理業務委託
料（30）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

整理済資料件数（件）累計

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ B

公共性 B

優先度 A

達成度 B

貢献度 A

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 拡充

R7 維持

R8 維持

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

歴史資料を保存・活用するため
の施設の専門性や学習機能を求
められている。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

後世に残していくために、歴史
的・文化的に貴重な資料を保
存・活用していく必要がある。

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

貴重な歴史資料を保存・活用す
るため、行政が実施主体になる
ことが適当。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

貴重な歴史資料を保存・活用す
ることで、芸術文化の振興にも
寄与するため、優先度は高い。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

必要最小限の予算で実施してい
る。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

指標は概ね達成しており、成果
は上がっている。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

芸術文化の振興に直接的に寄与
する事業である。

理由

今後の方向性
・

その理由

開府400年記念事業を契機に、歴史資料の更なる掘り起こしを図り、関係者とともに施設
の専門性・学習機能を向上させ、更に関係人口の拡大を目指す。

開府400年記念事業を契機に、歴史資料の更なる掘り起こしを図り、関係者とともに施設
の専門性・学習機能を向上させ、更に関係人口の拡大を目指す。

開府400年記念事業を契機に、歴史資料の更なる掘り起こしを図り、関係者とともに施設
の専門性・学習機能を向上させ、更に関係人口の拡大を目指す。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

より効果的な手法について、研
究していく必要がある。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 5 作成者

小施策 ② 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

23,414 36,125 21,697 116,536 40,218 0

特定財源 8,673 20,336 13,648 59,680 3,106

一般財源 14,741 15,789 8,049 56,856 37,112

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 － 0.5 0.44 0.48 0.2

会計年度職員 － 0 0 0 1.1

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 0 3 3 3 2

達成率 0% 150% 150% 150% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 59 66 66 69 64

達成率 92% 103% 103% 108% 0% 0%

説明・出典

新庄市文化財保護審議会
（回）

成果指標

指標名称

文化財指定・登録件数（件）

◯文化財の指定
　・文化財保護審議会の開催（なし）
◯文化財の保護・管理
　・文化財の計画的な保存修理（なし）
　・地域団体・住民と連携した適正な維持管理、啓発・周知の取組み（市報、市ホームページへの掲載）

旧矢作家住宅の保存修理工事が完了。
新庄藩主戸沢家墓所は３号棟の差し茅修繕を行った。
また、保育所建設に伴う新庄城二の丸跡発掘調査を実施。
その他、国・県指定の文化財については必要に応じて文化庁や県の指導を仰ぎ、市指定文化財については、地元管理団体と連携
し適切な管理を行った。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

工事請負費（40,975）
測量設計業務委託料（2,508）
委託料（61,184）

内訳

特定財源の名称（金額）

国）国宝・重文等保存修理事業費補助
金（21,450）
国）都市再生整備計画事業
（19,800）
県）文化財管理費補助金（1,930）
市債（16,500）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

文化財の適正な保護管理・活用を通し、ふるさと意識の醸成するとともに、本市の魅力発信を図り、観光振興につなげる。

文化財指定（保存・活用）事業 2-5-②-2

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

文化芸術の振興 川田　健介

文化財の保護と継承 22-2188

施設維持管理（補修）事業
10-05-06-0001　文化財保護管理事業費
10-05-07-0001　重文旧矢作家住宅管理事業費

10年以上
文化財保護法・新庄市文化財保護条例・新庄市補助金等交付規則・新庄市文化
財保護事業費補助金交付規程

優れた歴史的遺産を後世へ引き継ぐ。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ B

公共性 A

優先度 A

達成度 A

貢献度 A

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 拡充

R7 維持

R8 維持

理由

今後の方向性
・

その理由

新庄開府400年を契機とした地域資源の掘り起こしを図るとともに、歴史まちづくり計画
に基づく事業等は国や県の補助金を活用しながら適切な保存・活用を進める。

新庄開府400年を契機とした地域資源の掘り起こしを図るとともに、歴史まちづくり計画
に基づく事業等は国や県の補助金を活用しながら適切な保存・活用を進める。

新庄開府400年を契機とした地域資源の掘り起こしを図るとともに、歴史まちづくり計画
に基づく事業等は国や県の補助金を活用しながら適切な保存・活用を進める。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

文化財の維持のため計画的な修
繕を行う必要がある。
埋蔵文化財事務に関して。事務
内容の特殊性から専門職員の配
置が必要と考える。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

資材、人件費の高騰のためコス
ト上昇が見込まれる。
その他緊急修繕が必要となった
場合さらに費用がかかる。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

活動指標、成果指標ともに達成
しており、継続して取り組む。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

文化財の指定ならびにそれを保
存・活用し次世代に継承してく
ことは本市の文化振興に寄与し
ている。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

法令に基づく事業のため。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

本市固有の歴史・文化を次世代
に継承するために必要な事業で
ある。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

令和5年度市文化財管理補助事
業として、新たに市指定文化財
１件の修復を実施。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

修理の要否などの現状につい
て、すべての文化財で把握でき
ているわけではなく、中長期的
な予算や修理計画に反映できて
いない。

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 5 作成者

小施策 ② 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 R3 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

260 2,839 2,506 3,981 10,194 0

特定財源 0 1,419 1,252 1,990 9,596

一般財源 260 1,420 1,254 1,991 598

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 － 0.27 0.34 0.45 0.45

会計年度職員 － 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 - 0 0 1 3

達成率 - 0% 0% 33% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 - 35.6% - - 40.0%

達成率 - 89% - - 0% 0%

説明・出典

庁内検討委員会の開催回数

令和５年度からの指標

成果指標

指標名称

「文化財が保存・整備され、
活用されている」と回答した
市民の割合

令和５年度からの指標　出典：市民アンケート

・計画策定
　旧農林省積雪地方農村経済調査所保存活用計画の策定
　策定委員会の設置、開催
　実測調査、精密耐震診断、耐震補強案の作成
　若年層や子育て世代へのワークショップの開催やヒアリング　など
・耐震改修（R5　基本設計／R6　実施設計／R7　改修工事）
・雪の里情報館全体の運営体制の検討

R４年度に策定した保存活用計画に基づき、改修工事のための基本設計を実施した。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

実施設計業務委託料（3,981）

内訳

特定財源の名称（金額）

国）国宝重要文化財等保存・活用
事業費補助金（1,990）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

上記文化財を適切に保存し、新たな視点で広く活用していく

旧農林省積雪地方農村経済調査所保存活用事業 2-5-②-3

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

文化芸術の振興 川田　健介

文化財の保護と継承 22-2188

施設維持管理（補修）事業

10-05-06-0001　文化財保護管理事業費

３年以上

文化財保護法

国の登録有形文化財である旧農林省積雪地方農村経済調査所庁舎



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ B

公共性 A

優先度 A

達成度 B

貢献度 B

代替性 C

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 拡充

R7 拡充

R8 維持

理由

今後の方向性
・

その理由

施設の保存のため基本設計をもとに改修にかかる実施設計委託業務を行う。発注に際して
は、建物の機能、具体的な活用方法や展示内容を検討し、効果的な活用の姿について関係団
体と合意形成を図りながら進める。

実施設計を基に改修工事を実施する。

本市固有の施設としてふさわしい展示・活用の姿をより多くの利用者に実感していただくよ
う計画的に進める。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

国庫補助事業であり、実施設計
及び改修工事の年次予定は決
まっているため。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

実施設計、改修工事が予定され
ており、資材費、人件費の高騰
によりコストは増加見込であ
る。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

実施設計、改修工事実施予定の
ため。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

歴史的建造物の保存活用を通し
て文化振興に寄与している。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

建物の所有者である市が実施す
る事業のため。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

R7年度まで継続要望している
国庫補助事業のため。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

市民が参画して策定した保存活
用計画に基づく事業のため。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

保存活用計画に定めた活用方針
を基にした設計であるが、リ
ニューアル後の施設の管理・運
営方法等については実施設計。
工事に向けて検討を要するた
め。

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 5 作成者

小施策 ③ 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

800 800 800 800 800 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 800 800 800 800 800

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.22 0.33 0.38 0.32

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 80 68 89 71 85

達成率 94% 80% 105% 84% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 70 71 53 55 80

達成率 88% 89% 66% 69% 0% 0%

説明・出典

延べ開催学習回数（回）

成果指標

指標名称

子ども芸術学校受講児童・生
徒数

市民有志による「新庄市子ども芸術学校実行委員会」を組織し、文化芸術や表現活動にふれる機会を提供する。チラシ
やホームページで募集を行い、新庄市子ども芸術学校（４部門）を開催する。
①音楽部門「新庄吹奏楽団ジュニア部」
②演劇部門「キッズシアターＳ」
③表現活動部門「ちゃれんこ」
④造形部門「パレット」
(チラシ、ホームページで周知）

子どもたちが表現活動の楽しさを知る機会となった。また、子どもの居場所づくりとしても寄与した。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

負担金（800）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

子どもたちに表現活動の楽しさを経験してもらい、芸術文化に親しむ素地を培うことを目的とする。

子ども芸術学校事業 2-5-③-1

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

文化芸術の振興 峯田　亜沙美

創造的文化芸術活動の推進 462

ソフト事業（任意）

10-05-01-0002社会教育総務事業費

10年以上

小中学生



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 A

達成度 B

貢献度 B

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

理由

今後の方向性
・

その理由

子どもたちの文化芸術への参加機会を創出する事業。子どもたちが表現活動の楽しさを知
り、居場所づくりとして寄与するもの。文化芸術や表現活動を行う子どもたちが増加するよ
う、継続的な指導体制の確立を進める。

子どもたちの文化芸術への参加機会を創出する事業。子どもたちが表現活動の楽しさを知
り、居場所づくりとして寄与するもの。文化芸術や表現活動を行う子どもたちが増加するよ
う、継続的な指導体制の確立を進める。

子どもたちの文化芸術への参加機会を創出する事業。子どもたちが表現活動の楽しさを知
り、居場所づくりとして寄与するもの。文化芸術や表現活動を行う子どもたちが増加するよ
う、継続的な指導体制の確立を進める。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

広域的に協力者を検討する必要
があるため。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

必要最低限の費用で実施してい
るため。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

一定数の児童生徒の参加者がい
るため。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

創造的文化芸術活動の推進に寄
与している。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

表現活動にふれる機会を提供す
る事業であり、行政が実施主体
になることが適当である。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

文化芸術に関する事業として、
将来の担い手となる児童生徒が
体験する場となっているため。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

一定数の児童生徒の参加者がい
るため。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

取り組み例の少ない事業であ
り、市内だけでなく郡内の児童
生徒にも必要とされているた
め。

項目 視点

ふるさと回帰に繋がる事業であり、

行政が実施主体になることが適当

である。など記載ください



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 5 作成者

小施策 ③ 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 S57 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

44,172 47,525 54,685 75,512 102,270 0

特定財源 0 127 1,434 18,350 30,477

一般財源 44,172 47,398 53,251 57,162 71,793

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.22 0.12 0.18 0.27

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 6 12 14 14 15

達成率 40% 80% 93% 93% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 26285 48838 71498 69965 70200

達成率 37% 70% 102% 100% 0% 0%

説明・出典

事業開催回数

事業開催回数

成果指標

指標名称

来館者（利用者）数

利用者数

利用者懇談会を開催し、利用者のニーズを把握し、地域における文化芸術を発表する場の提供を行ったり、プロの芸術
にふれる機会を提供した。

指定管理者の自主事業や民間団体でのショーなどに昨年度より多くの市民が観覧に訪れ、市民が文化・芸術に触れる機
会を創出することができた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

指定管理料（50,596）
工事請負費（19,492）
修繕料（2,294）

内訳

特定財源の名称（金額）

事業債（18,200）
雑入（150）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

教育・文化芸術の振興を図ることにより、市民生活にうるおいと充実感を与え、市民福祉の向上を目指し、中央文化の
事業を実施するとともに、地域文化の育成機会を提供することにより、心豊かな文化的生活の育成を目的とする。

市民文化会館運営事業 2-5-③-2

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

文化芸術の振興 有江　徹

創造的文化芸術活動の推進 461

施設維持管理（補修）事業

10-05-05-0002市民文化会館管理運営事業費

10年以上

新庄市民文化会館設置及び管理に関する条例

市民



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ B

公共性 C

優先度 A

達成度 B

貢献度 A

代替性 B

費用面 B

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 拡充

R8 拡充

理由

今後の方向性
・

その理由

建物は４３年が経過し、老朽化による不具合や、公演に支障のあるところも課題となってい
る。利用者に対して、安全で実効性の高い文化芸術の提供の場として環境を整備する計画が
必要である。

施設設備を省エネタイプへ改修し、ライフサイクルコストを下げる必要がある。

施設設備を省エネタイプへ改修し、ライフサイクルコストを下げる必要がある。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

PPPなど建物管理に民間活力を
導入する事例がある。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

省エネ対応の施設設備への更新
によりランニングコストを抑え
ることが可能である。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

保守点検等を実施しながら、必
要な修繕等を優先順位をつけな
がら適切に実施している。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

施設の安全性を確保しながら、
利用者の学習環境の場を提供し
ている。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

公共サービスに民間活力を導入
するケースが増えている。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

利用者の安全性を担保する必要
がるため、優先度は高い。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

新庄最上の社会教育及び芸術文
化活動の拠点となっているた
め、多くの市民が利用してお
り、ニーズが高い。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

利用者が安全に安心して利用で
きるよう管理をしているが、施
設全体的な老朽化が同時期とな
り、優先順位をつけながら対応
せざるを得ない。

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 5 作成者

小施策 ③ 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

0 0 0 0 0 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.17 0.12 0.08 0.07

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 1 3 3 3 3

達成率 33% 100% 100% 100% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 21 31 29 34 35

達成率 1 1 1 1 0 0

説明・出典

文化芸術関係事業実施数

成果指標

指標名称

上記事業参加者学校、団体数
および展覧会会場数

小中学校芸術鑑賞教室、新庄市芸術祭、山形県美術展覧会巡回展の開催により、文化芸術を発表する場を提供するとと
もに、文化芸術にふれる機会を提供する。
※人件費以外の事業費については、生涯学習施設管理事業の指定管理委託料に含まれる。（R5事業費：4,112千円）
(広報紙、ホームページ、ポスター等で周知）

予定した３事業を行うことができ、小中学生をはじめ多くの方に優れた芸術文化に触れる機会を提供できた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

市民等に対し、文化芸術を発表する場を提供するとともに、文化芸術にふれる機会を提供することで、地域の文化・芸
術への興味関心を高めることにより、地域の社会教育及び文化芸術の振興並びに地域活性化を資することを目的とす
る。

文化芸術活動推進事業 2-5-③-3

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

文化芸術の振興 武田信也

創造的文化芸術活動の推進 461

ソフト事業（任意）

10-05-02-0002市民プラザ管理事業費、10-05-05-0002市民文化会館管理事業費

10年以上

市民



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ B

公共性 B

優先度 A

達成度 B

貢献度 A

代替性 C

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 拡充

R8 維持

理由

今後の方向性
・

その理由

これまで通りの内容で開催を委託する。

新庄市芸術祭の委託事業関連である程度の予算化を図る。

前年度の予算増での対応状況を確認する。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

指定管理者への委託事業での実
施が適当である。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

新庄市芸術祭は市の支出なしの
ため、事務費程度の支出増を図
るべき。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

参加校や団体が若干増してい
る。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

創造的文化芸術の推進に直接寄
与している

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

指定管理者による実施が適当

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

子ども達の感受性や、芸術文化
団体活動の活性化に直接影響す
るものとなる。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

市内全9校のほか他町村の小学
生の芸術鑑賞機会を設けるほ
か、地域の芸術文化団体の活性
化が図られている。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

芸術文化そのものと社会情勢の
関連付けが難しい。

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 6 作成者

小施策 ① 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 昭和54年 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

45 915 8,260 5,963 5,404 0

特定財源 0 0 4,194 3,030 3,551

一般財源 45 915 4,066 2,933 1,853

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.62 1.03 0.65 1.06

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 2 1 2 4 2

達成率 100% 50% 100% 200% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 1183 1079 2299 2286 4300

達成率 27.5% 25.1% 53.5% 53.2% 0.0% 0.0%

説明・出典

大会実施回数（回）

成果指標

指標名称

市総合体育大会・スポーツレ
クリエーション祭等参加者数
（人）

各種大会（市総合体育大会・スポーツレクリエーション祭等）を開催する。
（チラシ回覧・HP開設・市報等）

開府４００年記念事業に合わせ、「いものこハーフマラソン」を廃止し、新たに「新庄キャッスルサイドリレーマラソ
ン大会」を開催した。開府４００年に向けた意識醸成、またスポーツへの気運を高めることができた。
小学生からシニアまでチームで気軽に参加できる大会となったため幅広い年齢層の健康増進・体力の向上が図られた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

委託料（市総体）915
負担金（スポレク祭、リレーマラソン）5,048

内訳

特定財源の名称（金額）

雑入（スポーツ振興くじ）3,030

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

各種大会（市総合体育大会・スポーツレクリエーション祭等）を通じて、市民がスポーツを楽しむ機会、スポーツに関
わる機会の提供。

市民参加型スポーツイベント開催事業 2-6-①-1

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

活力あるスポーツ活動の推進 安食　悠斗

生涯スポーツの推進 472

ソフト事業（任意）

10-05-11-0002　社会体育総務事業費

10年以上
新庄市総合体育大会開催基準要綱、新庄市スポーツ・レクリエーション祭開催
要項

市民及びスポーツの愛好者



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 A

達成度 B

貢献度 A

代替性 B

費用面 B

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 拡充

R8 拡充

理由

今後の方向性
・

その理由

老若男女を問わずに取り組めるスポーツの普及啓発を図る。

開府４００年を記念して、事業の趣旨に沿った事業展開を検討し実行する。

前年事業を検証し、さらに拡充できるよう計画を持って事業の推進に取り組む。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

先進地の事例を参考にしなが
ら、新しいプログラムを開発し
ていく

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

コストは現状を維持しながら、
事業内容を見直していく

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

令和４年度と比べると成果指標
は下がっているが、コロナ禍が
終わりスポーツへ取り組めてい
けるようになり、参加者も増え
ていくと捉えているため

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

幅広い世代が大会へ参加でき、
スポーツを楽しむことは総合計
画に直接的に寄与する

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

限られた予算の中で事業を実施
しているため

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

市外からも訪れる参加者がいる
事業のため、廃止などに陥れば
スポーツを楽しむ場・スポーツ
をする機会が図れなくなってし
まうと捉えている

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

数多くの種目に参加できる大会
として一定のニーズがあると捉
えている

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

４００年記念事業に向け、意識
醸成を兼ねた大会の開催を行っ
たため

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 6 作成者

小施策 ① 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 平成１０年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

11,085 10,900 10,900 10,900 10,900 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 11,085 10,900 10,900 10,900 10,900

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.03 0.07 0.16 0.23

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 21 21 20 20 22

達成率 95% 95% 91% 91% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 40 73 64 72 70

達成率 57.1% 104.3% 91.4% 102.9% 0.0% 0.0%

説明・出典

加盟団体数

成果指標

指標名称

体育表彰者数（個人・団体）

市のスポーツ振興を市と両輪で推進するため協会へ補助金を交付する。
（なし）

加盟団体数、体育表彰者数ともに一定程度の数を確保している。また、コロナ以前のように各種大会も再開されており
各競技団体の活動を支援できた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

新庄市スポーツ協会運営補助金
（１０，９００）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

各競技団体との連携を強め、市民総スポーツの普及振興を目指す。

スポーツ関係団体活動育成費補助金 2-6-①-2

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

活力あるスポーツ活動の推進 長沼俊司

生涯スポーツの推進 471

補助金・負担金事業（ソフト事業）

１０-０５-１１-0002　社会体育総務事業費

10年以上

新庄市スポーツ関係団体活動育成費補助金交付規程

（一財）新庄市スポーツ協会



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 A

達成度 B

貢献度 A

代替性 C

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

理由

今後の方向性
・

その理由

事業を遂行するにあたり、スポーツ協会なしでは、成り立たないのが現状であることから、
一定程度の助成は必要である。

使用料の見直しを行い指定管理業務の面については物価上昇分をいくらかは補えると考える
が、引継ぎ助成は必要である。

中学校の部活動地域移行もあり、スポ少や地域クラブの連携などの事業を担う可能性が大き
く、助成は必要である。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

行政が取り組むにはマンパワー
が不足

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

法人としての協会の維持もあり
コスト削減を行う余地はない。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

徐々にではあるが、表彰者数等
が増加している。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

成果指標の一つであり、スポー
ツ協会を通しての事業展開は効
率的である。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

行政以外の団体が取り組むこと
により、効率的な事業展開が行
われている

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

これからの健康増進、スポーツ
振興の施策展開の上で優先度は
高い

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

全ての人が対象ではない

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

行政以外の団体が取り組むこと
により、効率的な事業展開が行
われている

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 6 作成者

小施策 ① 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

0 0 0 0 - -

特定財源 0 0 0 0 - -

一般財源 0 0 0 0 - -

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.11 0.12 0 - -

会計年度職員 - 0 0 0 - -

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 0 16 0 0 - - 100

達成率 0.0% 16.0% 0.0% 0.0% - -

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 222 215 214 219 - - 450

達成率 49.3% 47.8% 47.6% 48.7% - -

説明・出典

かむてんスポーツクラブ
短期教室の参加者数（人）

成果指標

指標名称

かむてんスポーツクラブの
年度末会員数（人）

かむてんスポーツクラブの自立自存を施設使用料の減免により支援する。
（なし）

かむてんスポーツクラブは令和６年２月に行われた理事会をもって解散となった。
R5年度で事業終了

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

行政側が主導していたスポーツ教室等を住民主体の「総合型地域スポーツクラブ」で推進し、生涯スポーツの振興を目
指す。

総合型地域スポーツクラブ育成事業 2-6-①-3

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

活力あるスポーツ活動の推進 柿崎　瞳

生涯スポーツの推進 471

ソフト事業（任意）

10-05-11-0002　社会体育総務事業費

10年以上

市民



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ B

公共性 B

優先度 B

達成度 C

貢献度 A

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 休廃止

R7 休廃止

R8 休廃止

理由

今後の方向性
・

その理由

かむてんスポーツクラブは令和６年２月に行われた理事会をもって解散となった。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

総合型地域スポーツクラブは各
市町村に1つおくこととなって
おり、配置は必須であるが、自
立自存の支援方法として、見直
しの余地はあると考える

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

施設使用料を減免するという最
低限の支援を行っており、これ
以上の削減は不可能

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

かむてんスポーツクラブが解散
したため

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

総合型地域スポーツクラブの育
成は地域の生涯スポーツの推進
に直接繋がるため

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

現在、民間の総合型地域スポー
ツクラブでスポーツ教室等を
行っており、その支援は行政が
実施主体になることが適当だと
考えられる

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

市民が気軽に生涯スポーツを行
える場として、総合型地域ス
ポーツクラブには一定のニーズ
があり、その育成の優先度は低
いとはいえない

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

市民が気軽に生涯スポーツを行
える場として、総合型地域ス
ポーツクラブには一定のニーズ
がある

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

高齢者が多くなり、生涯スポー
ツのニーズは増大していると感
じるが、事業には反映できてい
ない

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 6 作成者

小施策 ① 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 昭和４６年 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

915 915 915 915 915 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 915 915 915 915 915

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.09 0.13 0.48 0.57

会計年度職員 - 0.00 0.00 0.00 0.10

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 7 11 13 13 17

達成率 41.2% 64.7% 76.5% 76.5% 0.0% 0.0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 1,010 1,079 1,724 1,524 2,500

達成率 40.4% 43.2% 69.0% 61.0% 0.0% 0.0%

説明・出典

大会種目数

成果指標

指標名称

大会参加者数

（一財）新庄市スポーツ協会に全面委託し、競技団体の自主性を重んじながら事業を実施する。
(各競技団体への通知・案内)

　少子化といわれるなか、競技人口の減少に歯止めをかけつつ頑張っており、例年になく、市総体に出場している方々
の中に、「令和５年度新庄市立学校各種大会出場奨励金・助成金事業（東北大会及び全国大会出場者）」の対象者が多
く見られた（ソフトテニス・バドミントン・空手）。スポーツの底辺拡大や競技力向上等スポーツ振興に大きく貢献し
た。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

総合体育大会事業委託料（915千
円）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

市民の体力と競技力の向上を目的とする事業であり、各競技団体の一層の自主性による大会の充実を目指す。

新庄市総合体育大会委託事業 2-6-①-4

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

活力あるスポーツ活動の推進 松田　崇

生涯スポーツの推進 472

ソフト事業（任意）

一般会計　社会体育総務事業費

10年以上

新庄市総合体育大会開催基準要綱

市民



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ A

公共性 C

優先度 A

達成度 B

貢献度 A

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

理由

今後の方向性
・

その理由

各競技の本市における冠大会であり、合わせて県大会への予選会を兼ねた大会も多数ある。
市民の競技力向上のため継続して推進していく。

各競技の本市における冠大会であり、合わせて県大会への予選会を兼ねた大会も多数ある。
市民の競技力向上のため継続して推進していく。

各競技の本市における冠大会であり、合わせて県大会への予選会を兼ねた大会も多数ある。
市民の競技力向上のため継続して推進していく。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

実行委員会において、競技種目
の追加や大会運営について健闘
していく。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

コストは、現状を維持しながら
事業内容を見直ししていく。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

目標数値が2,500人を目指す意
味においても、大会日時や初心
者でも参加しやすい種目を検討
する。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

競技団体の自主性を重んじなが
ら事業を実施しているため、施
策方針への寄与は考えていな
い。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

(一財)新庄市スポーツ協会に全
面委託し、競技団体の自主性を
重んじながら事業を実施してい
る。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

ストレス社会といわれる中で、
スポーツ活動を通じての仲間づ
くり、また仕事や家庭を離れて
の体力づくり・気分転換は、市
民の健康・体力増進に繋がるた
め重要である。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

少子化においては、「部活動の
地域移行」の推進や労働者への
「働き方改革」の浸透により、
今後幅広い年齢層と高い住民
ニーズが期待される。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

上記の「部活動の地域移行」や
「働き方改革」といった事が浸
透しつつある。

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 6 作成者

小施策 ① 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 昭和３７ )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

126 210 531 549 646 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 126 210 531 549 646

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 0.22 0.13 0.38 0.78

会計年度職員 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 0 0 2 8 12

達成率 0.0% 0.0% 16.7% 66.7% 0.0% 0.0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 0 0% 96 349 120

達成率 0% 0% 80% 291%

説明・出典

自主事業または出前講座開催
数

成果指標

指標名称

市民の教室参加者数

積極的に各種研修会や実技指導に参加して習得したノウハウをスポーツの指導に活用する。
（チラシ回覧・HP作成等）

自主事業や昨年以上の出前教室を行うことができた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

スポーツ推進委員報酬　426
最上地区スポーツ推進協議会負担金　50
新庄市スポーツ推進委員協議会負担金　170

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

ニュースポーツ・軽スポーツの普及振興を図る。

スポーツ指導者活用事業 2-6-①-5

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

活力あるスポーツ活動の推進 安食　悠斗

生涯スポーツの推進 472

ソフト事業（任意）

10-05-11-0002　社会体育総務事業費

10年以上

新庄市スポーツ推進委員規則

市民



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 A

達成度 A

貢献度 A

代替性 B

費用面 B

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 拡充

R8 拡充

理由

今後の方向性
・

その理由

昨年度にスポーツ推進委員を増員することができたものの、定数まで増員できるよう進める
中で若い世代に継承を促す工夫が必要である。

令和８年にスポーツ推進委員協議会東北大会が当市を中心に行われる予定である。特徴的な
スポーツ推進活動の充実を目指し、各種軽スポーツの習得・普及を推進する。

東北大会を契機に多くの市民に新しい軽スポーツの普及振興を図る機会としたい。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

現状を維持し、新たなスポーツ
を少しずつ取り入れていく

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

コストは現状を維持し、事業内
容を見直していく

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

昨年度と比較し、大幅に出前講
座の依頼や参加者数が増えてい
るため

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

市民の健康につながる・競技力
の向上につながる軽スポーツは
総合計画に直接的に寄与してい
る

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

限られた予算の中で実施してい
るため

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

ニュースポーツの提供・軽ス
ポーツの普及が年々効果を帯び
てきているため

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

軽スポーツを楽しむ子どもやシ
ニアの方々より出前講座の依頼
が増えているため

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

新しいルールに変更になった軽
スポーツを反映したり、また体
験したことのないスポーツを提
供しているため

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 6 作成者

小施策 ① 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 昭和４７ )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

122,012 143,772 166,691 133,505 278,289 0

特定財源 0 2,918 14,126 11,200 136,400

一般財源 122,012 140,854 152,565 122,305 141,889

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.65 0.9 0.7 0.8

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 19 31 19 12 -

達成率 - - - - -

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 76,199 112,691 119,554 114,323 155,000

達成率 49.2% 72.7% 77.1% 73.8% 0.0% 0.0%

説明・出典

修繕・工事実施個所数

成果指標

指標名称

施設の利用者数

施設の維持管理、修繕、工事を行う。
（市HP）

各種競技団体の大会及び競技会の会場として利用され、競技者の練習会場やスポーツに親しむ市民の場所として提供し
た。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

指定管理委託料（１０４，３１４）
修繕料（１５，１４２）

内訳

特定財源の名称（金額）

スポーツ振興くじ助成金（６，０００）
地方債（５，２００）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

全ての市民が安全かつ快適に体育施設が使用できるよう、施設機能の維持・管理を行う。

体育施設管理運営事業【陸上競技場他10施設】 2-6-①-7

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

活力あるスポーツ活動の推進 長沼　俊司

生涯スポーツの推進 471

施設維持管理（補修）事業
10-05-12-0001（体育施設の管理運営業務）
10-05-12-0002（市民スキー場管理運営事業費）

10年以上
新庄市体育施設設置及び管理に関する条例、新庄市都市公園条例,、　新庄市民プール等の管理
に係る事務の委任に関する規則

新庄市の体育施設



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ A

公共性 A

優先度 A

達成度 C

貢献度 A

代替性 C

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 拡充

R7 拡充

R8 拡充

理由

今後の方向性
・

その理由

施設建設より３０年以上を経過した施設が多く、経年劣化による不具合も多いことから計画
をもって修繕を行いたい。

使用料の見直しを含め、施設が安全に利用できるよう計画をもって修繕を行いたい。

野球場、陸上競技場といった管内唯一の施設が適切に利用できるよう計画立てた修繕を行い
たい。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

社会体育施設は市所有の施設の
ため行政が実施しなければなら
ない。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

物価高騰もあり、コスト削減は
困難である。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

予算の面から全体を掌握しきれ
ていない（修繕すべき箇所
多々）

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

公共施設等の長寿命化推進は総
合計画に直接的に寄与する

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

社会体育施設は市所有の施設の
ため行政が実施しなければなら
ない。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

施設の安全管理も含め優先度は
高い

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

施設が安全に利用できるように
することは必須である。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

必要に応じて修繕を実施してい
る。

項目 視点



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 6 作成者

小施策 ① 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 S59 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

8,606 8,210 15,275 9,917 11,247 0

特定財源 0 599 7,405 1,212 801

一般財源 8,606 7,611 7,870 8,705 10,446

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 0.97 0.97 1.1 1.1

会計年度職員 0.80 0.80 0.80 0.8

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 311 347 347 348 349

達成率 89.1% 99.4% 99.4% 99.7% 0.0% 0.0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 8834 6073 9109 11959 18000

達成率 49.1% 33.7% 50.6% 66.4% 0.0% 0.0%

説明・出典

スポーツの振興、競技力の向上、スポーツ少年団等の育成など、合宿等を通じて利用促進を図る。

山屋セミナーハウス管理事業 2-6-①-8

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

活力あるスポーツ活動の推進 柿崎　瞳

生涯スポーツの推進 471

施設維持管理（補修）事業

10-05-13-0001　山屋セミナーハウス管理運営事業費

10年以上

新庄市体育施設設置及び管理に関する条例

山屋セミナーハウス及びその利用者

指標名称

利用者数（人）

宿泊者を含む延べ利用者数

施設の維持管理運営
・維持管理、修繕、工事、備品購入
施設のPR
・宿泊可能な施設であることを活かし、県内外から合宿所として利用を促す。
（周知方法：新庄市ホームページ）

新型コロナウイルスが５月に第５類移行　行動制限等が解除されたことにより、施設利用者数を回復させることができ
た。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

会計年度任用職員報酬等　2,007
施設管理・除排雪委託料　4,295
その他　3,615

内訳

特定財源の名称（金額）

使用料　975
諸収入　237

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

開場日数（日）

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 A

達成度 B

貢献度 A

代替性 C

費用面 B

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

競技スポーツの練習の場とし
て、一定のニーズがある

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

少子化により競技スポーツの人
口は減っているが、体育施設の
需要は減っていない

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

指定管理先がなく、行政が実施
主体になることが適当

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

施設を廃止した場合、市内の体
育施設不足により、競技スポー
ツの振興が図れなくなるため、
優先度は高い

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

コストは現状を維持しつつ、施
設管理を定期的に見直す

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

成果指標の達成率は66.4％に留
まっているが、施設利用自体は
ほぼ毎日あり、おおむね成果は
上がっている

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

競技スポーツの練習の場とし
て、一定のニーズがある

理由

今後の方向性
・

その理由

アフターコロナにより利用者は増加してきているが、修繕による経費が嵩んできているのが
現状。宿泊が可能な施設であることを含め、単なる体育館利用ににとどまらず、様々な利用
方法を提案する必要がある。

安全に快適に施設利用していただけるよう、計画的な修繕等を行いながら、利用増加を図
る。

安全に快適に施設利用していただけるよう、計画的な修繕等を行いながら、利用増加を図
る。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

競技スポーツの向上には練習の
場が必須であり、したがって山
屋セミナーハウスの管理運営に
ついても必須である



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 6 作成者

小施策 ② 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 昭和３０ )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

2,631 2,877 2,615 2,236 2,258 0

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 2,631 2,877 2,615 2,236 2,258

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 0.25 0.27 0.54 0.59

会計年度職員 0.8 0 0 0.1

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 0 0 1 1 5

達成率 0% 0% 20% 20% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 中止 9 9 8 3

達成率 33.3% 33.3% 37.5%

説明・出典

チームの強化を行い好成績を残すこと、また、強化選手の指導を行うことにより、長距離競技力の向上と地域のスポー
ツ振興を図る。

山形県駅伝競走大会新庄･最上チーム強化事業 2-6-②-1

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

活力あるスポーツ活動の推進 安食　悠斗

競技スポーツの振興 472

補助金・負担金事業（ソフト事業）

10-05-11-0002　社会体育総務事業費

10年以上
山形県駅伝競走大会新庄･最上チーム実行委員会規約、山形県駅伝競走大会
「新庄・最上チーム」強化対策事業実施要項

山形県駅伝競走大会新庄･最上チーム

指標名称

山形県縦断駅伝競走大会の
チーム順位

山形県駅伝競走大会新庄・最上チームの強化対策として、定期練習会の充実や各種大会への参加を図る。また、強化選
手を招聘している最上地区のジュニア育成として、管内小・中学校、スポーツクラブを対象に陸上を中心とした体育指
導を行う。
（市内外の中学・高校生へ勧誘・各種大会へ出場し、優秀な選手への勧誘当等）

総合８位と昨年大会（第６６回）の総合９位より順位を伸ばした。また高校生や中学生といったジュニア選手が大会に
おいて上位に食い込んでおり、育成が図れている。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

山形県駅伝競走大会新庄最上チーム実行委員会負担金　755
山形県駅伝競走大会新庄最上チーム強化対策事業負担金　1481

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

強化練習会（合宿）回数
（回）

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 A

達成度 B

貢献度 A

代替性 B

費用面 B

課長評価欄 年度 方向性

R6 拡充

R7 拡充

R8 拡充

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

縦断駅伝当日に応援してくださ
る住民が多くみられるため

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

選手に足りないところを監督・
強化選手の指導のもと改善して
いっているため

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

限られた予算の中で実施してい
るため

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

監督や強化選手による指導によ
り競技力の向上が図られている
ため

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

コストは現状を維持し、事業内
容を見直していく

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

昨年より順位を一つ上げること
ができでいる

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

監督や強化選手による指導によ
り競技力の向上が図られている

理由

今後の方向性
・

その理由

管内市町村連携して取組みを強化すること。またジュニアからの育成を図ることにより駅伝
競技を盛り上げ、郷土愛を育み、地域の一体感を生み出すものである。順位を上げることに
より更に魅力を広く発進することができる。

管内市町村連携して取組みを強化すること。またジュニアからの育成を図ることにより駅伝
競技を盛り上げ、郷土愛を育み、地域の一体感を生み出すものである。順位を上げることに
より更に魅力を広く発進することができる。

管内市町村連携して取組みを強化すること。またジュニアからの育成を図ることにより駅伝
競技を盛り上げ、郷土愛を育み、地域の一体感を生み出すものである。順位を上げることに
より更に魅力を広く発進することができる。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

チームに足りないところを見つ
け、走力の向上につなげていく



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 2 担当部署

施策 6 作成者

小施策 ② 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 平成１５ )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

3,520 3,520 3,520 0 0 0

特定財源 0 0 2,041 0 0

一般財源 3,520 3,520 1,479 0 0

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 0.24 0.12 0.33 0.27

会計年度職員 0.8 0.8

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 7 48 47 0 30

達成率 23% 160% 157% 0% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 中止 9 7 9 10

達成率 - 90.0% 70.0% 90.0% 0 0

説明・出典

山形県駅伝競走大会新庄最上チームにおいて中心選手として活躍できる人材を発掘し、チームの競技力向上を図ってい
く。

陸上競技長距離強化事業 2-6-②-2

第５次総合計画体系

教育 社会教育課

活力あるスポーツ活動の推進 安食　悠斗

競技スポーツの振興 472

補助金・負担金事業（ソフト事業）

10-05-11-0002　社会体育総務事業費

10年以上
山形県駅伝競走大会新庄・最上チーム実行委員会規約、山形県縦断駅伝競走大
会「新庄・最上チーム」強化対策事業実施要項

市内及び一部最上地域の小・中学校の児童生徒

指標名称

山形県縦断駅伝競走大会への
中学生、高校生の参加者数

山形県駅伝競走大会新庄最上チームの強化選手が中心となり、最上地域の小・中学校児童生徒を指導育成して、高校・
大学で活躍しうる選手を発掘する。
（令和５年度実施なし）

各小中学校での陸上指導を通し、競技人口の拡大を図った。昨年より中高生が縦断駅伝競走大会へ参加できているた
め、本事業による人材の育成が図られていると捉えている。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

なし

内訳

特定財源の名称（金額）

なし

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

強化選手による指導回数

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 A

達成度 B

貢献度 A

代替性 C

費用面 B

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

強化選手による指導で、競技力
の向上が見られ、縦断駅伝選手
の候補につながっているため

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

各選手に足りない部分を指導す
ることで競技力の向上が図られ
ているため

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

強化選手による専門的知識で指
導を行うのが適当であるため

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

小・中学生の時から専門的知識
や指導を受けることで競技力の
向上が図られ、縦断駅伝への選
手の候補につながると捉えてい
る

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

コストは現状を維持し、事業内
容を見直していく

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

一般選手や大学生にも遜色ない
人材へと育成され、駅伝選手へ
と選ばれる中高生が一定数いる
ため

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

強化選手による指導で競技力の
向上が図られることは、総合計
画に直接的に寄与する

理由

今後の方向性
・

その理由

新庄最上チームの事務局として構成町村と連携し、県縦断駅伝上位入賞を目指すため、強化
選手の育成、強化選手によるジュニアアスリート育成のため引き続き実施する。

新庄最上チームの事務局として構成町村と連携し、県縦断駅伝上位入賞を目指すため、強化
選手の育成、強化選手によるジュニアアスリート育成のため引き続き実施する。

新庄最上チームの事務局として構成町村と連携し、県縦断駅伝上位入賞を目指すため、強化
選手の育成、強化選手によるジュニアアスリート育成のため引き続き実施する。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

専門的知識・指導ができるのは
強化選手によるものと捉えてい
るため



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 4 担当部署

施策 5 作成者

小施策 ② 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度　 H24 ～ )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

4,320 7,200 8,160 8,160 0

特定財源 1,527 3,423 2,175

一般財源 4,320 5,673 4,737 5,985

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.22 0.22 0.22 0.22

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 3 6 3 3 6

達成率 50% 100% 50% 50% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 0 0 0 1 6

達成率 0% 0% 0% 17% 0% 0%

説明・出典

第５次総合計画体系

ソフト事業（任意）

一般会計　10款1項2目　003教育委員会事務局運営事業費

10年以上

活用者のうち
地元就職者（人）

指標名称

将来の地域製造業従事者、保育士、看護師等の育成と新庄市内への定着を図る。

大学等の理工系、保育系、看護系の学部を志望し、かつ新庄市内の事業所に就職しようとする意志を持つ者。

若年層の地元定着に向けた支援 443

新庄市ふるさと創生人材確保事業実施協定書

・最上育英会の奨学金制度に新庄市枠を設け、無利子で奨学金を貸与する。
・大学等を卒業後、市内の事業所に就職した場合は、奨学金の返還を半額免除する。
・貸与額は月額４万円、期間は最長４年間。
・貸与期間終了後２年間の据え置き後３年目より１０年間の均等分割返済とする。
　（周知方法　チラシ、広報紙、HP等）

令和５年度において、３名の申し込みがあった。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

40千円×12月×17人
=8,160千円

内訳

特定財源の名称（金額）

雑入　２，１７５千円

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

成果指標

奨学金利用者数（人）
（一年度新規分）

新庄市ふるさと創生人材確保事業 4-5-②-4

産業 教育総務課

雇用の促進 森　正一



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 A

達成度 B

貢献度 A

代替性 C

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

都会に就業する場が多い、また
卒業と同時に多額の借入金を背
負うという現状の中、返済金の
減額及び地元回帰のきっかけに
なる。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

借入金の減額、また人口減少が
進む中、都会流出の歯止めにな
る。

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

人口減少という課題に行政が積
極的に取り組む必要がある。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

人口減少対策として優先して取
り組むべき事項である。

目的を達成するためにはむしろ
増額する等の対策が必要であ
る。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

R5まで４名の地元就業があっ
た。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

町つくりのおおきな課題である
人口減少対策として取り組むべ
き事項である。

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

担い手が少ない業種を募集する
ことは理にかなっている。

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

理由

今後の方向性
・

その理由

将来の担い手となる若者の回帰定着等を促進し、不足ずる人材を確保するため積極的に取り
組む必要があり、周知の方法についてさらに検討が必要である。

将来の担い手となる若者の回帰定着等を促進し、不足ずる人材を確保するため積極的に取り
組む必要があり、周知の方法についてさらに検討が必要である。

将来の担い手となる若者の回帰定着等を促進し、不足ずる人材を確保するため積極的に取り
組む必要があり、周知の方法についてさらに検討が必要である。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

現在よりもコストを削減
する余地はあるか



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 7 担当部署

施策 2 作成者

小施策 ① 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 H27～ )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

1,716 1,663 1,647 1,716 0 0

特定財源 0 0 0 0

一般財源 1,716 0 0 0

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 0.22 0.22 0.22 0.11 0.21

会計年度職員 0 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 3 4 8 5 6

達成率 50% 67% 133% 83% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 0 2 2 2 6

達成率 0% 33% 33% 33% 0% 0%

説明・出典

大学卒業後、市内（県内）事業所へ就業する学生の人材育成と就労支援

やまがた就職促進奨学金返還支援事業 7-2-①-6

第５次総合計画体系

シティプロモーション 教育総務課

移住・定住に向けた支援の充実 森　正一

若年者の就業支援 443

ソフト事業（任意）

一般会計　10款1項2目　003教育委員会事務局運営事業費

３年以上

やまがた就職促進奨学金返還支援事業募集要項

・県内に居住し、県内の高校を卒業した者で国内の大学等に在学している者。　・県内の大学に進学した者。
・日本学生支援機構の奨学金の貸与を受けている、または受ける予定の者。・県内の助成対象分野へ就業を希望する者。
・大学卒業後13カ月以内に県内に居住し、かつ5年間以上継続して居住・就業する見込みの者。

指標名称

活用者のうち
地元就職者（人）

・大学を卒業後13カ月以内に新庄市に居住・就業し、その後5年間継続した場合、奨学金の返済残額または
　該当する奨学金の貸与を受けた月数に2万6千円を乗じた額のいずれか低い額を上限として支援する。
・2万6千円×48月を上限。
・県内他市町村に居住した場合は助成金が1/2に減額。
・県が返還支援額を日本学生支援機構に支払う。
・財源は県1/2市1/2　　　（周知方法　チラシ、広報紙、HP等）

令和5年度就業者3名のうち2名の市内就業者があり、定住支援につながった。
また、令和5年度の申込者枠6名のところ、5名の申し込みがあり、定住意識の醸成につながった。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

R3より基金不用額を充当。

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

助成候補者認定数（人）

成果指標



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ B

社会ニーズ A

公共性 B

優先度 A

達成度 B

貢献度 A

代替性 C

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 維持

R8 維持

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

都会に就業する場が多い、また
卒業と同時に多額の借入金を背
負うという現状の中、返済金の
減額及び地元回帰のきっかけに
なる。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

借入金の減額、また人口減少が
進む中、都会流出の歯止めにな
る。

項目 視点

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

人口減少という課題に行政が積
極的に取り組む必要がある。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

人口減少対策として優先して取
り組むべき事項である。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

目的を達成するためにはむしろ
増額する等の対策が必要であ
る。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

R5まで７名の地元就業があっ
た。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

町つくりのおおきな課題である
人口減少対策として取り組むべ
き事項である。

理由

今後の方向性
・

その理由

将来の担い手となる若者の回帰定着等を促進し、不足ずる人材を確保するため積極的に取り
組む必要があり、周知の方法についてさらに検討が必要である。

将来の担い手となる若者の回帰定着等を促進し、不足ずる人材を確保するため積極的に取り
組む必要があり、周知の方法についてさらに検討が必要である。

将来の担い手となる若者の回帰定着等を促進し、不足ずる人材を確保するため積極的に取り
組む必要があり、周知の方法についてさらに検討が必要である。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

毎年、若干の改正を行ってお
り、事業手法は適正である。



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

１．事務事業の概要

事務事業名 事業コード

柱 8 担当部署

施策 1 作成者

小施策 ① 内線

事業区分

予算区分

事業継続年数 (事業開始年度 )

根拠法令

２．事務事業の対象・目的・内容・結果

事業の対象

事業の目的
どのような状態に

したいのか

事業の内容
どのような方法・手段で

事業を行ったか
（周知方法）

事業の結果

R2 R3 R4 R5 R6 R7

1,350 1,797 438 1,445 1,500

特定財源 0 0 0 0 0

一般財源 1,350 1,797 438 1,445 1,500

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

正規職員 - 0.15 0.13 0.11 0.12

会計年度職員 - 0 0 0 0

５．評価指標

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7計画

実績 9 7 5 5 10

達成率 90% 70% 50% 50% 0% 0%

説明

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R7目標

実績 96 96 96 96 96

達成率 1 1 1 1 0 0

説明・出典

助成件数

成果指標

指標名称

地域公民館数

地域公民館を改築・改修する際の費用の一部を助成する。
(区長配布等で周知）

補助を行うことにより、地域活動の拠点施設を整備することができ、地域コミュニティの活性化を図ることができた。

３．事業費　（単位：千円）

主な歳出（金額）

地域公民館整備費補助金
（1,500）

内訳

特定財源の名称（金額）

年度

事業費

４．人員　（単位：人）

活動指標

指標名称

地域の活動拠点が市民との協力により整備され、地域の活動が活発に行われることを図る。

地域公民館整備助成事業 8-1-①-4

第５次総合計画体系

行政経営 社会教育課

地域づくり活動の推進 武田信也

地域課題に対応できる体制整備 461

施設等整備事業（補助金・負担金）

10-05-01-0002社会教育総務事業費

10年以上

新庄市地域公民館整備費補助金交付規程

自治会・町内会



新庄市　事務事業評価シート 評価年度　令和６年度
事業年度　令和５年度

６．事務事業の評価 非公開

住民ニーズ A

社会ニーズ B

公共性 B

優先度 A

達成度 C

貢献度 A

代替性 B

費用面 C

課長評価欄 年度 方向性

R6 維持

R7 拡充

R8 維持

理由

今後の方向性
・

その理由

すでに予算額を超えた申し込みを受けており、一律に調整率を掛けて予算内で対応してい
る。

熱中症対策（クーリングシェルターも含めて）によるエアコン設置にも充分対応できる予算
額の確保。

補助要件の緩和や補助率の増加を検討。

効率性

現在の事業手法を見直す
余地はあるか

有効性

目的・成果指標に対する
達成状況や成果はどうか

妥当性

行政課題への対応や事業
実施の背景等を踏まえ行
政の関与は必要か

A　事業手法を見直す予定である
B　事業手法を見直す余地はある
C　事業手法を見直す余地はない

補助要件の緩和や補助率の増加
が求められている。

現在よりもコストを削減
する余地はあるか

Ａ　コスト削減を行う予定である
Ｂ　コスト削減を行う余地はある
Ｃ　コスト削減を行う余地はない

通常の補助率で補助金額を決定
することができなくなっている
状況で、コスト削減を行う余地
はない。

A　十分に達成または成果が
　　上がっている
B　概ね達成または成果が
　　上がっている
C　成果があまり上がっていない

1件当たりの事業単価が上が
り、目標の件数に達していな
い。

総合計画に掲げる各分野
の施策に寄与するか

A　総合計画に直接的に寄与する
B　総合計画に間接的に寄与する
C　各分野の施策方針に寄与しない

地域課題に対応できる体制整備
に直接的に寄与している。

A　行政が実施主体となることが必須
　（法令等で規定）
B　行政が実施主体になることが適当
C　民間によるサービスの維持が可能

補助事業であることから行政が
実施主体となるべき。

関連施策への貢献度や休
廃止の影響度を踏まえ事
業実施の優先度はどうか

A　優先度は高い
B　優先度は一般的
C　優先度は低い

住民ニーズが非常に高いことか
ら、優先度も高い。

評価 評価の理由

必要性

住民ニーズはあるか
A　住民ニーズは高い(増大している)
B　住民ニーズは一般的
C   住民ニーズは低い(低減している)

トイレや屋根などの糧週のほか
に、熱中症対策によるエアコン
の設置・改修が急増している。

社会情勢の変化を汲み
取った事業となっている
か

A　社会情勢を十分に把握し、時宜を
　  捉えた事業としている
B　社会情勢を把握しているが事業に
　  反映できていないまたは検討中
C　社会情勢を把握していない

熱中症対策によるエアコンの設
置・改修が急増しており、通常
の補助率で補助金額を決定する
ことができななくなっている。

項目 視点



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和６年度 新庄市教育行政有識者委員会 審議概要 

 

審議内容：『令和５年度教育委員会事務の管理及び執行の状況に係る点検及び評価』 

 

開 催 日 時 令和６年１２月２日（月） 午後１時３０分～午後３時４０分 

開 催 場 所 新庄市役所１０１・１０２会議室 

出 席 委 員 
阿部彰委員長、今田雄三副委員長、梅津慶子委員、佐藤成美委員 

髙橋千春委員、早坂信一委員        計６名出席 

欠 席 委 員 なし 

教育委員会事務局 

出席者 

(事業説明者) 

津田浩教育長、渡辺政紀教育次長兼教育総務課長、杉沼一史学校教育課長、

今田新社会教育課長 

諮問事項 

『地方教育行政の組織及び運営に関する法律』第 26条の規定に基づく、 

令和５年度教育委員会事務の管理及び執行の状況に係る点検及び評価 

 

下記４事業を抽出し、点検及び評価の対象とした。 

1. 児童生徒の個別支援事業           (学校教育課) 

2. 巡回指導事業                (学校教育課) 

3. 教育支援事業                （学校教育課） 

4. 市民参加型スポーツイベント開催事業     （社会教育課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【審議概要】 

1. 児童生徒の個別支援事業 

2．巡回指導事業 

3．教育支援事業 

《質疑応答》 

質問及び意見 教育委員会事務局の回答等 

児童生徒の個別支援事業の中で、個別学習指導員

の方の動きはおおよそイメージがあるのですが、特

別支援教育支援員の方はどのような動きをするの

でしょうか。また、資格を持っている方や特別な講

習を受けた方が支援員をされているのでしょうか。 

個別学習指導員は、主に通常学級に配置し

ており、通常学級において支援が必要なお子

さんの支援を行っております。一方で、特別

支援教育支援員につきましては、特別支援学

級に配置をして、主に特別支援学級の担任の

先生の補助を行っております。基本的に個別

学習指導員と同様に一般の方を募集しており

ます。特別支援教育支援員になられる方は、

元教員などのそういった点に長けている方が

なられる場合が多い傾向にありますが、必要

な資格等はございません。 

児童生徒の個別支援事業の中の特別支援教育支

援員と、教育支援事業の中の特別支援コーディネー

ターという方とはどのように違うのでしょうか。 

特別支援コーディネーターは、特別支援に

ついてコーディネートをする先生で、各学校

で教員の中で１人決めていただいているもの

です。コーディネーターの先生からは、取り

まとめや児童生徒への対応に関する提案、行

政との連携のようなところでご活躍いただい

ております。 

個別学習指導員などについて、資格等は不要とい

うことで、様々な方がきてくださっているのかなと

思います。研修等はどのように行っているのかと考

えていたところですが、３つ目の教育支援事業の中

の特別教育支援センターで相談や研修を行ってい

ると聞き安心しました。この研修というのはどのく

らいの頻度で行っているのでしょうか。 

年２回ほど実施しております。業務内容に

ついては学校で校長先生とお話しをしながら

決めておりまして、研修では個別学習指導員

や特別支援教育支援員の方々のご意見や提

案、苦労されていることなどの共有をすると

いうような、意見交換が主となっています。 

個別学習指導員の方が通常学級に配置されてい

るということで、担任の先生方にとってはとてもあ

りがたいことだなと思います。ただ、学校に伺う機

会があって様子を見てみても、先生方と指導員の方

がじっくり話している姿を見たことがなく、もっと

時間を確保できたら良いなと思います。私は、指導

員の方は先生と子どもをつなぐパイプ役として、先

生との連携プレーができるようになってほしいな

と思っています。話し合う時間を確保することで、

 



指導員の方の不安や不満も減っていくのではない

かと考えます。 

３つ目の教育支援事業の中の特別支援教育セン

ターについて、これは教育研究センターの中にでき

たのでしょうか。また、そこで行った個別検査によ

り判定までされるのでしょうか。 

新庄市教育委員会学校教育課の中に、特別

支援教育センターというものを立ち上げまし

て、元校長先生の長谷部薫先生に特別支援指

導員になっていただき、特別支援関係の適正

就学に関する部分を主に扱っていただいてお

ります。指導員の席は指導主事と隣り合って

おり、特別支援の担当と常に連携を取りなが

ら業務を行っています。また、個別検査につ

きましては長谷部指導員のほか、教育相談室

の相談員２名が検査を行えるため、そちらと

も連携して実施しております。その検査結果

をもとに最終的に三浦先生に判断していただ

いております。 

現場ではずっと苦労していて、子どもたちが帰っ

た後の時間に検討を行っていたように思います。先

生方が、学校の垣根を越えて頼りやすいところなの

ではないかと想像しています。学校としてはありが

たいところだなあとは思います。そのような場所が

あって、学校以外の方に入ってきていただければ良

いなと常々思っておりました。「人と人とを繋ぐ」

ということは、必要だと分かっていても時間に追わ

れてしまい難しいものですが、学校以外の方に入っ

ていただくことで良い方向に進むのではないかと

思います。 

 

個別学習指導員の人数は児童生徒の数と比例し

ているのかと思うのですが、どのような基準で配置

されているのでしょうか。 

各学校何名というような明確な基準を定め

ることは難しいと思っております。毎年現状

を通覧させていただきながら、必要性などを

校長先生と相談しております。例えば、病弱

学級のような、支援が必要な学級が増えるな

ど、増員しなければならない学校があった場

合には、他の学校の配置数を減らさせていた

だくといった形で、各学校と相談して配置数

を決めております。そのため、各学校への配

置数の上限は特に設けておりません。学校か

らは希望がたくさん出ているのですが、諸事

情により増員も難しく、現状維持をしており

ます。 

全体的に見まして、特別支援教育に関わる様々な 退職される先生や、既に退職された先生へ



事業をしていただいて大変ありがたいなと思って

いるところです。個別支援事業について、先ほど個

別学習指導員が充足されていないというお話しを

お聞きしまして、退職された先生が指導員になって

いただければ良いのではないかと思うのですが、以

前から新庄市と郡内他町村では待遇に差があるよ

うに思います。現在は会計年度任用職員となり、市

の待遇も良くなっているのではないかと思います

が、他町村では教員免許を持っていると給与が少し

上がるなどといったことがあると聞きます。現在の

新庄市の待遇についてお聞きしたいです。 

お声がけをさせていただくと、すでに他の町

村での任用が決まっていたり、または人伝い

で他の町村での任用が聞こえてくることが非

常に多いと感じています。お話しを伺ってい

くと、やはり新庄市の給与については他と比

べると低いというのが現状でございます。個

別学習指導員という任用での報酬について

は、教員免許の有無により差はつけずに雇用

させていただいております。市内で退職され

た先生にそのまま勤めていただくことが多い

のが現状です。また、代替教員が見つからな

いことも課題となっております。産休等によ

りお休みに入る教員が増えておりまして、す

ごくおめでたいことではありますが、なかな

か代替教員が見つからず学校が苦労している

ように思います。再任用による雇用や定年退

職の年齢引き上げにより、全体的に人員確保

が難しい状況にございます。 

市の待遇については私が関わっていた時からの

課題でありました。もちろん市として給与の基準が

あるのかと思いますが、給与を一律ではなくするこ

となどについても前向きに考えていただければと

思います。何十年も学校現場を経験している方であ

れば支援できることも多いのではないかと考えま

す。人員確保が難しいという現状では焼け石に水の

ようにも思いますが、ご検討いただければと思いま

す。次に、巡回相談事業について、三浦先生がご退

職されたということで本当に大変だろうと思いま

す。新庄市は今年度から実施回数が前年度の半分と

なりましたが、鶴岡市や天童市など、三浦先生が関

わっておられた他市の状況などお教えいただきた

いです。 

鶴岡市とよくやりとりをしており、視察も

行かせていただき、やはり同じ事情を抱えて

おりました。三浦先生はこれまでは大学の先

生でしたので、金額的な部分もある程度決ま

ってはおりましたが、大学を離れるとなると

金額も上がります。そういった部分なども含

めて、どの自治体も同じような現状でありま

す。前年度の半分である年１０回はお越しく

ださると約束いただけましたので、今年度は

年１０回を予定しているところです。 

これからどのようにしていくのかという点につ

いて、鶴岡市の方向性などお分かりでしたらお教え

ください。 

今後の方向性についても話題にはなりまし

たが、具体的な話についてはありませんでし

た。現在は三浦先生がいらっしゃっての判断

になってしまっている状況でございます。最

上地域に特別支援の考え方をもたらしてくだ

さったのも三浦先生であり、大変ご活躍され

ておられますが、今後もずっと三浦先生に判

断いただけるかというとそうではなく、あと

数年ほどではないかと思います。今後につい



て、福祉と一緒に幼保小の接続も含めてどの

ように特別支援教育を進めていくか検討を始

めたところです。そういった中で、鶴岡市さ

んをはじめ、他市と連携をしながらやって参

りましょうと話しをしております。今後の課

題というものはおおよそ同じであるかと思い

ます。また、三浦先生の後を引き継がれる方

が大学にいらっしゃいますが、その方からは

三浦先生のように一人一人を見ての判断はで

きませんとお話しをいただておりますので、

違うやり方を考えていかなければならないと

考えております。 

今名前が出ている三浦先生は、我々の保育園に巡

回指導に来てくださっています。以前は５歳児だけ

を見ておりましたが、現在は３歳児から見ていただ

いています。子どもの生年月日からして必要な発達

のレベルがあり、それを１人ずつチェックしてくだ

さいます。数字や色、動物の名前が言えるかどうか、

また、やりとりの中での目線などを観察して、子ど

もの発達レベルや気質の判断をしてくれます。その

判断から、保育園や幼稚園では年齢や気質にあった

指導を行うことができます。そして、１年経つとま

た先生が来てくださって、子どもと同じようにやり

とりをして、１年間での変化を見て、気になる子ど

もがいる場合には、教育委員会との連携や専門機関

での受診を検討するよう教えてくださいます。ご指

導を受ける前は、普段の関わりの中で手がかかる子

だなと思っていたのですが、三浦先生の判断により

その背景がわかることによって、配慮の行き届いた

保育ができるようになりました。そのため、三浦先

生がこのまま引退するという話は、我々もこの先が

心配であると感じます。新庄市を含め最上地域にと

って変えがたい人材であります。これからの課題と

いうことで教育委員会でも頭を悩ませていること

と思います。 

 

障がいのある子と関わる機会があると、子どもた

ちは柔軟で、言われたことに対して反応がない場合

にも、返事をしないのではなく、できないだけだと

その子の特性を理解できているようです。また、授

業中に席を立つ子がいる場合にも、毎日のことで子

ども達はあまり気にせずに過ごせるようです。その

 



中で、個別学習指導員のような方が授業中に補助を

行ってくれているおかげで子ども達は先生の授業

を受けてすくすく育っているのではないかと思い

ます。そのため、指導員や支援員の方を配置して下

さっているこの事業はとても良いものだと思いま

す。また、先ほどご紹介いただいた三浦先生による

巡回相談事業について、市がそのような先生と連携

を取って子ども達を見てくれているのはとても良

いことだと思います。 

教育支援委員会が年２回とあります。子どもの数

が減っているのに対し、委員会に上がる子どもの数

は増えて来ている状況が前はあったと思います。現

在は率にして８．８％とのことでしたが、委員会に

上がる子ども達の数は増えているのでしょうか。 

市内の児童生徒数は毎年７０人程度減少し

ておりますが、教育支援委員会に上がる児童

生徒の数は減っておりません。極端に増加傾

向にあるわけではありませんが、ほぼ同数ま

たは微増となっております。 

不登校となる児童生徒についてもお話しがあり、

その原因が家庭や発達にある可能性があるとのこ

とですが、実際の原因が分かっている件数などは把

握しているのでしょうか。 

以前は学校でのトラブルや教師や児童生徒

との問題、または学習についていけないため

に学校や教室に行きたくないというような案

件が非常に多かったように思います。学校か

ら報告があり、教育委員会も一緒に携わらせ

ていただいておりますが、トラブルで不登校

になることは年に数件となっております。現

在多くなってきているのが家庭の諸事情で兄

弟みんなが不登校のような形になってしまっ

ていたり、保護者の方にエネルギーがなくて

子ども達を送り出すことができないというよ

うなご家庭です。そのため、福祉と連携しな

がら保護者支援にも力を入れさせていただい

ております。保護者の悩みや困り事を共有さ

せていただいたうえで、福祉としてどんな支

援できるか、学校教育課では子ども達へどの

ような支援ができるかを検討しております。

特別支援や不登校児童生徒を対象とした適応

指導教室やシャイニング教室のほか、今年度

中には民間の方へお声がけをして休日の子ど

も達の居場所の選択肢を広げていくための話

しを進めてまいりたいと考えております。ご

質問いただきました不登校の件数につきまし

て、具体的に何件と申すことはできないので

すが、家庭の事情や発達障害のような部分が

根底にあると考えられるケースが多いのは事

実でございます。 



以前は就学前に行う就学指導委員会でおおよそ

の情報をいただいて、就学児健診が行われた後さら

に教育委員会と一緒に内容を精査していたと思い

ますが、就学児健診が終わってから学校に入学する

までの間の部分をフォローしてくれる方が現在い

らっしゃるというお話しを日新小学校の先生から

お聞きしましたが、どのような状況かお聞きしたい

です。 

教育支援委員会でいただくご意見や、医学

的な部分のご意見から、特別支援学校や特別

支援学級の方が良いのではないかとなった場

合には、保護者とのお話しを教育委員会にあ

ります特別支援教育センターで行っておりま

す。入学してからの子どもに関しては学校が

主体的になって保護者とお話しをしておりま

すが、そこへ指導主事や特別支援教育センタ

ーの指導員が行って一緒にお話しすることも

可能になっております。委員がお聞きになっ

た方は、最上郡内で市町村を越えて特別支援

の相談ができる窓口が出来上がったお話しか

と思います。県の事業で配置されている方で、

学校にあるためどの程度活用できるのか考え

ているところです。 

幼稚園や保育園に在籍しているうちに子どもの

特性が分かって、入学予定の小学校へ情報を共有し

てもその時点では幼稚園や保育園に在籍している

ため学校側は関わりづらく、また、幼稚園や保育園

の先生も忙しいため小学校に入学すると様々な施

設や相談ができるところがあるから活用してくだ

さいというような形になり、入学前のとても大事な

半年間の対応が抜けてしまう場合があったように

思います。私が勤務していた学校では自分で手を挙

げて幼稚園等に伺って入学前に子ども達を見るよ

うにしていました。事前に情報をいただいても、学

校に入ってからでは対応が遅くなってしまうため、

幼保小を繋ぐポストがあると良いなと思っていま

した。幼稚園や保育園、小学校、中学校で別々に対

応をしてしまうと上手くバトンタッチができない

場合があり、そこで１番困るのは保護者の方です。

連携を取って対応していけると良いなと思います。 

巡回相談により３歳児という早い段階から

子どもの特質を知ることで、家庭教育につい

ても大事にしてもらいたいと考えており、現

在進めております。また、小学校と中学校で

支援が必要な児童生徒については特別支援計

画の個人計画を作成しております。その計画

が幼保と同じものであればもっと良いのでは

ないかという話もあるのですが、幼保の先生

方には１人１台のパソコンを行政から提供で

きていないなどの課題がございます。幼保で

は小中学校とは別に個別の支援計画を作成し

ており、それを小学校と繋げています。行政

の福祉には元養教の方にも入っていただいて

いて、繋がりの部分を大事にしております。

先ほど申し上げた特別支援教育委員会に幼保

の園長先生等も入っていただいて、お互いの

情報を共有し、負担にならないような形を模

索しているところです。 

現場の話を補足しますと、現在幼保小の繋がりが

とても大切にされています。三浦先生の診断ではラ

ンクのようなものがついて、保育で改善できる子ど

ももいます。はっきりと判定された場合には療育セ

ンター等に行って指導やサポートを受けることで

改善が見られます。そういった子ども達について、

特別支援教育センターの指導員が巡回に来て見て

くださいます。養教の先生も福祉の方からいらっし

 



ゃって、幼保の私達からの情報と実際の子どもの様

子を見ながら進めている状況ですので、以前より繋

がりについては改善されています。現在はきめ細か

くサポートできる体制となっています。 

《方向性》 

・以前より幼保小の繋がりが改善されており、児童生徒へのきめ細やかなサポートができる体制と

なっています。非常に大事な事業と言えるため、今後も継続をお願いしたいです。 

 

 

 

4. 市民参加型スポーツイベント開催事業 

《質疑応答》 

質問及び意見 教育委員会事務局の回答等 

 以前のいものこハーフマラソン大会は東山から山

屋方面を走るコースで、観客が少なかったように思い

ます。新庄キャッスルサイドリレーマラソン大会では

街中がマラソンコースになりましたので、一定の観客

があったのではないかと感じました。大会当日は味覚

まつりも開催していたので、その通りを走っていたら

もっと観客が増えたのではないかと思います。また、

いものこ汁等の新庄市の名物と言われるものを参加

者に配るなどするともっと盛り上がったのではない

でしょうか。以前のマラソン大会と今回のマラソン大

会の違いでもありますが、参加者から見てどうだった

のかなと思います。今回の反省を持って、次回は何か

お考えがあればうれしく思います。今後も味覚まつり

と同日となる場合には、双方のイベント関係者が連携

してより一層盛り上がるようにしていただければな

と思います。 

 いものこハーフマラソン大会では、観客

が少なかったというご意見がありました。

コースの都合上、農繁期ではなく稲の刈り

取りが終わった時期に開催している状況で

ございました。令和５年度に第１回を開催

したキャッスルサイドリレーマラソン大会

は、コースを街中の最上公園周辺の周回コ

ースとしていて、一部県道を挟んでいるも

のの警察の許可を取りやすい場所でござい

ました。コースについて、今後も検討してま

いりたいと思います。また、味覚まつりは出

展者の皆さんが賑わいを創出してくださっ

ておりますので、同日に開催することで相

乗効果が出るようにイベント関係者と相談

してまいりたいと考えております。 

参加者へのアンケートは実施しているのでしょう

か。 

走った方へのアンケートは実施しており

ませんでした。次回以降は実施したいと考

えております。参加した方からのお話しの

中で、自分の記録を求めるというよりは、仮

装等をしてイベントを楽しむことに徹して

いる方がいたように思います。 

 やはり協力していただける方からはアンケートを

取った方が良いと思います。アンケートの集計結果を

事務事業評価シートに活かせるのではないかと考え

ております。今回の評価シートの評価指標を見ると、

活動指標と成果指標の２つを評価しておりますが、会

議やイベントの実施回数、参加者数のほかに、アンケ

  



 

ートで「満足」「やや満足」と回答した人の割合を成

果指標として取り入れることも有効なのではないか

と思います。評価の方法は様々あるかと思いますが、

指標についての研究もご検討いただきたいと思いま

した。 

商工会議所青年部で、同日に大会会場でキッチンカ

ーの出店等を行う新庄もがみベースを開催しており

ました。マラソンが終わったあとには、チケット等を

持って出店を見に来てくれる方が多かったです。令和

７年度の開催時期についてですが、１０月の第３週に

山形県ＰＴＡ研修大会が文化会館で開催予定であり、

第２週は防災週間であることからそれ以降であると

イベントを開催しやすいのではないかと思います。 

会場にお越し下さった選手・観客の皆さ

んに食を楽しんでいただくため、商工会議

所青年部と共催しまして、新庄もがみベー

スという場所を用意させていただきまし

た。令和５年度に第１回を開催し、今年度で

２回目となりましたが、来てくださった方

が利用しやすいようにステージイベントも

用意されており、今後も共同して進めてい

けるのではないかと考えております。また、

来年度につきましては、山形県ＰＴＡ研修

大会があるとのことでしたので、１０月の

第３土曜日を候補から外して、これから検

討してまいりたいと考えております。 

新庄市では様々なスポーツを市民の方ができるよ

うな取り組みがあったかと思います。このリレーマラ

ソン大会に、競技ごとにチームとして参加してもらう

ことができれば、他のスポーツを行っている方達との

関わりや競争意識が生まれて盛り上がりに繋がるの

ではないかと思いました。 

スポーツをされている方達も、１年間の

練習の成果を秋のスポーツレクリエーショ

ン祭や総体で見ているのではないかと思い

ます。リレーマラソンはそのような中でも

取り組めるかと思いますので、お声がけを

させていただきたいと思います。 

先ほど仮装の話が出ましたが、仮装について表彰な

どはあるのでしょうか。 

仮装についての特別賞がありますので、

引き続き盛り上がるよう努めていきたいと

思います 

 開催時期が１０月でハロウィンが近いということ

もありますので、若い人達が参加してくれることを期

待しています。 

 

《方向性》 

・イベント終了後にアンケートなどから成果と課題を検証・整理しながら、次のイベントにつなげ

ていってほしい。他のイベントと同時開催などにより相乗効果も生まれており、今後ともイベン

ト開催内容を工夫しながら、より一層盛り上がるようにしていただきたい。 
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